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序文 

 

 

日本国政府は、モーリタニア・イスラム共和国政府の要請に基づき、同国のヌアクショ

ット・ヌアディブ小中学校建設計画に係る基本設計調査を行うことを決定し、独立行政法

人国際協力機構（平成 15 年 9 月 30 日まで国際協力事業団）がこの調査を実施しました。 

 当機構は、平成15年７月21日から8月25日まで基本設計調査団を現地に派遣しました。 

 調査団は、モーリタニア政府関係者と協議を行うとともに、計画対象地域における現地

調査を実施しました。 帰国後の国内作業の後、平成 15 年 12 月 14 日から 12 月 22 日まで

実施された基本設計概要書案の現地説明を経て、ここに本報告書完成の運びとなりました。 

 この報告書が、本計画の推進に寄与するとともに、両国の友好親善の一層の発展に役立

つことを願うものです。 

 終りに、調査にご協力とご支援をいただいた関係各位に対し、心より感謝申し上げます。 

 

平成 16 年 2 月 

 

独立行政法人国際協力機構 

理 事  吉 永 國 光 

 



 

伝達状 

 

 

今般、モーリタニア・イスラム共和国におけるヌアクショット・ヌアディブ小中学校建

設計画基本設計調査が終了致しましたので、ここに最終報告書を提出いたします。 

 

 本調査は、貴機構との契約に基づき弊社が、平成 15 年 7 月より平成 16 年 2 月までの 7

ヶ月にわたり実施致してまいりました。今回の調査に際しましては、モーリタニアの現状

を十分に踏まえ、本計画の妥当性を検証するとともに、日本の無償資金協力の枠組みに最

も適した計画の策定に努めてまいりました。 

 

 つきましては、本計画の推進に向けて、本報告書が活用されることを切望いたします。 

 

平成 16 年 2 月 

システム科学コンサルタンツ株式会社 

 

モーリタニア・イスラム共和国 

ヌ ア ク シ ョ ッ ト ・ ヌ ア デ ィ ブ 

小中学校建設計画基本設計調査団 

業 務 主 任  渡 辺 政 彦 
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モーリタニア･イスラム共和国 ヌアクショット・ヌアディブ小中学校建設計画 完成予想図



現地状況写真 

□協議状況   

 

国民教育省企画協力局施設 経済開発省施設 省庁関係者との協議 1 

  

省庁関係者との協議 2 視学官との協議 ミニッツサイン 

 

要請中学校校長集会 住民対話集会 1 住民対話集会 2 

   

□ヌアクショットの小学校   

 

前回の無償資金協力の対象校 同左・教室内部 前回の無償資金協力の便所 

 

校舎現況 1 校舎現況 2 バラック校舎 



 

教室内 ほぼ崩壊した塀 塀無しの小学校 

 

2 階建ての小学校 門扉、塀 学習用の菜園 

   

□ヌアディブの小学校   

 

校舎現況 最新の小学校校現況 1 最新の小学校校現況 2 

 

食堂 便所 守衛室 

 

 

塀・門扉 敷地内の岩盤突出  

 

 

 

  



□既存中学校状況   

   

教室棟 同左・回廊 同左・教室内 

 

教室の黒板、物入れ 教室の電気設備 便所（8ブース） 

   

管理棟全景 管理棟内の校長室 管理棟内の教員室 

 

技術棟 同左・自然科学講義室 同左・理科学準備室 

  

技術棟内の図書室（閲覧室） 同左・書庫 技術棟内のコンピュータ室 

 

 

 

 

  



□ヌアクショットの状況   

 

資材店 コンクリートブロック 1 コンクリートブロック 2 

 

建設現場状況 1 建設現場状況 2 地表に塩が湧き上がった状況 

 

  

雨により水溜りになる道   

   

□ヌアディブの状況   

 

市役所 ハケム事務所 ヌアディブ行きトラック 

 

骨材 1 骨材 2 コンクリートブロック 



 

 

コンクリートミキサー 建設現場事例 1 建設現場事例 2 

   

□地耐力試験（現地再委託調査） 

  

 

機材搬入 試験実施状況  
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要  約 



i

要 約 

 

モーリタニア・イスラム共和国（以下モ国と称す）は、国土の殆どが砂漠であり、国家収入に貢

献する資源は鉄鉱石、水産物に限られるため、バランスのとれた社会経済発展を目指す同国の道程

は険しい。このような状況の中でモ国政府は、2000年 12月に貧困削減戦略書（Poverty Reduction 

Strategy Paper：以下PRSPと称す）を作成し、「1．経済成長の促進と富の再分配」「2．貧困層の経

済状況に根ざした成長」「3．人的資源の開発と基礎的インフラ・サービスの普及」「4．制度および

統治能力の強化」というテーマを掲げ、①農村開発、②都市開発、③教育、④保健、⑤給水を重点

開発分野と位置づけている。また 2001 年から 2004 年までのアクションプランにおいても、上記 5

項目を重点開発分野と位置づけている。その中で、貧困削減と経済発展の基礎となる人材の育成の

ために、初等・中等教育の改善と充実を重要な政策課題として取り上げ、初等教育においては、教

育の質の改善のため1998年に48人であった教員１人当たり生徒数を2010年までに40人以下にす

ること、中等教育においては、アクセスを改善し1999年に18%であった前期中等学校（以下中学校

と称す）への入学率を50%にするといった目標を掲げている。 

 

教育セクターにおいては、これまで、モ国政府はアクセスの改善を目指して、小学校教室を安価

に、かつ、大量に建設する方策をとってきたが、1999年、教育改革法を制定し「社会や労働市場の

ニーズに応えられる人材の育成に向けて、初等教育から前期中等教育までを一貫した基礎教育課程

と捉えて教育の質的向上を重視する」方向に政策を移行させた。これを受け、「教育セクター開発プ

ログラム（Education Sector Development Program：以下ESDPと称す）：2001-2010年、予算4,920

万 US ドル」が世銀の支援を受け策定された。ESDP は、就学前から高等教育までの公的教育分野と

ノンフォーマル教育及び識字教育の分野までを含む包括的な計画であり、初等教育及び前期中等教

育においては既存教室における過密状況の解消を重要課題とし、初等教育においては、1998年時に

48人である教員1人当たりの生徒数を2010年には40人まで低減させること、前期中等教育におい

ては、1998 年時に 36 人である教員１人当たりの生徒数を 2010 年までに 31 人とすること、前期中

等教育へのアクセスを拡大し2010年までに前期中等教育への新規入学者を35,000人に倍増すると

ともに、これまで疎かになっていた理科学教育の充実を図ること等の目標を掲げている。 

本計画の対象地である、首都ヌアクショットと第2の都市であるヌアディブでは、急増する就学

人口に教室建設が追いつかず、小学校では1999/2000年度の１教室当たりの生徒数が全国平均の44

人に対してヌアクショットは71人、ヌアディブは75人で、極めて過密な状況での授業を余儀なく

されている。また中学校では小学校の施設を借用しても急増する生徒の受け入れに対応できない状

況が続いている。かかる状況の下、上記両地域においては、既存小中学校での教室増設と小中学校

の新設を推し進めることが急務となっている。 

 

これまで我が国は、無償資金協力「ヌアクショット小学校教室建設計画（1997～2000 年度）」に

より、首都ヌアクショットにおける小学校教室建設（51校、284教室、校長室51室、便所等）に協

力してきたが、都市部における初等・中等教育の環境整備をより一層進めるべく、モ国政府は日本

政府に対してヌアクショットとヌアディブの小中学校 62 校における教室ならびに付帯施設の建設
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を目的とした「ヌアクショット・ヌアディブ小中学校建設計画」を要請した。 

当該要請を受けて、日本政府は本計画の基本設計調査を実施する旨を決定し、平成 15 年 7 月 21

日から8月25日まで基本設計調査団を派遣し、国民教育省（Ministere de l’Education Nationale：

以下 MEN と称す）、経済開発省(Ministere des affaires Economiques et du Developpment：以下

MAED と称す)を始めとする関係者との協議を行うとともに、調査対象校のサイト状況調査及び必要

な情報の収集を行った。その後、現地調査結果を踏まえて基本設計方針を取りまとめ、平成 15 年

12 月 14 日から 12 月 22 日まで基本設計概要説明調査団を派遣し、本基本設計調査報告書を作成し

た。 

 

当初の要請対象校は、ESDP 施行前の 1999 年 5月以前に選定されたもので、現在の MEN の学校整

備方針にそぐわないものとなっていたため、基本設計調査時に最新のニーズを確認した上で大幅な

変更が加えられた。この結果、要請対象の小学校は59校、中学校は11校となり、小学校と中学校

を併せた全調査対象校数は70校となった。 

上記調査対象校70校のサイト状況調査により、サイト毎に既存教室の継続利用の可否及び学校建

設用地としてのサイトの適否の判定を行い、既存小学校・中学校の場合、原則として2006/2007目

標年次の不足教室数（1教室当たりの生徒数を小学校では 48 人、中学校では 42 人とし、この収容

定員で目標年次の各校の予想就学生徒数を除して必要教室の総数を算出し、ここから既存継続利用

可能教室数を差し引いたもの）が3教室以上で敷地に建設余地のある学校を協力対象校として選定

した。計画教室数に関しては、小学校では校長の管理能力を考慮して規定される1校当たりの合計

教室数の上限（通常18教室、特例で20教室）以内で、中学校では1校当たりの合計教室数基準（3、

6、9、12 および 18 教室）に従い、適切な施設配置を検討した上で、不足教室が最大限に補えるよ

うに各校の協力規模を計画した。また、新設小学校・中学校の場合には、計画対象地域における小

学校と中学校の教室総数には、絶対的な不足が明らかに認められることから、要請対象校は全て協

力対象に含めることとした。その協力規模に関しては、新設小学校については、全サイトが極度に

狭小であることから全て最少規模の6教室とし、新設中学校については、現在モ国が建設を推進中

の新たなタイプの中学校において標準規模とされている 12 教室を上限且つサイト毎の就学生徒数

動向に係るモ国側の判断を踏まえて計画を行うこととした。 

教室棟タイプについては、小学校と中学校の既存校及び新設校に共通して、「平屋建て2教室型」、

「平屋建て3教室型」、「2階建て4教室型」、及び「2階建て6教室型」の4つのプロトタイプを採

用し、各サイトの状況と不足教室数に応じて左記プロトタイプを組み合わせて配置計画を行った。

また、付帯施設としての校長室、技術棟、管理棟、守衛室及び便所にも共通のプロトタイプを採用

し、校長室は新設小学校に対してのみに、管理棟、技術棟及び守衛室は新設中学校のみに、さらに、

便所に関しては便所を備えていない既存小学校と新設小学校・中学校のみに計画した。 

付帯家具は、小学校については、教室付帯家具として 1 教室当たり生徒用机・椅子（2 人掛け一

体型）24台（48人分）及び教員用机・椅子1組、校長室用付帯家具を計画し、中学校については、

教室用付帯家具として1教室当たり生徒用机・椅子（2人掛け一体型）21台（42人分）及び教員用

机・椅子1組、技術棟用付帯家具（理科学準備室、自然科学講義室、コンピュータ室、図書室用机・

椅子及び書棚）、管理棟用付帯家具（校長室、副校長室、舎監室、会計室、教職員室用机・椅子及び
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書棚）を計画した。 

機材は、小学校に対して学習支援機材を1校当たり1組計画し、また、本計画で便所を計画する

小学校・中学校に対してのみ衛生教育支援機材として可動型給水タンク（手洗い用 2 台、飲料用 2

台／校）を計画した。 

以下に協力規模の概要を示す。 

 

ヌアクショット ヌアディブ 合計  

小学校 中学校 
小中学校

合計 
小学校 中学校 

小中学校

合計 

小学校 

合計 

中学校 

合計 

小中学校

合計 

協力対

象校数 

37校 

内訳： 

既存37校 

新設0校 

9校 

内訳： 

既存4校 

新設5校 

46校 

内訳： 

既存41校 

新設5校 

10校 

内訳： 

既存7校 

新設3校 

1校 

内訳： 

既存0校 

新設1校 

11校 

内訳： 

既存７校 

新設4校 

47校 

内訳： 

既存44校 

新設3校 

10校 

内訳： 

既存4校 

新設6校 

57校 

内訳： 

既存48校

新設9校 

教室数 237教室 72教室 309教室 50教室 9教室 59教室 287教室 81教室 368教室

校長室

数 
0室  0室 3室  3室 3室  3室 

技術棟

数 
 5棟 5棟  1棟 1棟  6棟 6棟 

管理棟

数 
 5棟 5棟  1棟 1棟  6棟 6棟 

便所 

ﾌﾞｰｽ数 

4 ﾌﾞｰｽ 

対象： 

既存1校 

新設0校 

50 ﾌﾞｰｽ 

対象： 

既存0校

新設5校 

54 ﾌﾞｰｽ 

対象： 

既存1校 

新設5校 

12 ﾌﾞｰｽ

対象： 

既存0校

新設3校 

10 ﾌﾞｰｽ

対象： 

既存0校

新設1校 

22 ﾌﾞｰｽ

対象： 

既存0校 

新設4校 

16 ﾌﾞｰｽ 

対象： 

既存1校 

新設3校 

60 ﾌﾞｰｽ 

対象： 

既存0校 

新設6校 

76 ﾌﾞｰｽ

対象： 

既存1校 

新設9校 

守衛室

数 
 5室 5室  1室 1室  6室 6室 

延床 

面積 

20,133.47 

m2 

7,854.18 

m2 

27,987.65

 m2
4,606.93 

m2
1,063.93 

m2
5,670.86 

m2
24,740.40

 m2 

8,918.11 

m2 

33,658.51 

m2

 

本計画の所要工期は 38.5 ヶ月と見込まれる。概算事業費については 26.37 億円（日本側 24.58

億円、モ国側1.79億円）と見積もられる。 

 

本計画の実施により、以下の効果の発現が期待される。 

① 教室の極端な過密状況の緩和による学習環境の向上 

② 2部制、二校制の解消による授業実施上の公平性の確保 

③ 前期中等教育へのアクセスの改善 

④ 前期中等教育のカリキュラムに対応した授業の実施 

⑤ 中学校の運営管理体制の強化 

⑥ 学校の衛生環境の改善 

 

本計画の実施により、36校で最低180人の教員の増員が新たに必要となり、年額約6,300万ウギ

ア（約2,900万円：ウギアは以下UMと称す）の人件費の予算措置が必要且つ新規計画施設の運営・

維持管理費として年額約 3,570 万～5,000 万 UM（約 1,630 万～2,290 万円）の予算措置が必要とな

るが、左記人件費と運営・維持管理費の合計額はMENの 2003/2004年度予算総額の1.0～1.2％に納
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まることから、予算確保は可能であるものと考えられる。また、現在のモ国の新規採用教員数は、

小学校で年間約550～600人、中学校で年間約150名であり、都市部への配置を希望する者が殆どで

あることから、教員確保の面においても問題はないものと考えられる。 

よって本計画を我が国の無償資金協力により実施することは妥当と考えられる。 

 

なお、本計画をより効率的、効果的に実施するためには、モ国は以下の点に取り組むべきと考え

られる。 

① 学校施設の運営・維持管理体制の強化 

② 衛生教育の実施 
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付表 協力対象校別の施設コンポーネント一覧 
ヌアクショット・小学校

教室棟タイプ 計画教室数

T-
Ze

in
a

P

P

Ri
ad

P

P

El
 M

in
a

P

-P

-P

P

Ar
afa

t

P

P

-P

P

P

P

P

P

P

-

P

P

P

P

P

P

-

P - 961.69

231.57

8

AHMED ZEROUKH O BELEAMECH

617.52

21 6 463.14

22
TALEB AHMED O. TOUEIR GENNE

3

11

CHEIKH MAHFOUD O BEYE

20

2校制
(19)

MHAMED O TOLBA

6

4

6

522.42

368.04

463.14

CHEIKH HAMOUHALLAH

17
DHOU NOUREINI

18
KHATRY O AMAR O ALY

ABOU HANIVATA

19
SIDI ABDOULLAH OULD EL HADJ BRAHIM

2校制

2校制
(18)

2校制

-

OUSSAMA IBN ZEID
2校制

2校制
(16)

6

5

6

575.74

385.95

575.74

EL VAROUGH
2校制

CHEIK SAAD BOUH 2校制
(14)

16

1,151.48

4 308.76
ABDELLAH / OUMAR 2校制

(11)

EL HACEN 

EL HOUCEIN
2校制

O.CHEIKH SIDYA

943.78

10
MALECK

ARAFAT4
2校制

12

11

231.57

BILAL
2校制

HALIMA 2校制
(8)

6 575.74

8

EL ABASS
9

地区

6
ARAFAT 2 2校

隣接

-P

-

Se
bk

ha

P

-

その他施設
計画施設
延床面積（m2）

308.76

小学校（P）／
中学校（S）

要請
番号

4

EL GAZALY 2校
隣接
(6)

3

10

4
CHEIKH SOULEIMANE BALL

12

13

2校制
(13)

14

2
EL MOCTAR O HAMIDOUN

231.57

7 540.33

平屋建て3教室型2棟

平屋建て2教室型1棟、
平屋建て3教室型1棟、
2階建て6教室型1棟

1
IBN SINA

2階建て6教室型1棟

平屋建て2教室型1棟、
2階建て4教室型1棟

2階建て4教室型1棟

平屋建て3教室型2棟

平屋建て3教室型1棟

平屋建て2教室型1棟、
平屋建て3教室型1棟

2階建て4教室型1棟、
2階建て6教室型1棟

2階建て6教室型2棟

平屋建て2教室型2棟

2階建て6教室型1棟

平屋建て2教室型1棟、
平屋建て3教室型2棟

平屋建て2教室型2棟、
平屋建て3教室型1棟

平屋建て2教室型2棟

平屋建て3教室型1棟

2階建て6教室型1棟

平屋建て3教室型1棟

教室棟タイプと計画教室数
学校名

2校制／
2校隣接

3
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教室棟タイプ 計画教室数

237 便所4ブース 20,133.47

5 385.95

47
ALY CHENDHOURA

ABOU DHERIN

694.71

P

-

46
ADDA MED MOULOUD O AHMED FALL

2

P

154.38

SAADA

P

-

9

P

-P

-P

Ks
ar

-

599.61

P

3 231.57

6 575.74

To
ujo

un
ine

39
CHEIKH O. ABDOUK

7

Da
r N

aim

P

40
LIMAM AHMED IBN HEMBEL

P

-P

-

37
ESMA

5 385.95

P

10 957.78

36
ZEID

5 385.95

32 16 1,519.52

P

33

35
ZEHRA

TENSOUEILEM 2

30 7 540.33

P

31
KHADIJETOU BINTOU KHOUEILID

-

SEDDIGH

BINTOU JAHCHIN

8

5

-

385.95

NAIB MED YEHDHIH

617.52

2校
隣接

2校
隣接
(35)

7 599.61-

9 807.31

SALAH DINE
28 7 599.61

385.95

JAFFAR
26 8 617.52-

-

23
ALY IBN ABU TALEB

3 231.57

25
AMMAR

5

-

P

Te
ya

re
tt

P

43
ANNEXE

44

-

P

P

-

27
MOUSSAAB

29
SIDI OULD MOULAYE ZEIN

P -

-

P

2校
隣接

2校
隣接
(47)

P

小計

便所4ブース

平屋建て3教室型1棟、
2階建て4教室型1棟

平屋建て3教室型1棟

2階建て6教室型1棟

平屋建て3教室型3棟

平屋建て2教室型1棟

平屋建て2教室型1棟、
平屋建て3教室型1棟

地区
要請
番号

学校名
計画施設
延床面積（m2）

平屋建て2教室型1棟、
平屋建て3教室型1棟

平屋建て2教室型1棟、
平屋建て3教室型2棟

平屋建て3教室型1棟、
2階建て6教室型1棟

平屋建て3教室型1棟、
2階建て4教室型1棟

平屋建て2教室型1棟、
平屋建て3教室型1棟

平屋建て2教室型2棟、
平屋建て3教室型1棟

平屋建て2教室型1棟、
平屋建て3教室型2棟

2階建て4教室型1棟、
2階建て6教室型2棟

平屋建て3教室型1棟、
2階建て4教室型1棟

小学校（P）／
中学校（S）

平屋建て3教室型1棟

2校制／
2校隣接

教室棟タイプと計画教室数
その他施設

2階建て4教室型1棟、
2階建て6教室型1棟

平屋建て2教室型1棟、
平屋建て3教室型1棟

平屋建て2教室型1棟、
平屋建て3教室型1棟

 
 

ヌアクショット・中学校

教室棟タイプ 計画教室数

-S 61 COLLEGE ARAFAT 2

Ar
afa

t

-S 63 COLLEGE ARAFAT 3

-S 62 COLLEGE ARAFAT 5 231.57

6 463.14

3 231.57

3

2校制／
2校隣接

教室棟タイプと計画教室数 計画施設
延床面積（m2）

その他施設地区
小学校（P）／
中学校（S）

要請
番号

学校名

平屋建て3教室型1棟

平屋建て3教室型1棟

平屋建て3教室型2棟
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教室棟タイプ 計画教室数

72 技術棟5棟、管理棟5棟、
便所50ブース、守衛室5室

7,854.18

平屋建て3教室型2棟

2校制／
2校隣接

平屋建て3教室型4棟

2階建て6教室型2棟

2階建て6教室型2棟

平屋建て3教室型3棟

小計

地区
小学校（P）／
中学校（S）

要請
番号

学校名

68

平屋建て3教室型3棟

技術棟1棟、管理棟1棟、
便所10ブース、守衛室1室

その他施設
計画施設
延床面積（m2）

1,063.93

技術棟1棟、管理棟1棟、
便所10ブース、守衛室1室

技術棟1棟、管理棟1棟、
便所10ブース、守衛室1室

技術棟1棟、管理棟1棟、
便所10ブース、守衛室1室

技術棟1棟、管理棟1棟、
便所10ブース、守衛室1室

教室棟タイプと計画教室数

- 9

Te
ya

re
tt

S 69 COLLEGE DE TEYARETT 3

-

T.
Ze

ina S COLLEGE DE T.ZEINA

-

6 463.14

12

-

1,295.50

COLLEGE TOUJOUNINE 4

Se
bk

ha

S 67 CREATION COLLEGE DE SEBKHA

1,520.70

12

Ar
afa

t

S 65 CREATION COLLEGE ARAFAT 6

12

To
ujo

un
ine

S 66

Ri
ad S 64

COLLEGE DE RIAD 1

1,063.93

-

1,520.70

9

-

 
 

ヌアディブ・小学校

教室棟タイプ 計画教室数

50 校長室3室、便所12ブース 4,606.93

57
CREATION SALE

58

P

CREATION ROBINET 3

2階建て4教室型1棟

2階建て6教室型1棟

平屋建て2教室型2棟

平屋建て3教室型1棟

2校制／
2校隣接

3

6

平屋建て3教室型1棟

2階建て6教室型1棟

2階建て6教室型1棟

平屋建て2教室型1棟、
2階建て4教室型1棟

平屋建て2教室型1棟、
2階建て4教室型1棟

2階建て6教室型1棟

教室棟タイプと計画教室数

6

LEWINA

55
NASSREDDINE 1 (F)

2校制

NASSREDDINE (G)

地区
小学校（P）／
中学校（S）

要請
番号

学校名 その他施設
計画施設
延床面積（m2）

P

WEJAHA

P

校長室1室、便所4ブース

校長室1室、便所4ブース

校長室1室、便所4ブース

53
ARAFAT 11

2校制

ARAFAT (Filles)

IBENE AMERP 52

P 49
CHEIKH MELAININE

LAREIGUIB

No
ua

dh
ibo

u

P

P

P

P

P

P

P

368.0448 4

231.57

6 575.74

4 308.76

522.42

2校制
(55)

3 231.57

2校制
(53)

54

CREATION ROBINET 5

615.47

6

56 6 575.74

6 615.47

小計

562.15

59

 

 

ヌアディブ・中学校

教室棟タイプ 計画教室数

9 技術棟1棟、管理棟1棟、便
所10ブース、守衛室1室

1,063.93小計

技術棟1棟、管理棟1棟、便
所10ブース、守衛室1室

- 平屋建て3教室型3棟

その他施設
計画施設
延床面積（m2）

ND
B S 70 CREATION COLLEGE DE NDB 3

地区
小学校（P）／
中学校（S）

要請
番号

学校名
2校制／
2校隣接

教室棟タイプと計画教室数

9 1,063.93
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第1章 プロジェクトの背景・経緯 

1-1 当該セクターの現状と課題 

1-1-1 現状と課題 

(1) 教育セクターの動向 

1) 教育制度の概要 

モーリタニア・イスラム共和国（以下モ国と称す）の学校教育課程における初等・中等教育は、

現在、6-3-3 のシステムをとっており、このうち、初等教育および前期中等教育の 9 年間が義務教

育と定められている。ただし、初等教育の6年間、前期中等教育の3年間では毎学年末に進級試験

があり、これに落第した場合は留年となり、留年を繰り返す1と退学となる。中等教育施設の不足か

ら、前期中等学校（以下中学校と称す）への入学は初等教育修了試験において一定の成績を修めた

者にしか認められておらず、事実上の選抜制となっている。2001/2002 年度の場合、中学校進学試

験の合格者は、受験者34,145人中53.7％に相当する18,344人である。 

義務教育である前期中等教育の修了を以って基礎的な教育課程を終えたとみなされ、その後は生

徒の適性や能力に応じて、普通教育の継続（後期中等教育への入学）もしくは就職および就職準備

（技術・職業訓練校への入学）から選択することになる。後期中等教育課程の修了後は、成績に応

じて高等技術学校もしくは大学へ進学することができる。国内の大学は国立ヌアクショット大学 1

校のみである。 

モ国の学校教育制度は下図の通りである。 

 

入学時の年齢 
3 4 5  6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 

                  

 

 

1 2 3  1 2 3 4 5 6 1 2 3 4 5 6 1 2 3 4 
就学前教育  初等教育 中等教育 高等教育 
(幼稚園)  （小学校 6年間） 前期 

(コレージュ
3年間） 

後期 
（リセ 3年
間） 

（大学 4年間） 

                   
            中等技術・

職業教育 
（3年間） 

高等技
術教育 
(2年間) 

  

図1-1 モ国における学校教育制度 

 

1998/1999 年度当時の進学率により、初等教育 1年の入学者数を 100 人とした場合の中等教育進

学者数を下図に示す。初等教育の段階で、6年生まで進学する生徒は半数近くの55人となり、この

うち前期中等教育への進学者は29人、後期中等教育に進学する者は19人となる。バカロレア（大

学入学資格）取得に至る者はわずか8名である。 

                             
1 初等教育期間においては第1学年～第2学年、第3学年～第4学年、第5学年～第6学年の3つのサイクルにおい

て、各1回のみ留年することが認められている。それ以外は退校となるが、私立学校に編入して学業を継続すること

ができる。 

義務教育（9年間） 

学年 
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）） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図1-2 1998/1999年度の進学率による初等・中等教育進学者数 

 

なお、1999年に開始された教育改革に基づき、前期中等教育の期間は1年間延長され、4年間と

することが決定している。この新制度は1999年に初等教育に入学した生徒が前期中等教育4年生と

なる2008年から実施される予定である。ただし、前期中等教育の4年目は義務教育課程ではなく、

後期中等教育進学希望者のうち、前期中等教育3年修了試験において一定の成績を修めた者のみを

対象とする進学準備課程と位置付けられている。後期中等教育への進学を希望しない学生は、従来

どおりの3年間の課程を以って前期中等教育課程を修了する。 

 

2) 教育改革の概要 

1979年から 20年間に亘って実施された前回の教育改革では、初等教育において、アラビア語お

よびフランス語をそれぞれ教育言語とする 2本立てのコースを用意するという手法が導入された。

この間、教育計画に基づいて教室整備が段階的に進められ、量的な拡大に主眼を置く学校教育の普

及に力が注がれた結果、粗就学率は 1990/1991年度の 46.8％から 1998/1999年度には 85.5％にまで

高まった。しかし、この改革は教育コストの上昇と、教育の質の低下という 2点から見直しを迫ら

れることになった。教育コストが上昇した理由は、言語別の 2本立てのコースごとに、教員・教材

をそれぞれ確保する必要が生じたためであり、教育の質の低下については、量的な教育の普及は進

んだものの、生徒の平均的な成績はむしろ悪化し、中途退学者も増加したという事態により明らか

となった。教科の中でも、理科系の成績の低迷は深刻であり、特にアラビア語を教育言語として選

択した生徒の理解度が進んでいなかった。また、当時のカリキュラムでは、前期中等教育を修了し、

社会に出た段階で、社会の求める基礎学力が養成されていないという問題も浮上していた。これら

を背景として、生徒の成績を向上させ、効率を高め、国際的なレベルでの競争力を高めるため、教

育制度を再度見直すことが急務となっていた。 

1999年 4月、政府は教育改革法を制定し、教育制度の弱点改善に乗り出した。その内容は教育の

あらゆる分野にわたるものであるが、特に初等・中等教育に焦点を当てたものとなっており、その

主な変革内容は以下の通りである。 
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i) 初等教育の改革の概要 

初等教育では、アラビア語、フランス語という教育言語の選択制を廃止し、双方を用いて授業を

行うバイリンガル教育への一本化を行うとともに、算数、科学に関してはフランス語を用いて授業

を行うことが学習内容の主な変更である。 

 

ii) 前期中等教育の改革の概要 

前期中等教育においては、進学希望者への就学期限の延長と、英語教育および物理教育の導入を

行うことが学習内容の主な変更点である。 

 

教育改革の内容は、1999年に小学校に入学した生徒から順次適用され、それらの生徒が後期中等

学校を卒業する 2011年までを計画期間としている。教育改革に関連して、前述の通り 2001年より

小学校１年生から中学校 3年生までの基礎教育期間が義務教育と定められたが、小学校の段階から、

学年末の試験で一定のレベルに達しない場合は進級できず、小学校から中学校への進学は選抜制と

なっている。義務教育化に伴う具体的な施策は、遠隔地における啓蒙普及活動や給食配布等の就学

促進活動にとどまっており、義務教育は、むしろ政府自らが施策を実施する上での努力目標的な色

彩が濃い。 

 

3) 教育行政 

女性条件庁の管轄下にある就学前教育を除き、初等教育から大学教育までの一連の普通教育課程

および中等・高等技術・職業教育課程の一部は、国民教育省（Ministère de l’Education Nationale：以

下MENと称す）が管轄している2。この他、学校教育制度とは別の教育体系として、識字教育・伝

統教育庁の管轄する宗教学校（マハドラ）があり、小学校から大学までの教育課程を提供している。 

MEN は地方分権化の一環として初等教育局（DEF）の下に、全国 13 の各県・市のレベルで初等教

育地方局（Direction Regionale de l’Enseignement Fondamental：以下 DREF と称す）を設置し、
各小学校をその管轄下に置いている。DREFには小学校の監督官として各ウィラヤ（地域）レベルに

1 名以上の視学官が配置され、ウィラヤ内の全小学校の運営全般にわたって監督および助言、指導

を行っている。視学官は年間に3回以上、地区内の小学校を訪問することが義務付けられており、

定期的な巡回が行われている。 

中等教育以降の教育は中央政府によって運営され、中等教育局（DES）の管轄下にある。同局と各

ウィラヤとの連携役として、県都のリセ（後期中等学校）の校長が「中等教育コーディネーター」

を兼務している。 

なお、現行の教育計画である教育セクター開発プログラム（Education Sector Development 

Program：以下 ESDPと称す）のフェーズII（2006-2010）においては、基礎教育における地方の権

限を強化させるため、DREFの組織を改編してDREN（国民教育地方局）とし、初等教育のみでなく中

等教育についてもその管轄下に置き、教員をはじめとする人材管理能力の強化を進めることが計画

されている。 

                             
2 技術学校の中には、MENのほか、職業・技術訓練・若者・スポーツ省によって設置された学校もある。 
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図1-3 MENにおける初等教育局（DEF）および中等教育局（DES）の組織図 

 

視学官 

視学官補佐官 

初等教育局（DEF） 

試験課 統計課 管財課 教員課

校長・教員

教育指導課

初等教育地方局（DREF） 

教育部 

中等教育局（DES）

学業奨学金部 情報センター試験部 社会文化活性化部

高校・専門学校 

教育部 
社会教育
活性化部

試験 
学業部 

各県に設置

国民教育大臣

事務局長 
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4) 就学状況 

a) 小学校 

1999/2000 年度における小学校数は 2,798 校で、生徒数は 355,822 人である。1985 年以降の 14

年間に、学校インフラの整備は着実に進展しており、1教室当たりの生徒数は 54.9 人から 44.4 人

へ、教員1人当たりの生徒数は50.6人から40.2人へと改善された。また、同期間中に生徒数に占

める女子生徒の構成比は40.0％から48.3％へ拡大しており、男女格差は縮小しつつある。 

 

表1-1 全国の小学校の校数、教室数、生徒数等の推移 

年度 学校数 教室数 生徒数 
女子生徒
の構成比

1教室当
たりの 
生徒数 

教員数 
教員1人
当たり生
徒数 

1985/1986 875 2,565 140,871 40.0% 54.9 2,785 50.6 

1990/1991 1,253 3,356 166,036 42.2% 49.5 3,683 45.1 

1995/1996 2,110 5,438 289,945 45.8% 53.3 5,282 54.9 

1999/2000 2,798 8,002 355,822 48.3% 44.4 8,841 40.2 

資料： Office Nationale de la Statistique, “Annuaire Statistique 2000”,  
注： 私立小学校を含む 

 

表1-2 ヌアクショットとヌアディブの公立小学校の状況（2001/2002年度） 

 学校数 生徒数 教員数 

ヌアクショット 156 73,058 1,727 

ヌアディブ 27 12,682 256 

 

生徒数は確実に増加しているものの、世銀の調査結果によればモ国における1998/1999年の小学

校粗就学率は 85.5％、初等教育修了率は 55％にとどまっている。女子の場合、粗就学率は 81％、

初等教育修了率は50％とやや低い。 

モ国の就学率が伸び悩む背景として、都市部の場合は学校の受入能力不足が最大の課題となって

おり、農村部の場合は学校へのアクセスの問題がある。都市部の場合、一部の学校では午前・午後

の2部制をとって授業を実施しているが、それでも対応しきれず、地域の学齢期の児童すべてを受

け入れられない学校もある。こうした傾向は人口増加が進むヌアクショットおよびヌアディブで顕

著であり、世銀の調査結果によれば1999/2000年の1教室当たりの生徒数は、全国平均が44人であ

るのに対して、ヌアディブでは75人、ヌアクショットでは71人となっている。これら2市を除く

その他11県においては、1教室当たりの生徒数は50人を下回っている（表1-2参照）。 

教室の過密状態は学習の質の低下にもつながっており、2部制あるいは 1つの学校施設を 2つの

学校が共有する二校制により午前・午後に分けて授業が実施される場合には、正規の授業時間より

も短縮した時間割が採用されることもある。その結果、生徒が学習意欲を失ったり、進級試験に合

格できず中途退学を余儀なくされるケースもあり、初等教育修了率が50％にとどまっている背景と

してこうした事情がある。 

一方、農村部では都市部と異なり、学校までの距離が長いこと、通学の負担が大きいこと、就学
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児童数が少ないために1つの学校で第1学年から第6学年までの全ての課程を提供できないこと等

が課題として挙げられる。 

 

表1-3 小学校の県別1教室当たり生徒数（1999/2000年度） 

県／市 
1教室当たり
の生徒数 

 アドラー  31 

 アサバ  48 

 ブラクナ  43 

ヌアディブ 75 

 ゴルゴル 48 

 ギディマカ 38 

 オドシャルジ 45 

 オドギャルビ 39 

 インシリ 21 

ヌアクショット 71 

 タガン  33 

 ティリスゼムール 46 

 トラルザ 36 

 モ国平均  44 

資料：世銀 Project Appraisal Document on a Proposed Credit 
in the Amount of SDR39.1 Million to the Islamic 
Republic of Mauritania for an ESDP in Support of the 
First Phase of the Ten-year Education Program, 2001よ
り抜粋 

a) 中学校 

初等教育の普及に伴い、中学校における就学者数も着実に増加している。1991/1992 年度から

2001/2001年度の10年間に、生徒数は21,424人から46,994人へ増加した。反面、教員1人当たり

の生徒数は同期間中に29.1人から50.8人へと急増している。 

 

表1-4 全国の中学校の校数、教室数、生徒数等の推移 

年度 学校数* 教室数* 生徒数 教員数 教員1人
当たりの
生徒数 

1991/1992 57 924 21,424 623 29.1 

1995/1996 66 818 28,796 478 60.2 

2000/2001 154 859 46,994 925 50.8 

資料： Office Nationale de la Statistique, “Annuaire Statistique 2000”,  
Ministère de l’Education Nationale, “Annuaire des Statistiques Scolaires 2001-2002” 

注： 私立を含む。学校数、教室数は後期中等教育を含む。 
 

表1-5 ヌアクショットとヌアディブの公立中学校の状況（2001/2002年度） 

 学校数 生徒数 教員数 

ヌアクショット 15 20,603 315 

ヌアディブ 2 2,418 64 
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小学校同様、中学校においても施設の不足による受入能力の限界が大きな課題となっている。2001

年より、初等教育の6年間に加え、前期中等教育の3年間も義務教育と定められたが、現行制度で

は、中学校への進学は小学校卒業試験の結果による選抜制となっており、合格者数は市・県別に算

出した中学校の受入可能人数に応じて決定されている。中学校の入学者数はMENのデータによれば、

2002年の公立小学校第6学年在籍者39,147人のうち、34,145人（在籍者の87.2％）が卒業試験を

受験したが、公立中学への入学許可を得た者は受験者の53.7％、18,344人に過ぎない。 

MENではESDPに基づき、2005年には中学校の入学者数を25,000人まで増加させることを目標と

しており、学校施設の建設が急務となっている。ヌアクショットの場合、現在15校の中学校に加え、

13校の新設が必要とされている。 

なお、1999/2000年の初等教育就学者のうち、女子生徒の構成比は48.3％であるが、中等教育段

階（前期・後期）では女子生徒の構成比は41.9％となっており、男女格差が拡大している。この背

景として、中等教育は初等教育よりも通学圏が拡大するが、女子を遠出させることを好まない文化

的背景から、学校が近隣にない場合、女子は通学させない傾向が見られる点が指摘されている。こ

のため、中学校の整備によるアクセスの改善を通じて、女子の就学を支援していくことも今後の課

題と考えられる。 

 

5) 教員の状況 

表 1-1、表 1-4 に示したとおり、小学校においては生徒数の増加に伴い教員数の着実な増加が見

られるが、中学校においては生徒数増加に対しての教員の増員が不充分である。 

従来、教員の確保については、教員の給与が低いために教職の人気がないこと、また教職に就い

てもアルバイトに精を出したり、転職が多く定着率が低いことなどの課題があった。しかし、教員

の給与は近年見直しが行われ、公務員の中でも最も高いレベルに引き上げられたため、現在では新

卒採用についての問題は生じておらず、ESDP に基づき、小学校については年間 550～600 人、中学

校については年間約150人の新規採用が計画的に進められている。インフラの整っていない地方部

においては教員の確保が難しく、定着率も低いという課題は現在でも残されているが、都市部のヌ

アクショット、ヌアディブは国内で赴任希望が最も多い地域となっている。 

なお、初等・中等教育の教員資格の取得条件は次の通りである。まず初等教育に関しては、前期

中等教育終了資格を有する者は3年間、大学入学資格を有する者は1年間の教育課程を師範学校に

おいて修了すれば初等教育教員資格が得られ、次に前期中等教育に関しては、初等教育教員資格を

有する者が、上級師範学校において1年間の教育課程を修了すると前期中等教育教員資格が得られ

ることとなっている。 

 

6) カリキュラム内容 

小学校では週に30時間、中学校では同じく29～33時間の授業が行われている。 

初等教育においては、教育改革の一環として、1999年入学の生徒から、授業で用いられる言語を

アラビア語もしくはフランス語から選択する制度が廃止され、双方の言語を用いて授業を行う「バ

イリンガル教育」制度への一本化が行われた。これは、居住地や出身階級によって選択する言語が

固定化し、国民のコミュニケーションに不都合が生じてきたためと、選択制にすることにより教育
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コストもかさむためである。 

前期中等教育では、やはり教育改革の一環として、理科系教育に力を入れたカリキュラム改編が

行われており、それまで後期中等教育でしか行われていなかった物理の授業が前期中等教育におい

ても導入されることとなった。また、理科系教育では特に理論よりも実験を重視すること、さらに

情報化への対応としてコンピューター教育にも力を入れることを目指して、学校設備の充実も必要

となっており、ヌアクショットでは理科学準備室・自然科学講義室やコンピューター室および図書

室を備えた技術棟を併設した中学校の整備が進められている。2003/2004 年度からの新学期から、

市内で計10校の中学校において、技術棟を活用した授業が開始される予定である。MENでは、技術

棟を備えた学校については、物理・化学、自然科学、コンピューターの授業を週のうち各2時間、

技術棟で行うことを指導している。中学校のカリキュラムは下表の通りであり、1、2年生について

は週 31時間、3年生からは物理 2時間が加わり週 33時間の授業が実施される。 

 

表 1-6 中学校のカリキュラム 

 
アラビ

ア語 
仏語 英語 宗教 公民 数学 物理 科学

地理・

歴史 
体育 計 

1年生 6 5 2 2 2 6 - 3 3 2 31 
2年生 6 5 2 2 2 6 - 3 3 2 31 
3年生 6 5 2 2 2 6 2 3 3 2 33 
資料：MEN計画・協力局 

 

7) 学校関係者集会の概要 

学校関係者集会における小学校校長・父兄会代表との意見交換を通じて、学校の維持管理体制に

関して、父兄会の存在は非常に大きく、多大な貢献が認められるものの、いくつかの課題が存在す

ることも明らかとなった。以下に現況と課題を整理する。 

 

a) 現況 

ヌアクショットでは学校の維持管理費用の多くは父兄会の負担であるのに対し、財政的に豊か

なヌアディブでは、多くの費用を市がカバーしているという格差が見られる。ヌアクショット内

の学校では、地区によって多少の際はみられるものの、維持管理費用として水道代（水道がない

場合は水の購入費）、光熱費（電気もしくはランプ燃料費）、ごみ回収費用、便所の汲み取り費用、

掃除道具の購入費用などを父兄会が負担しており、月あたりの支出額は最小で5,000ウギア（以

下UMと称す）、最大で約30,000 UMである。このほか、掃除道具の購入費、学内パーティの開催

費用、学校に支給される教科書の紛失・破損分の弁償など、不定期の支出も父兄会による寄付に

より賄われている。さらに、モ国では学校の家具・機材を狙った盗難が少なくなく、侵入の際に

破壊された窓や扉の交換などの修繕費用も父兄会が負担している。また、経費の負担のみでなく、

日常の清掃や長期休暇後の大掃除などに父兄会も参加し、清掃作業の一端を担っている。 

 

b) 課題 

①維持管理に関する指導体制の強化 
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現行の制度では、学校の維持管理は各学校の自助努力に任されており、維持管理や補修のため

の費用を集められない学校では、破損や汚損の個所は放置されたままとなっている。MEN は学校

の運営管理に関するスーパーバイザーとして各ムガッタ（地区）ごとに「視学官」を配置し、全

小学校に関し、年間3回以上の視察・指導を義務付けているが、視学官の指導は助言のレベルに

とどまっている。2003/2004年度の新学期から、全国の小学校に対して、MENによる維持管理費用

の分配制度が開始されるため、制度の効率的な活用に向けて、視学官を始めとする関係者の体制

の強化が必要である。 

 

②財務体制の強化 

前述のようにMENにより、維持管理費用の分配制度が開始されるが、その支給額は年間の必要

経費の2分の1程度と想定されており、依然として父兄会による寄付は不可欠と考えられる。現

在、各父兄会は会計係をおいているものの、会費制度を持たないため年間予算はなく、必要に応

じてその都度寄付を集める形で経費を捻出している。今後は、MEN から支給される経費の効果的

な活用に向けて、会費制度の導入により年間予算を確保するとともに、計画的な支出を図るなど、

財務体制の強化を図ることも必要と考えられる。 

 

③父兄会基金の設置 

父兄会には各学校で組織される単位父兄会のほか、ムガッタレベル、市レベルでの連合組織が

あるが、ムガッタレベル、市レベルでの活動は、越境入学問題の処理などにとどまっており、相

互扶助のシステムはない。盗難や破壊行為（2003年6月のクーデター未遂事件の際、学校など一

部の公共施設を対象とした破壊行為や落書きが発生した）などの被害を受けた際、貧困地域や被

害の多発地域など、原状回復の費用を捻出できない学校では、破損個所は放置されたままとなっ

ている。そこで、施設の管理状況を改善するため、費用負担の困難な父兄会も活用できる資金を

確保することが必要となっている。前述の会費制度の導入により、単位父兄会から資金を集めて

市レベルでの父兄会基金を設置し、改修費用の助成を図ることも一案である。 

 

1-1-2 開発計画 

1) 国家開発計画 

モ国における現行の国家開発計画は、2000年12月に策定された貧困削減戦略書（Poverty Reduction 

Strategy Paper：以下 PRSPと称す）である。PRSPは 2015年を目標年次とする長期計画であり、「1．

経済成長の促進と富の再分配」「2．貧困層の経済状況に根ざした成長」「3．人的資源の開発と基礎

的インフラ・サービスの普及」「4．制度および統治能力の強化」、以上4つを主要テーマとしている。

このうち、「3．人的資源の開発と基礎的インフラ・サービスの普及」は、特に教育と保健分野への

アクセスの改善にターゲットを当てた戦略となっている。 

PRSPでは、2015年までの長期目標として、貧困層の人口構成比を1996年値である50.0％から17％

未満に低減させるほか、教育分野では、初等教育の完全普及と非識字の根絶、保健・飲料水の分野

では、基礎的ヘルスケアの完全普及などの目標が掲げられている。 

PRSPの実施は、フェーズI（2001年～2004年）、フェーズII（2005年～2010年）、フェーズIII
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（2011 年～2015 年）のフェーズごとに策定されるアクションプランに基づいて行われる。現行の

2001年～2004年のアクションプランにおいては、1．農村開発、2．都市開発、3．教育、4．保健、

5．給水の5つが重点分野とされている。教育の分野においては、まず初等教育においては就学率を

1999年値の86％から100％に引き上げること、教育の質の改善のため 1998年に 48人であった教員

１人当たり生徒数を 2010年までに 40人以下にすること、次いで中等教育においては、アクセスを

改善し 1999年に 18%であった中学校への入学率を 50%にする等が主な目標とされている。 

初等教育および中等教育の普及の面においては、教室数の不足による受入能力の限界が大きな課

題となっているため、PRSPでは、中学校の教室整備に関しては具体的な数値を挙げていないものの、

小学校に関しては、2004年までに1,533教室の新設および564教室の建替が必要であると明記して

いる。 

都市部における小・中学校教室の建設を目的とする本計画は、初等教育および中等教育の受入能

力の拡大を目指すPRSPの方向性と合致しており、教室の整備目標数の一部を具体的に支援するもの

である。 

 

2) 教育分野の開発計画 

モ国における教育セクターの開発計画は、1975 年を開始年次とする第１次教育計画

（Education-1：1975-1982年）から2000年次を目標年次とする第5次教育計画（Education-5）ま

で継続的に実施されて来た。この25年間は教育の普及に向けたインフラ整備が重点的に進められ、

我が国の無償資金協力である「ヌアクショット小学校教室建設計画（1997～2000 年度）」は第 5 次

教育計画（Education-5：1995-2000年）を受けて実施されたものである。特に第3次～第5次教育

計画（1990～2000 年）では、「初等教育の小学校教室の大量建設」が最優先計画として位置づけら

れ、その結果、この間に私立を含む全小学校の教室数は3,356教室から8,002教室まで増加し、就

学率も世銀の調査によれば46.8％から85.5％に改善され、量的な面での教育の普及は進んだ。しか

し、その一方で全般的な生徒の学習理解度が低くとどまっており、学校教育が社会生活に必要な基

礎的学力の養成に応えていないという課題が生じていた。 

そこで、モ国は「社会や労働市場のニーズに応えられる人材の育成に向けて初等教育から前期中

等教育までを基礎的な教育課程と捉えて教育の質的向上を重視する」方向に政策を移行させ、1999

年、「教育改革法：Education Reform Law」を制定した。これを受け、ESDP（2001-2010年、予算4,920

万ドル）が世銀の支援を受け策定され、これが現行の教育計画となっている。その内容は、①「教

育セクターの全分野における指導・学習方法の内容と関連性の改善」、②「特に初等・中等教育にお

けるアクセス改善と地域間・男女間の公平性の確保」、③「専門技術教育、高等教育及び労働力の市

場ニーズ間の連繋の助長による教育制度の外部効率の向上」、④「教育関係者と教育制度に対する運

営、技術、教育及び財務処理能力の強化」を4本柱とするものである。 

初等教育および中等教育の分野においては、既存教室における過密状況の解消が重要課題とされ、

小学校では教員一人あたりの生徒数を1998年値の48人から2010年には40人まで減少させること、

中学校では同じく教員一人あたりの生徒数を1998年値の36人から2010年には31人まで減少させ

ることが目標とされている。 
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1-1-3 社会経済状況 

構造調整に向けた努力の結果、モ国のマクロ経済は順調な成長を続け、1990 年から 2001 年にか

けては年平均4.2％のGDP成長率を達成しており、「構造調整の優等生」との評価を得ている。 

主要産業は牧畜、鉱業および水産関連業であり、それぞれGDPの 17.6%、16.5％、6.9％を占める

（2000 年、モーリタニア統計局）。近年、主な輸出品である鉄鉱石および水産物の国際的な需要は

低迷しているが、牧畜を中心とする農業およびサービス業の成長が景気を支えている。ただし、人

口増加率も高いことから、1990 年には 500US ドルであった一人あたり GDP は、2001 年には 360US

ドルに低下し、サハラ以南のアフリカ諸国の平均（460US ドル）を下回る水準となっている（1990

年、2001年世銀）。しかし、一人当たり1日1USドル以下で生活する貧困世帯の構成比（世帯調査）

については、1990年の56.6％から1996年には50.5％へ低下しており、改善が見られる。地域別に

見ると貧困世帯の76.4％ は農村部に集中しており、特に南部の州で貧困世帯の構成比が高い。 

人口は254.8万人（2000年人口センサス）で、人種構成はアラブ系のムーア人30％、黒人30％、

ムーア人と黒人の混血40％となっている。公用語はアラビア語系のハサニアであるが、かつての宗

主国の言語であるフランス語も広く使用されており、1999年以降の初等・前期中等教育では、アラ

ビア語とフランス語の双方を用いて授業を行うバイリンガル教育が実施されている。このほか、ウ

ォルフ、プラー、ソニンケなどの黒人の部族語も日常会話の中で使用されており、数ヶ国語を操る

人も珍しくない。 

宗教はイスラム教人口が 100％を占める。ムーア人の女性には髪や顔、手足以外の皮膚を晒さな

いよう全身を色彩豊かな布で覆う風習があるが、黒人女性はラマダンの時期を除き服装は自由であ

る。労働人口に占める女子の構成比は43.7％（1999年世銀）で、同年の日本（41.3％）よりも高く、

女性の社会参加は比較的進んでいる。成人識字率（男性 52％、女性 31％、1999 年世銀）など男女

格差の残る点もあるが、学校教育では男女共学が進み、都市部では小学校就学率における男女格差

はほぼなくなっているが、地方では女子が自宅から離れることを好まない考え方が残っており、女

子の就学率は男子よりも低い傾向がある。 

国土の3分の2を占めるサハラ砂漠では、各地に点在するオアシスを拠点として遊牧生活が営ま

れていたが、近年の砂漠化の進行や干ばつにより遊牧生活が困難となり、地方から都市部への人口

流入が続いている。都市人口比率は1980年の28％から2001年には59%にまで拡大し、都市部にお

ける公共インフラの不足やスラム化の進行は深刻なものとなっている。モ国統計局の2000年の人口

調査によれば、同国の総人口は約 250 万人であり、その 22.3％に相当する 55万 8,000 人が国内最

大の都市である首都ヌアクショットに集中している。第 2 の都市ヌアディブには、総人口の 2.9％

に相当する72,000人が居住する。人口増加率は全国平均で2.6％、ヌアクショットでは3,75％とい

う高い水準にある。 

1984年以降、タヤ現大統領（就任当初は首相）による政権が続いており、同政権のもとで言論・

政党活動の自由が認められるなど、民主化に向けた動きが進んでいる。2003年6月には一部の軍人

によるクーデター騒ぎが発生し、大統領府周辺で散発的な銃撃戦が行われたが、早期に鎮圧された。

市民生活に対する影響はほとんどなかったものの、首都ヌアクショットでは、クーデター騒ぎに便

乗し、一部の市民によって公的施設に対する破壊行為が発生した。郵便局や官公庁、学校などの施

設の中には、その際に窓ガラスや外壁の破損、落書きなどの被害を受けたところもある。 
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1-2 無償資金協力要請の背景・経緯及び概要 

 (1) 要請の背景 

モ国政府は、1975年以降、2000年に至るまでの教育計画（第1次～第5次教育計画）を順次策定

し、基礎教育の普及に向けて、特にインフラ整備に重点を置いた取り組みを進めてきた。その結果、

初等教育の総就学率は1990/1991年度の46.8％から1998/1999年度には85.5％、前期中等教育の総

就学率は同じく 14.7％から 20.4％と大幅に改善されたが、就学率の向上は、年平均 2.6%という高

い人口増加率と相俟って小中学校の就学人口の急増をもたらした。 

特に、地方からの人口流入が著しい本計画の対象地、首都ヌアクショットと第2の都市ヌアディ

ブでは、急増する就学人口に教室建設が追いつかず、小学校では、1999/2000 年度の１教室当たり

の生徒数が全国平均の44人に対してヌアクショットは71人、ヌアディブは75人で、極めて過密な

状況での授業が強いられており、また、中学校では、小学校の施設を借用しても急増する生徒の受

け入れに対応できない状況が続いている。かかる状況の中で、上記の両地域において既存小中学校

での教室増設と小中学校の新設を推し進めることが急務となっている。 

これまで我が国は、無償資金協力「ヌアクショット小学校教室建設計画（1997～2000 年度）」に

より、首都ヌアクショットにおける小学校教室建設（51校、284教室、校長室51室、便所等）に協

力してきたが、都市部における初等・中等教育の環境整備をより一層進めるべく、モ国政府は日本

政府に対してヌアクショットとヌアディブの小中学校 62 校における教室ならびに付帯施設の建設

を目的とした「ヌアクショット・ヌアディブ小中学校建設計画」を要請した。 

 

(2) 要請内容の変更 

要請対象校に関しては、当初要請（1999年 5月作成）から大幅に変更があり、現地調査での協議

を経て最終的な選定が行われた。 

小学校に関しては、当初要請においてヌアクショットで要請対象とされた既存校38校の内7校の

みが残留し、他は総入れ替えの上、校数を 9増やして、既存校 47 校が選定された（47 校の内、前

回の無償資金協力対象校は42校）。ヌアディブでは既存校12校の内、6校が残留、他を入れ替えた

上、校数を3減じて既存校9校が選定されると同時に、新設校が3校選定され、既存・新設を併せ

た校数は12となった。よって、ヌアクショット及びヌアディブの要請対象小学校の合計は59校と

なった。 

中学校に関しては、当初要請は完全に変更され、ヌアクショットで既存校5校および新設校5校、

ヌアディブでは新設校1校が新たに選定され、ヌアクショト及びヌアディブでの要請対象中学校の

合計は11校となった。 



13 

表1-7 要請内容の変更点 

当初要請（1999年）    

 ヌアクショット ヌアディブ 合計 62校（542教室） 

小学校 既存38校（298教室） 既存12校（98教室） 50校（396教室） 

（この内前回の無償資金協力対象校） (7校)  (7校) 

中学校 既存6校（90教室）   

 新設6校（56教室）  12校（146教室） 

今回要請（2003年 ）    

 ヌアクショット ヌアディブ 合計 70校（539教室） 

小学校 既存47校（355教室） 既存9校（71教室） 59校（453教室） 

（この内前回の無償資金協力対象校） (42校) 新設3校（27教室） (42校) 

中学校 既存5校（35教室）   

 新設5校（45教室） 新設1校（6教室） 11校（86教室） 

注記 1： 前回の無償資金協力：ヌアクショット小学校教室建設計画（1997-2000年度） 

注記 2： 今回要請の教室数には中学校の技術棟の理科学準備室・自然科学講義室、コンピュータ室、図書室、管理棟

の諸室、守衛棟、便所等は含まない。 

 

1-3 我が国の援助動向 

対モ国支援では、国民の基礎生活の向上を図ることを目的として、無償資金協力および行政、人

的資源分野での研修員受け入れ、専門家派遣、開発調査などの技術協力が行われている。無償資金

協力については、食料援助及び食料増産援助のほか、保健・医療、水資源開発といった基礎生活分

野への援助、水産無償援助などが実施されている。 

近年、我が国はフランスと並び、モ国の二大ドナーの一画を占めている。1997 年および 1999 年

には、日本が二国間援助で1位となっており、1999年の我が国の拠出額は、二国間援助総額の36.8％

であった。教育分野では前述の「ヌアクショット小学校教室建設計画（1997～2000 年度）」が実施

された。 

表1-8 教育分野における我が国の援助概要 

案件名 ヌアクショット小学校教室建設計画 

実施年度 1997年度～2000年度 

供与限度額 24.88億円 

案件概要 

首都ヌアクショットの51小学校における284教室、

付帯施設（校長室51室及び便所88ブース）の建設

及び付帯家具、学習支援機材の調達 

 

1-4 他ドナーの援助動向 

教育分野においては、現在ESDPの枠組みに沿って、世銀、アフリカ開発銀行（以下AfDBと称す）、

イスラム開発銀行（以下IDBと称す）、ユニセフ、フランス協力部（以下FCと称す）及びNGO等が

支援を行っている。各ドナー間の協力案の調整はMENおよび経済開発省（Ministere des affaires 

Economiques et du Developpment：以下MAEDと称す）の教育プログラム担当者が行っており、ドナ

ーからの案をアクションプランとして取りまとめた後、毎年9月に開催されるドナー会議の場にお

いて、実施事業の調整が行われ、各ドナーの負担分が決定される。 

なお、モ国は2002年 11月、ファースト・トラック・イニシアティブ（Fast Track Initiative ：
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以下 FTI と称す）要請書の承認を受け、同国は 2015 年までに初等教育修了率を 100%とすることを

目標として、ドナーの重点的な支援を受けることとなった。 

FTIは、世銀の開発委員会において、「万人のための教育（Education for All：以下EFAと称す）」

行動計画の一環として発足した取り組みであり、自助努力のみでは、EFAの目標である「2015年ま

でに全児童への無償初等教育の普及」を達成することが困難と想定される国を対象として、一定期

間ドナーの援助を集中させることを目指すものである。FTI の対象国として選定された国は主に後

発開発途上国の計23カ国であり、うち13カ国がモ国を含むアフリカの諸国である。このうち、モ

国を含めた7カ国がすでに要請書を提出し、ドナー会合での承認を受けている。 

フランスはすでにFTIに基づき、モ国への支援を表明しているほか、オランダも関心を示してい

る。ただし、現在のところ、事業推進のための必要な予算を獲得するには至っておらず、世銀およ

びユニセフのモ国事務所教育プログラム担当者から、FTI への日本の参加の可能性を検討してほし

いという意見も示された。 

 

(1) 教育分野の援助動向 

1) 世銀 

世銀は ESDP の実施を支援するため、フェーズ I（2001～2005）期間に 4,920 万 US ドルの資金供

与を予定している。これは ESDP の予算総額の 15.2％に相当する規模である。なお、モ国政府の拠

出額は予算総額の60％、コミュニティが1.4％、残りはその他ドナーである。世銀の拠出予定額の

うち、19.8％に相当する972万 USドルは、小学校建設に割り当てられる予定である。世銀プロジェ

クトによる小学校建設の場合、世銀の拠出分は建設費の70％までであり、残り30％はコミュニティ

（市、地域住民等）に負担を求めている。 

また、世銀では、スラム形成が進むヌアクショットの住環境改善を目的として、都市開発プログ

ラム（Urban Development Program , 2002～2011年：以下UDPと称す）を実施しており、同プログ

ラムにおける公共インフラ整備の一環として、小学校および中学校の建設も計画されている。フェ

ーズ I（2002～2006）ではヌアクショット内の 4地域を対象として、小中学校を併せて 356 教室の

建設が予定されている。なお、同プログラムのフェーズII（2007～2011）期間においては、ヌアデ

ィブも対象地域として含まれる予定である。 

 

2) AfDB、IDB、FC 

AfDBは、ESDPの実施支援に向けて、フェーズI（2001～2005）期間に予算総額の5.8％に相当す

る1,877万 USドルの資金供与を予定している。IDBは、同じく予算総額の12.3％に相当する3,966

万 USドルの資金供与を予定しており、さらにフランス政府は、予算総額の3.2％に相当する1,045

万 USドルの資金供与を予定している。 

これらの資金は主に地方における小学校、中学校の建設に割り当てられている。なお、フランス

によるFTI推進に向けた支援は、2004年 1月より開始される予定であり、モ国はフランスの資金を

地方の学校ニーズの高い地域へ振り分ける方針である。 
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3) ユニセフ 

ユニセフの2003年から2008年までの対モ国支援プログラムには、教育分野を含む5つの重点分

野が含まれる。2008年までの支援総額は1,966.6万 USドルであり、このうち30.6％に相当する601

万 USドルが、教育分野プログラムの予算である。 

教育分野プログラムはEFAの支援を目指すものであり、幼児教育および基礎教育の2つのサブプ

ログラムから構成されている。基礎教育のサブプログラムの中には、小学校への文房具・機材の供

与を含む初等教育支援、識字教育や伝統教育の分野におけるESDP支援などがあるほか、国内でも女

子就学率の最も低い地域である南部のギディマグハ県において、食堂や衛生施設を備えた「ガール

フレンドリースクール」をモデル的に整備し、衛生向上支援とともに、女子の就学向上を支援する

取り組みがある。 

 

(2) 他ドナー等による学校施設建設・機材整備 

1) 学校施設建設 

世銀はモ国の学校整備に関して主導的な役割を果たしてきた。現在でも学校施設建設は主に世銀

により実施されている。世銀は、小学校に関し、2003 年から 2006 年までにヌアクショットにおい

てESDP により182教室、UDPにより88教室を増設し、ヌアディブにおいてはESDP により48教室

を増設する計画を推進中である。中学校に関しては、ヌアクショットにおいてESDP により10校が

建設中（施設概要：平屋建て 6 教室、管理棟、技術棟、その他付帯施設）となっており、UDP によ

り新設校7校（施設概要：2階建て12教室、管理棟、技術棟、その他付帯施設）の建設が計画され

ているが、ヌアディブにおける計画はない。以下に地域別、学校別に状況を示す。 

 

a) ヌアクショットの小学校 

ヌアクショットにおける小学校建設は主に世銀により実施されてきた。世銀による小学校建設に

関しては、1970年代のEducation-1から2000年までのEducation-5と、現在のESDPとでは異なっ

た整備方式が採られている。特に、Education-3 の実施期間中においては、人口増加によってもた

らされる深刻な教室不足に迅速に対応するために、大量の教室を安価で整備する方式が取られた。

この整備方式による施設はモ国の厳しい自然条件への耐久性に劣り、建設が完了して数年も経たぬ

内に屋根等のリハビリが必要となる事態を引き起こした。そのため、2001 年からの ESDP では、少

なくとも10年以上は大がかりな補修を必要としない教室を整備すべく、これまでは亜鉛鉄板葺きで

あった屋根をコンクリート屋根に変更すること等により、従来の小学校施設よりもグレードを高め

た仕様としている。この仕様は MEN の標準仕様と位置づけられており、UDP にて実施される小学校

整備においても、この仕様に準じた内容にて施設計画が実施されることとなっている。 

 

b) ヌアクショットの中学校 

中学校に関しても、主に世銀の資金により整備が進められている。2003 年現在、ESDP により 10

校が建設中であり、これらは同年10月の新学期から供用開始される予定である。これらの学校は、

教育改革において定められた理科系教育、社会のニーズに則った技術の獲得及び学校運営体制の改

善等の方針に基づき、教室のほか技術棟、管理棟を併設している。この他、IDB の資金によって建
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設中の学校が1校あるが、計画内容は世銀の中学校モデルと全く同じである。 

2001年以降、世銀の援助の下、ESDPおよびUDPで建設が進められている新たなタイプの小学校と

中学校の計画概要を次表に示す（施設の詳細内容に関しては「3-2-2(5)建築計画」参照）。 

 

表1-9 世銀の援助による小中学校施設建設の計画概要 

 施設コンポーネント 仕様の概要 実施方法 施工単価 

小学校 ①教室棟（平屋建て 2 教室

型または 2 階建て 8 教室

型）、②教員室（校長室、倉

庫を含む）、③守衛室、④生

徒用便所、⑤教員用便所、

⑥囲い塀 

鉄筋コンクリート独立基

礎・柱梁構造、コンクリー

トブロック壁、鉄筋コンク

リート床・陸屋根（アスフ

ァルト防水）、鋼製建具 

MENの計画策定・連絡

調整、世銀建設計画

事務局（UDP事業の場

合は都市開発庁）に

よる入札・施工監理 

約200米ドル／m2

（実施設計・施工

監理費、およびコ

ミュニティ負担分

を除く） 

中学校 ①教室棟（平屋建て 3 教室

型または 2 階建て 12 教室

型）、②管理棟、③技術棟、

④守衛室、⑤生徒用便所、

⑥教員用便所、⑦囲い塀 

同上 MENの計画策定・連絡

調整、公共事業庁

（UDP 事業の場合は

都市開発庁）による

入札・施工監理 

約250米ドル／m2

（実施設計・施工

監理費を除く） 

 

c) ヌアディブ地域の概況 

ヌアディブは、ヌアディブ半島の先端部に近いカンサード地区に、フランスが開発した鉄鉱石の

搬出基地から近代的な市街地の形成が始まった。その後、ヌアディブの零細漁業が近代化される中

で、カンサード地区から約４km離れた湾内に位置する伝統的な集落がヌアディブの新市街地として

発展して来た。このような歴史があるため、カンサード地区の学校はフランスの市街地整備に併せ

て建設されたものであり、現在の新市街地内の学校はヌアクショットと同様に世銀のプロジェクト

の枠組みによって建設されてきたものである。なお、ヌアクショットと異なり、ヌアディブの小学

校では就学率向上と生徒の栄養改善のために給食室の整備が行われており、スペインやアフリカの

NGOが建設費を提供している。 

 

2) 他ドナー実施の機材 

ユニセフでは、初等教育支援の一環として、全国で120の小学校を対象として文房具等の供与を

行っている。これまで、ユニセフは主に地方部の教育や衛生改善に力を注いで来たが、ESDPを受け、

都市部でも限定的に支援を行うようになった。都市部における支援の中で、ヌアクショットの学校

は9校、ヌアディブの学校は4校であるが、本調査のサイトと一致する学校は含まれていない。 

供与内容は、ノート、鉛筆のほかコンパスなどの文房具、サッカーおよびバスケットのボールな

どである。下表に含まれるアイテムが生徒20人分の1パッケージとなっており、学校の生徒数に応

じて複数のパッケージが提供される。供与を受けた学校は、文房具を生徒に市価よりも安く頒布し、

収入を学校運営のための経費に充当している。 
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表1-10 ユニセフによる供与機材 

ノート  
ボールペン 

 
各100 

鉛筆 
鉛筆削 
消しゴム 

各60 

定規 
コンパス 
分度器 

各20

サッカーボール  5 
バスケットボール 3 
空気入れ     2 

ユニフォーム 22 

 

なお、ユニセフの供与機材は、資材調達を担うユニセフ・コペンハーゲン事務所で一括購入され

ているため、モ国のニーズとのミスマッチも生じている。例えば、上記の供与機材のうち、ノート

はモーリタニアで広く利用されている罫線の細かいものではなかったため不評であった。そのため、

2003/2004年度からは現地調達に切り替えられる予定である。 



 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

第 2章 プロジェクトを取り巻く状況
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第 2章 プロジェクトを取り巻く状況 

2-1 プロジェクトの実施体制 

2-1-1 組織・人員 

モ国における国際協力プロジェクトは、MAED融資局外国援助課が調整窓口を務めており、直接

のプロジェクト担当は分野によって担当省庁に振り分けられる。本計画の場合、教育分野における

国際協力プロジェクトを総括するMEN計画・協力局が実施機関であり、施設建設に携わる学校建設

部が直接の担当機関となる。ただし、現在MENでは組織改編を計画中であり、改編実現後のプロジ

ェクト担当は、新設される財務・学校施設局学校施設部となる。組織改編の内容については、すで

にMEN大臣が承認を与えているが、2003年 8月末の時点では、改編の行われる具体的な時期は明確

にされていない。MAED及び現行のMENの組織図を以下に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図2-1 MAED組織図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図2-2 MEN組織図 

 

学校給食 
援助計画局 

財務・ 
機材局 

中等
教育局

技術 
教育局 

国民教育大臣

事務局長 

高等
教育局

初等
教育局

学校建設部

計画・
協力局

職員局 

事務・財政局 

経済開発大臣

事務局長 

民間投資促進局社会開発局融資局 研究プログラム局

外国援助課



20 

モ国では、小学校施設の維持管理については、市と父兄会がその責を負うこととされている。ヌ

アクショットの場合、2002年に地区制がスタートし、市内9つのムガッタ（地区）において区長お

よび区役所が設置されているが、行政サービス推進の上での市と地区の役割分担は整備中の段階に

あり、教育分野に関しては、2003年8月の時点ではそれぞれの役割は確定されていない。2002/2003

年度のヌアクショット市の歳出をみると、施設整備費の中に「社会・文化」の項目があるものの、

その内訳は文化センター、スタジアム、墓地、公園の整備費であり、教育分野の歳出は含まれてい

ない。地区に関しても維持管理費用を捻出できないところが多く、経費の多くは父兄会によって負

担されているのが現状である。経費負担は父兄会の任意に委ねられているため、父兄会の教育に対

する関心や金銭的な負担能力の違いにより、学校の維持管理の程度には大きな差異が生じており、

学校運営の上での大きな課題となっている。ヌアクショット市の予算概要および組織図を以下に示

す。 

表2-1 ヌアクショット市歳出概要 

単位：1,000UM 

項目 金額 構成比（%） 

義務的経費 722,750 (22.7) 

 事務的経費 411,054 (12.9) 

 人件費 178,314 (5.6) 

 その他 133,382 (4.2) 

物件費 2,456,382 (77.3) 

 債務償還 10,000 (0.3) 

 道路 1,571,000 (49.4) 

 電気・水道 245,000 (7.7) 

 建設 80,000 (2.5) 

 社会・文化 33,500 (1.1) 

 

施設整備 

その他 339,882 (10.7) 

 車輌費 177,000 (5.6) 

予算総額 3,179,132 (100.0) 

出典：ヌアクショット市2002/2003年度歳入・歳出書 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図2-3 ヌアクショット市組織図 
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一方、ヌアディブ市の場合、年による変動は大きいものの、市の年間予算のうち一部は、教育予

算として毎年確保されている。2000/2001年度の予算では、市内27校の小学校に対して、約600万

UMの維持管理予算が計上されており、一校あたりの平均費用は約22万UMとなる。ヌアディブ市に

おいては、小学校施設の定期的な点検・改修費用や光熱費など、必要となる維持管理経費のほとん

どはこの予算から拠出される。ヌアディブにおいてもヌアクショット同様、各小学校単位で父兄会

が組織されているが、父兄会による維持管理費用の負担は、破損したガラスの交換費用など、臨時

的に必要となる費用の支出のみにとどまっている。 

このほか、ヌアクショットとの差異の一つとして、ヌアディブ市では、就学率の向上と児童の栄

養改善を目的として、1999年以降、貧困世帯の子女に対する給食の支給を行っている。経費は食材

購入に対する赤十字からの補助（総額の1/2）を除き、市によって拠出されている。 

ヌアディブ市教育予算概要およびヌアディブ市組織図を以下に示す。 

 

表2-2 ヌアディブ市教育予算概要 

単位：1,000UM 

費目／年度 2000/2001年度 2001/2002年度 2002/2003年度 

予算総額 1,111,182 732,917 878,322

教育関連予算計 12,312 55,182 23,876

 構成比（％） （1.11） （7.53） （2.72）

 学校事業補助金 1,555 1,850 1,995

 教室建設費 4,791 38,833 12,643

 幼稚園建設・機材 - 12,507 9,238

 その他 （学校維持管理）5,967 （給食職員）1,993 -

出典：ヌアディブ市技術局長ヒアリング、2003年 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図2-4 ヌアディブ市組織図 
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MENでは、小学校の維持管理状態に学校間・地域間格差が生じている現状を鑑み、2003/2004年度

から各学校への維持管理予算の割り当て制度を開始する予定である。初年度の支給額は試験的に生

徒一人あたり 300UM×生徒数をベースとして算出されるが、次年度以降徐々に増額される方針とな

っている。ヌアクショットにおける前回の無償資金協力対象校51校の場合、1校あたりの平均支給

額は約 163,000UM となる予定であるが、これはヌアディブ市による市内小学校の維持管理予算（1

校あたり約260,000UM）との比較で見ても十分ではない3。ヌアクショットの小学校校長および父兄

会へのインタビューによれば、初年度の支給額費用は学校維持管理のための必要経費のおよそ半分

程度と想定されており、今後も父兄会による負担は不可欠と考えられている。 

現段階では父兄会には会費制度はなく、年間の予算計画も作成されていない。資金が必要な際は、

その都度会員（生徒の父兄）から任意で寄付を募るほか、校区の篤志家や企業から臨時で寄付を受

けるなどの形で資金を集めている。会員から選出される委員会メンバーの中には、会計係も置かれ

ているものの、その役割は集金した資金を出し入れする出納係にとどまっている。各学校で組織さ

れる単位父兄会の上位組織として、ムガッタ（地区）レベル、市レベル、さらに全国レベルの父兄

会も組織されているが、資金の授受は行われていない。ムガッタレベル以上の父兄会では、必要に

応じて、越境入学の扱いなど広域的に解決する必要のある議題を扱っている。父兄会の組織図を下

図に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図2-5 小学校父兄会組織図 

 

中学校に関しては、MENが各学校に年間100万 UM前後の維持管理予算を割り当てており、校長の

裁量に基づいて定期的経費の支出および修繕等が行われている。予算は潤沢ではないが、必要最低

                             
3 小学校の生徒数はヌアクショット市の前回の無償資金協力対象校平均で約565名、ヌアディブ市平均で約540名で

あり、ヌアクショット市の方が1/2クラス分ほど多い。 
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限の費用はカバーされている。中学校においても小学校同様父兄会が組織されており、年末に行わ

れるフェスティバル4などの行事への寄付や会場設営作業の手伝いを行うことはあるが、学校管理に

対する費用負担は行っていない。 

 

2-1-2 財政・予算 

モ国の省庁別予算を表 2-3 に示す。1998/1999 年度から 2000/2001 年度までの省庁別予算をみる

と、モ国の34省庁の中でもMENの予算は群を抜いてトップであり、予算規模で2位に位置する国防

省の倍以上に相当する予算が配分されている。2000/2001 年度の暫定予算における MEN 予算は、人

件費ベースで全省庁合計の56.3％、資材費ベースでは同9.5％、この２つをあわせた総額で各省庁

予算合計の33.4％を占めている。 

次に保健、教育、貧困対策の 3セクター別の予算を表2-4に示す。教育分野のセクター別予算に

は、MEN以外の省庁の管轄下にある就学前教育のほか、識字教育、職業教育などの予算も含まれる。

教育セクターの予算はセクターの中でも最大であり、保健セクター、貧困対策セクターと比較して

ももっとも大きく、2002/2003 年度の場合、対 GDP 比で 5.8％、対国家予算比で 18.9％の規模を占

めている。 

これらの予算配分から、政府が教育分野に重点的に力を注いでいることが示されている。 

 

表2-3 省庁別予算 

単位：百万UM 

1998/1999 1999/2000* 2000/2001* 
項目／年度 

人件費 資材費 計 人件費 資材費 計 人件費 資材費 計 

国防省 0 2,373 2,373 0 2,420 2,420 0 3,039 3,039

（構成比） (0.0) (28.8) (14.2) (0.0) (29.6) (13.8) (0.0) (31.0) (15.2)

内務郵政通信省 895 1,100 1,995 992 1,214 2,206 993 1,411 2,404

（構成比） (10.5) (13.4) (11.9) (10.5) (14.9) (12.6) (9.8) (14.4) (12.0)

MEN 4,469 832 5,301 5,202 478 5,680 5,757 928 6,685

（構成比） (52.4) (10.1) (31.6) (55.6) (5.8) (32.4) (56.3) (9.5) (33.4)

保健・社会問題省 891 848 1,739 904 880 1,784 1,117 1,048 2,165

（構成比） (10.5) (10.3) (10.4) (9.7) (10.8) (10.2) (10.9) (10.7) (10.8)

その他省庁 2,269 3,076 5,345 2,263 3,181 5,444 2,352 3,363 5,715

（構成比） (26.6) (37.4) (31.9) (24.2) (38.9) (31.0) (23.0) (34.4) (28.6)

省庁予算計 8,524 8,229 16,753 9,361 8,173 17,534 10,219 9,789 20,008

 (100.0) (100.0) (100.0) (100.0) (100.0) (100.0) (100.0) (100.0) (100.0)

出典： Annuaire Statistique, Ministère des Affaires Economiques et du Développement,  
Office National de Statistique 

注： 1999/2000*と2000/2001*は暫定予算案の金額が示されており、MENの1999/2000年度の合計値は、
次ページ表2-5「MENの予算概要」の同年度の予算合計値とは異なっている。 
 

 

                             
4 各学校単位で学年末に開催される、優秀な教師及び生徒の表彰式を兼ねた祝賀会。小学校においても同様に開催さ

れている。表彰の際の副賞を含め、飲食費などの経費は父兄会が負担している。 
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表2-4 セクター別予算 

単位：百万UM 

項目／年度 1997/1998 1998/1999 1999/2000 2000/2001 2001/2002 2002/2003 

GDP 189,000 201,000 223,000 245,600 267,300 292,500 

国家予算 47,115 51,687 67,827 65,648 82,420 90,590 

保健セクター 3,287 3,340 3,624 4,876 8,960 9,945 

(対 GDP比％) (1.7) (1.7) (1.6) (2.0) (3.4) (3.4) 

(対国家予算比％) (7.0) (6.5) (5.3) (7.4) (10.9) (11.0) 

教育セクター 9,372 9,800 10,072 11,192 15,514 17,111 

(対 GDP比％) (5.0) (4.9) (4.5) (4.6) (5.8) (5.8) 

(対国家予算比％) (19.9) (19.0) (14.8) (17.0) (18.8) (18.9) 

貧困対策セクター 1,455 1,200 2,974 4,150 5,907 6,581 

(対 GDP比％) (0.8) (0.6) (1.3) (1.7) (2.2) (2.2) 

(対国家予算比％) (3.1) (2.3) (4.4) (6.3) (7.2) (7.3) 

出典：財務省 

 

1999/2000 年度から 2003/2004 年度までの MEN の予算を表 2-5 に示す。年度によって多少の差異

が見られるが、初等教育に省予算全体の50％以上、次いで中等教育に30％以上の予算配分が行われ

ている。2003年度の場合、初等・中等教育への予算配分は省予算の87％を占めており、教育省の方

針同様、基礎教育の充実が重視されていることが示されている。 

 

表2-5 MENの予算概要 

単位：百万UM 

費目／年度 1999/2000 2000/2001 2001/2002 2002/2003 2003/2004 

運営管理 191 336 332 358 592 

(構成比) (3) (5) (5) (4) (6) 

初等教育 3,319 3,569 3,916 4,393 5,123 

(構成比) (55) (53) (54) (53) (54) 

中等教育 1,841 2,030 2,231 2,682 3,116 

(構成比) (31) (30) (31) (32) (33) 

技術教育 116 150 159 181 39 

(構成比) (2) (2) (2) (2) (0) 

師範教育 91 106 117 167 218 

(構成比) (2) (2) (2) (2) (2) 

高等教育 465 494 503 508 460 

(構成比) (8) (7) (7) (6) (5) 

合計 6,023 6,685 7,259 8,289 9,548 

 (100.0) (100.0) (100.0) (100.0) (100.0) 

出典：MEN計画・協力局、2003年 

 

2-1-3 技術水準 

本計画の直接の担当機関は、MEN 計画・協力局学校建設部（組織改編が実現した場合財務・学校

施設局学校施設部）となる。学校建設部部長は前回の無償資金協力「ヌアクショット小学校教室建

設計画（1997～2000 年度）」実施時の担当者であり、すでに日本の無償資金協力を経験しているほ
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か、学校整備の責任者として、世銀プロジェクトによる小学校および中学校建設の担当も務めてい

ることから、現地施工業者の技術レベルについても熟知しており、本計画推進の上での技術力に問

題はない。 

 

2-1-4 既存施設・機材 

要請対象校の既存施設、機材の現況については資料7に記述するが、以下にその概況を代表的な

施設毎に述べる。 

 

(1) 教室（小・中学校） 

前回の無償資金協力で建てられた教室（7.2m×9.0m）以外の既存小学校の教室は、ほとんどが6m

×8.5～9.0m 程度の平面寸法（稀に5.5m×8.0m もあり）であり、教室棟1棟当たり2～3教室で、

コンクリート・ブロック造、鉄骨梁・木質母屋・亜鉛波型鉄板葺きの屋根（稀にアルミ折板葺きの

屋根、あるいは鉄筋コンクリート陸屋根）である。コンクリート床スラブの厚みは薄く45mm～50mm

程度で、ヌアクショットでは特に床下土壌からの塩害により床スラブが著しく破損する傾向が見ら

れた。ヌアディブでは、建物構造に対して耐塩仕様のコンクリートを採用してきたことにより、塩

害による被害は小さい。維持管理状況は、ヌアクショット、ヌアディブともにサイトによって大き

な差が見られるが、概してヌアディブの学校教室の方が良好な管理状況である。 

また、前回の無償資金協力で整備された教室では、主体構造は堅牢であるが、建具金物と鍵が脆

弱であること、扉と窓の木板が柔らかく破損しやすいことが確認された。 

要請対象の既存中学校5校の教室は、ESDP 及び UDP のプロトタイプで6.0m×9.0m の平面寸法で

あり、教室棟1棟当たり3教室で、鉄筋コンクリート造の柱梁・床・陸屋根およびコンクリートブ

ロック壁の構造で、教室前面には回廊（外廊下）を有している。現地調査時には竣工直後であった

が、床・壁面仕上げや鋼製建具の据付け等の細部で施工の荒さが目立った。 

 

(2) 校長室（小学校） 

要請対象の既存小学校全 56 校（ヌアクショット 47校、ヌアディブ 9校）において、2校（要請

番号No.5、50）を除く全ての学校で校長室の整備がなされている。上記2校では普通教室が校長室

として利用されている。ただしアンケート（サイト調査票）への回答では、校長室として利用して

いる教室も「教室数」にカウントしており、校長が教室の一部を「間借り」して執務を取っている

状況と推察される。 

前回の無償資金協力対象校の42校では、普通教室の間に3.0m×7.2mの校長室が設置されている

が、前回の無償資金協力の対象とならなかった学校では、教室と同じ構造・仕様で 3.5m×5.0m 程

度の平面寸法の独立家屋を校長室に充てたり（要請番号No. 11、37）、教室棟末端に4.0m×6.0m程

の校長室を付設したり（要請番号 No.14）、あるいは、普通教室を転用・区画して 4.0m×5.0m 程度

の校長室を設置している（No.40）という状況である。どの校長室も概ね良好な維持管理状況である

が、特に前回の無償資金協力で整備された校長室に関しては、同室に併設された機材倉庫において

開口部に鉄格子が設置されていなかったため、機材の盗難が発生したケースがあった。このため独

自に鉄格子を設置した学校が2～3確認された。 
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(3) 教員室（小学校） 

要請対象の既存小学校全56校において、2校（要請番号No.16、56）のみで教員室が整備されて

いる。二つの事例双方とも「教員の休憩室」という性格のもので、サイトNo.16では独立した建物

で約13m2、サイトNo.56では校長室を含む職員棟の一角に設置されたもので、約27m2程の床面積で

ある。小学校では、教員室は一般的なものではないと考えられる。 

 

(4) 管理棟（中学校） 

要請対象の既存中学校5校の全てにおいて、管理棟の整備がなされている。ESDP及びUDPのプロ

トタイプがそのまま建設されており、校長室、副校長室、会計室、舎監室、職員室兼会議室の5室

により構成されている（延床面積：約95m2）。構造は、教室棟と同様に鉄筋コンクリート造の柱梁・

床・陸屋根およびコンクリートブロック壁である。 

 

(5) 技術棟（中学校） 

要請対象の既存中学校 5 校の全てにおいて技術棟の整備がなされている。管理棟と同様に ESDP

及びUDPのプロトタイプが使われており、理科学準備室・自然科学講義室、コンピュータ室、図書

室（閲覧室・書庫）によって構成されている。延床面積は約 290m2（回廊部分を含む）。技術棟は、

教室棟と同様に鉄筋コンクリート造の柱梁・床・陸屋根およびコンクリートブロック壁の構造で、

前面には回廊（外廊下）を有しているが、砂の侵入を防ぐための風除室の設置、一部建具へのアル

ミサッシの採用、タイル張りの床仕上げ等の点で教室棟よりややグレードの高い施設となっている。 

 

(6) 守衛室（小・中学校） 

要請対象の既存小学校全56校中、37校で守衛室が設置されている（ヌアクショット28校、ヌア

ディブ9校）。ヌアクショットで守衛室を有する28校のうち半数以上の15校では、木造バラック小

屋を守衛室として使用しているが、他の13校ではコンクリートブロック造で3m×3m程度の平面寸

法の守衛室が整備されている。ヌアディブにおいては、既存小学校9校全校でコンクリートブロッ

ク造の守衛室が整備され、全て 5.0m×6.0m 程度の平面寸法である。一方、要請対象の既存中学校

（5校全てがヌアクショットに所在）については、5校全てが3.2m×3.2m程度の平面寸法の守衛室

を設置している。 

 

(7) 便所（小・中学校） 

便所は要請対象の既存小中学校61校の全てに完備されてるが、ブース数は2～14ブースと数に差

があり、維持管理状況にも大きな差が見られる（使用不能なもの、汚物が通気管から溢れているも

のも確認された）。またADRA（NGO）によって、やや過剰に便所が整備されているサイトも幾つか確

認されている。 

 

(8) 囲い塀（小・中学校） 

囲い塀に関しては、全く設置されていないもの、設置されていても部分的に大破しているもの、
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あるいは途中で途切れているもの等、状況は様々である。要請対象の既存小学校56校の内、囲い塀

を全く備えていない学校は19校で（全てヌアクショット）、その中で前回無償資金協力対象校が18

校を占めている。一方、既存中学校5校の全てが囲い塀を備えている。 

 

2-2 プロジェクト・サイトおよび周辺の状況 

2-2-1 関連インフラの整備状況 

各要請対象サイトのインフラ整備状況に関しては、資料7に一括して取りまとめるが、以下に概

要を示す。 

 

(1) アクセス道 

要請対象の70サイトの内、舗装された幹線道路に直接面したサイトは僅かで、大多数のサイトは、

未舗装の支線道路沿いに立地しているが、工事用車輌等のアクセスに問題が予想されるサイトはな

い。ただし、囲い塀のない既存小学校と新設小中学校のサイトにおいては、道路と学校用地の境界

杭等はないため、敷地境界を確定する場合には公図に基づいた測量が必要となる。 

 

(2) 電力・電話幹線 

学校用地に隣接して電力幹線が敷設されているサイトは、小学校に関しては、ヌアクショットの

要請対象47サイト中20サイト（ただし100m以内に電力幹線があるものを加えた場合、25サイト）、

ヌアディブの要請対象12サイト中9サイトである。また、中学校に関しては、要請対象11サイト

中 2 サイト（全てヌアクショット。ただし、100m 以内に電力幹線の敷設のあるものを加えた場合、

ヌアディブの1サイトが加わり、合計3サイト）のみである。 

電話幹線の敷設状況は、中学校のサイトのみで確認を行ったが、サイトが電話幹線に隣接してい

るものは要請対象11サイト中1サイト(ヌアクショット)のみである。 

 

(3) 市水幹線 

ヌアクショットとヌアディブでは、通常、地下水は塩水であり、市内で井戸を用いての安定的な

淡水供給は不可能である。現在、ヌアクショットは同市東方約60kmのイディニ（Idini）の水源か

ら、また、ヌアディブは同市から内陸に約90km離れたブレノウ（Boulenouir）の水源から送水を受

けて市街地での市水供給を行っている。両市における給水状況およびヌアクショットの地下水資源

の活用可能性に関する調査結果等については、資料11「その他の資料・情報」に収録する。以下に

各サイトの市水幹線への隣接状況、ヌアクショットとヌアディブにおける学校給水の現状と問題点

を示す。 

 

1) 各サイトの市水幹線への隣接状況 

学校用地に隣接して市水幹線が敷設されているサイトは、小学校に関しては、ヌアクショットの

要請対象47サイト中19サイト（ただし、100m以内に市水幹線があるものを加えた場合、24サイト）、

ヌアディブの要請対象 12 サイト中 5サイト（ただし、100m 以内に市水幹線があるものを加えた場

合、6サイト）である。また、中学校に関しては、要請対象11サイト中1サイトのみ（全てヌアク
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ショット。ただし、100m以内に市水幹線があるものを加えた場合、ヌアディブの1サイトが加わり、

合計2サイト）である。 

 

2) ヌアクショットにおける学校給水の現状 

ヌアクショットの各学校では、市水が引き込まれている一部の学校を除き、ほとんどの学校では

タンクローリーやロバによって搬送される水を売水業者から購入している。水の購入料金は、ほと

んど父兄会の負担となっているが､ 一部には市が給水車で定期的に給水している学校もあり、学校

への給水は制度化されていない。 

 

3) ヌアディブにおける学校給水の現状 

ヌアディブの旧市街地にある歴史の古い小学校では水道管が配管されている｡ 水道配管のない

学校は、全て地面に約6 m3のコンクリート貯水槽が設置されており､ 市当局と水道公社の契約で月

4 回の給水が行われるが、実際には月に 1 回の場合もあるとのことである。全ての学校には囲い塀

があるため、学校の水が部外者によって利用されることはない｡ また､ 料金は市当局の負担となっ

ているので､ 学校側には代金支払いの問題もない｡ 

 

2-2-2 自然条件 

(1) 国土・地勢 

モ国は、西アフリカ地域に位置し、国土面積は1,030,700km2、人口2,548,157人 (2000年、統計

局)、国土の三分の二はサハラ大砂漠地帯で、オアシス周辺を除く多くは不毛・無人地帯である。他

は、ヌアクショットからセネガル河に続くサヘル地帯（サハラ周縁部）で、羊・牛の放牧に適した

半砂漠・半サバンナとなっている。このサハラとサヘルの境界は全地球的な気候の変化にしたがっ

て変化しており、8,000 年前にはモ国の北部国境付近がサハラとサヘルの境界であったが、18,000

年前にはその境界はセネガルまで南下していた。 

他方、地勢的には北部は浸食が進んだ乾燥した台地、南部は一部の緑地帯を含む平地となってお

り、北部をモロッコ・アルジェリア、東部をマリ、南部をセネガル、西部を西サハラと大西洋に接

している。 

 

1) ヌアクショットの地勢 

ヌアクショットの地質は､ 数千年前の世界的に海水位が高かった時代（日本では縄文海進と呼ば

れる）の浅海堆積物を主としている。この海成層は “Dune Rouge”と呼ばれる古期の砂丘の間にあ

る低地や､ ヌアクショットの北の広大な低地を埋めて海岸から数十キロの内陸部まで広がっており､ 

その上には新しい砂丘が発達している｡ これら未固結の地層は水理学的には海と一連の塩水地区と

推定されるが浅層に部分的な帯水層を含んでいると判断される。 

 

2) ヌアディブの地勢 

ヌアディブは砂嘴のような幅の狭い半島に位置している｡ この半島は第四紀の海成層から成り､ 

固結度の高い石灰質の下部第四系は半島の中央から西部の高地を形成しており､ その東側の標高の
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低い地区には未固結の上部第四系が分布している｡  

 

(2) 気候・降雨 

内陸部の7月から8月の平均最高気温は40°C以上となるが、ヌアクショットを含めた大西洋岸

地域では北西からの貿易風の影響によって平均最高気温はこれより5°C程度低下する。また12月

から 3 月には気温は下降する。この地域の年間降雨量は少なく、ヌアクショットで 50～200mm、ヌ

アディブを含む北部サハラ地域で 0～100mm、南部セネガル川流域では 300～600mm 程度であるが長

期的には減少傾向にある。雨季は7月から9月とごく短いが、時折、強風を伴う集中豪雨（40mm／

20分）が発生することがあり、豪雨対策が不十分な市中では道路に水が溜まったり、低地部分の家

屋が冠水する等の被害が起こっている。 

 

気温（℃）：ヌアクショット (過去22年間の平均) 
 1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 年間平均

平均気温 26.0 23.0 25.0 25.0 26.0 28.0 27.0 28.0 30.0 29.0 26.0 22.0 26.0

最高平均気温 27.0 30.0 31.0 31.0 32.0 33.0 30.0 31.0 33.0 35.0 32.0 28.0 31.0

最低平均気温 15.0 16.0 18.0 18.0 20.0 22.0 23.0 25.0 26.0 23.0 20.0 16.0 20.0

 
気温（℃）：ヌアディブ (過去22年間の平均) 
 1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 年間平均

平均気温 19.0 20.0 21.0 20.0 21.0 22.0 23.0 24.0 25.0 23.0 22.0 20.0 22.0

最高平均気温 23.0 24.0 25.0 25.0 25.0 26.0 26.0 27.0 28.0 28.0 26.0 23.0 26.0

最低平均気温 15.0 15.0 16.0 16.0 17.0 18.0 19.0 20.0 21.0 19.0 17.0 15.0 17.0

 
 
月別平均降雨量 （㎜） (過去20年間の平均)  

 1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 合計 

ヌアクショット 0.6 1.6 0.1 0.0 0.0 0.6 4.7 39.3 40.2 1.0 0.1 3.6 91.8

ヌアディブ 8.6 4.7 12.1 0.9 0.9 0.0 0.0 6.5 1.4 0.0 0.1 1.0 36.2

 

(3) 風 

ヌアクショット空港の気象観測局の観測データによれば、観測期間での最大風速は、ヌアクショ

ットでは44m／秒（140 ESE）、ヌアディブでは50m／秒（060 ENE）である。モ国では風加重に対す

る規定は無いが、現地技術者によれば、公共工事では風荷重として50m／秒を推奨している。 

ヌアクショットは海岸沿いの砂漠に立地し、その砂はパウダー状の細砂であるため、風により飛

砂は日常的に発生する。また、2～5月には砂嵐が発生する。 

 

月別平均風速 (m／秒) (過去17年間の平均) 
 1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 平均 

ヌアクショット 5.6 5.5 4.7 5.3 5.5 5.3 4.7 4.4 4.4 3.9 5.2 5.3 5.3

ヌアデイブ 7.5 7.8 8.3 8.9 9.2 9.2 9.2 8.9 7.8 7.8 6.9 6.9 8.3

注記：ヌアクショット及びヌアディブの風向は北北西から北北東が卓越している。 

 

(4) 地震 

過去の地震の記録は無く、現地の構造設計では地震力の検討は行なわれていない。 
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(5) 地質 

1) ヌアクショット 

ヌアクショットの地質は貝殻交じりの細かな砂質であり地盤は比較的安定している。また、砂質

にシルトが混じる地域もあり、この場合地盤は軟弱である。ヌアクショットでの建設工事では設計

地耐力は約15トン／m2として計算を行い、シルト混じりのサイトや表土が締まっていないサイトで

は約10トン／m2程度に低減されることが一般的である。 

一部の標高が低い地区（セブカ、エルミナ地区）では、地表より50～100cmの範囲で塩分を含ん

だ地下水が湧出するため、コンクリート構造物の基礎部分には塩害が多く発生する。ヌアクショッ

トの各地区の地質の特色を次表に示す。 

 

表2-6 ヌアクショット地区別地質 

地質 
地区 

砂 シルト 地下水 
特徴 

タブラゼイナ △ △ △ 
セブカに近い地域は地下水が浅く、地盤は

塩分を含み軟弱 

クサール ○   貝殻が多く混じる 

テヤレット ○   表層に貝殻が多く混じる 

ダルナイム ○ △  表層に貝殻が多く混じる 

トゥジューニン ○   市周縁部。砂漠に近い 

アラファト ○   市周縁部。砂漠に近い 

セブカ △ △ ○ 
標高が低い盆地。地盤は塩分を含み、かつ

軟弱 

エルミナ ○ △ ○ 地盤はセブカと同様で軟弱 

リヤド ○   表層に貝殻が多く混じる 

○多い △やや多い 

 

2) ヌアディブ 

ヌアディブの調査対象地域ではヌアクショットと異なり、もろい頁岩が地表に露出している状況

が顕著に見られる。この頁岩は乾燥している場合は高い地耐力を示すが、水を含んだ場合は脆くな

るため基礎の設計には注意を要する。 

また、ヌアディブの半島の中央部でやや標高の高い地域では、比較的堅く締まった石灰質砂岩と

なり、市街地部分よりも古い地層が分布している。 

 

(6) 再委託調査（簡易貫入試験および試掘・土質調査）の結果概要 

現地調査中に実施した簡易貫入試験および試掘・土質調査の対象地は合計10サイトである（ヌア

クショット8サイト、ヌアディブ2サイト）。試験対象地選定に際しては、新設校用地を優先させた。

具体的には整備規模が大きくなることが予想される新設中学校の用地 6 サイト（ヌアクショット 5

サイト、ヌアディブ1サイト）を選定し、かつヌアクショットにおいて4つの地形区（砂丘間低地

を含む砂丘地区、中間低地、後背湿地、および海岸砂丘）から試験対象サイトを選定することに配

慮し、要請対象の既存小学校サイト3サイトを選定した。ヌアディブに関しては、上記新設中学校

用地は市街地から南方向に離れたカンサード地区にあるため、カンサードの1サイトの他に、市街
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地に位置する新設小学校用地1サイトを選定した。以下に試験結果の概要を取りまとめる。 

ヌアクショットでの貫入試験結果は、前回の無償資金協力実施時に行った貫入試験の遂行状況と

大差がないと言えるが、ヌアディブにおいては、地盤から60cm程度の深さで岩盤（頁岩の層）に突

き当たっており、同地区の施工計画では、岩盤掘削に特に配慮する必要があると考えられる。 

 

表2-7 簡易貫入試験の結果概要 

地区 No. 要請番号 既存／新設 サイト名 採用可能な設計地耐力

1 No. 4 既存小学校 "CHEIKH SOULEIMANE BALL" (Sebkha) 10t/m2 

2 No. 8 既存小学校 "BILAL" (Ksar) 15t/m2 

3 No. 31 既存小学校 "KHADIJETOU BINTOU KHOUEILID" (Dar Naim) 15t/m2 

4 No. 65 新設中学校 "CREATION COLLEGE ARAFAT 6" (Arafat) 10t/m2 

5 No. 66 新設中学校 "COLLEGE DE TOUJOUNINE 4" (Toujounine) 10t/m2 

6 No. 67 新設中学校 "CREATION COLLEGE DE SEBKHA" (Sebkha) 10t/m2 

7 No. 68 新設中学校 "COLLEGE DE T.ZEINA" (T. Zeina) 15t/m2 

ヌ
ア
ク
シ
ョ
ッ
ト 

8 No. 69 新設中学校 "COLLEGE DE TEYARETT 3" (Teyarett) 15t/m2 

9 No. 59 新設小学校 "CREATION ROBNET 5" (Nouadhibou) 15t/m2 ヌ
ア 

デ
ィ
ブ 10 No. 70 新設中学校 "CREATION COLLEGE DE NDB 3" (Cansado) 15t/m2 

 



 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

第 3章 プロジェクトの内容
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第 3章 プロジェクトの内容 

3-1 プロジェクトの概要 

(1) 上位目標とプロジェクト目標 

1) 上位目標 

ESDP は就学前から高等教育までの公的教育分野とノンフォーマル教育および識字教育の分

野までを含む包括的な計画であり、初等教育及び前期中等教育においては、既存教室における

過密状況の解消が重要課題とされている。初等教育においては、1998 年に 48 人であった教員

1 人当たりの生徒数を 2010 年には 40 人まで低減させること、前期中等教育においては、1998

年現在 36 人である教員１人当たりの生徒数を 2010 年までに 31 人とすること、前期中等教育

へのアクセスを拡大し2010年までに前期中等教育への新規入学者を35,000人に倍増すること

等の目標が掲げられており、これらが本計画の上位目標となる。 

 

2) プロジェクト目標 

本計画の対象地である、ヌアクショットとヌアディブでは、就学人口の急増により、小学校

では、1999/2000 年度の１教室当たりの生徒数が、全国平均の 44 人に対してヌアクショットで

は 71 人、ヌアディブでは 75 人で、両地域の小学校は、極めて過密な状況での授業を余儀なく

されている。また、中学校では、小学校の施設を借用しても急増する生徒の受け入れに対応で

きない状況が続いている。よって本計画のプロジェクト目標は、ヌアクショット及びヌアディ

ブの小学校と中学校において、老朽化が著しい教室や仮設教室を建て替え、恒久的な新しい教

室を建設することによって過密状況の緩和とアクセス改善を図り、かつ学習環境を改善して、

正しい学習環境と見なされる常設教室で授業を受けられる生徒の増加に寄与することである。 

 

(2) プロジェクトの概要 

本計画では、上記のプロジェクト目標を達成するために、ヌアクショット及びヌアディブで

施設の建て替え、新設が緊急に必要と判断される小学校 47 校における 287 教室の建設、及び

校長室・機材倉庫、便所からなる付帯施設の建設、家具・学習支援機材の調達、中学校 10 校

における 81 教室の建設、及び技術棟、管理棟、守衛室、便所からなる付帯施設の建設、家具

の調達を行うものである。 

 

3-2 協力対象事業の基本設計 

3-2-1 設計方針 

(1) 基本方針 

1) 協力対象校選定にかかる基準 

モ国政府と協議の上で合意した、協力対象校選定にかかる基準は以下の通りである。 

A. 教室不足のために、早急に教室建設が必要とされること 

B. 就学生徒数、人口増加率、就学率等から現在及び将来の教室需要が確認できること 

C. 教員の確保、予算の確保、関係者の協力等施設の運営維持管理に問題のないこと 

D. 地形・地質的に問題なくかつ適切な規模の施設建設予定地が確保されていること 

E. 施設建設予定地の所有権に問題のないこと 
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F. 資機材運搬等アクセスに問題がないこと 

G. 施設建設に必要な既存施設の撤去に問題のないこと 

H. 建て替えの場合工事中の代替施設を確保できること 

I. 他ドナーによる協力との重複がないこと 

J. 自然災害や治安上の問題がないこと 

 

上記の選定基準を踏まえ、既存教室の老朽度合い、不足教室数、サイト状況等を基に協力対

象校の選定及び計画教室数の算定を行う。 

なお、要請対象校の選定基準と優先度、要請対象地域（ヌアクショットとヌアディブ）の選

定理由、および前回の無償資金協力の対象校（ヌアクショットの小学校）が要請対象に多数含

まれている理由等は、以下の通りである。 

 

a) 要請対象校の選定基準・優先度 

i) 既存校 

・過密度が高い学校：原則として、現在の１教室当たりの生徒数が 50 人を超える学校 

・他ドナーの協力対象となっていない学校 

ii) 新設校 

・最寄りの学校までの通学距離が長い地域 

・多大な生徒を受け入れている既存大規模校の負担を軽減する必要のある地域 

iii) 優先度に関するモ国側の補足的な説明 

・地域（ヌアクショット、ヌアディブ）毎の優先度は共通である。 

・地区（ムガッタ）毎の優先度は共通である。 

・小学校、中学校の優先度は共通である。 

・過密度の高い学校、二校制学校（1サイト内の同じ教室を 2校で共有使用しているケース）

の改善を優先する。 

・ヌアディブでは、カンサード地区に中学校施設がなく、市街地への通学が困難な状況であ

ることから、当該地区での中学校建設を優先する。 

 

b) ヌアクショット及びヌアディブが要請対象地域に選定された理由 

「第 1 章 1-1-1 現況と課題 (5) 初等教育、前期中等教育における課題」において述べた通

り、ヌアクショットとヌアディブでは、小学校 1教室当たりの生徒数が全国平均と比較して著

しく高いため、当該 2都市が要請対象地域として選定された。 

 

c) 小学校及び中学校が要請対象となった理由 

モ国は、ESDP の推進により、初等教育から前期中等教育までの基礎教育課程 9年間の質的向

上を図り、社会的ニーズに対応できる人材の育成を目指しており、小学校、中学校双方の施設

整備が緊急課題となっている。 
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d) 新設校が要請対象となった理由 

要請対象地域の小学校と中学校に関しては、教室総数が絶対的に不足しているため、既存施

設の拡張を図ると同時に、適切な公共用地を確保して学校新設を推進する必要がある。市街地

の公共用地は限られており、新規に学校用地を手当てすることは困難ではあったが、小学校に

関し、ヌアディブに 3サイト、中学校に関し、ヌアクショットに 5サイト、ヌアディブに 1サ

イトが確保された。 

 

e) 前回無償資金協力の対象校（ヌアクショットの小学校）が多数含まれている理由 

現在モ国は、学習効率改善のために、1学級当たりの生徒数の低減（ESDP の長期的目標は 40

人以下）と 2部制・二校制の解消を推し進める方針を取っており、今回の無償資金協力要請に

おいてもこの方針が貫かれている。 

前回の無償資金協力では、ヌアクショットを構成する 9つの地区毎に、最も過密度の高い学

校を選定し、過密状況の緩和の観点から教室当たり 60 人収容可能として、かつ 2 部制（教室

回転率 1.8～2.0）の実施を前提として必要教室数を算定し、51 校を対象として 284 教室、51

校長室、便所等が整備された。その後、前回無償資金協力の協力対象となっていなかった学校

に対して世銀等の支援により教室が増設整備されているため、前回の無償資金協力の協力対象

校は、現在のヌアクショットの 154 校の小学校の中でも過密度が高い学校のグループに含まれ

る結果となった。 

ヌアクショットにおいては、世銀の資金により ESDP で小学校 182 教室、UDP で小学校 88 教

室の建設実施が確定している。その対象は、前回の無償資金協力の対象外となった学校で過密

度の高いもの、二校制を採用している学校及びスラム地区の街区緊急整備事業に含まれた新し

いタイプの学校建設等であり、今回の我が国への無償資金協力の要請対象とは明確な腑分けが

なされている。上記 ESDP および UDP の建設工事が順調に進み、かつ今回の我が国の無償資金

協力の要請対象校に協力が実施された場合には、建設用地がないため実施保留となっている数

校の例外を除いて、小学校の二校制は解消されると同時に、ヌアクショット全体の１教室当た

りの過密度は、相当程度減少する見通しである。 

以上より、今回の無償資金協力要請でヌアクショットの小学校に前回の無償資金協力の対象

校が多く含まれているのは、他ドナーの協力と我が国無償資金協力との重複を避ける観点から、

モ国側が事前調整を行った結果によるものである。 

 

(2) 自然条件に対する方針 

1) 自然条件に係る建築計画上の配慮 

a) 降雨 

・年間降雨量は僅少であるが、雨期に強風を伴う集中豪雨が発生するので、雨水が溜まりや

すい地区では、雨水流入防止と将来的な地盤嵩上げに配慮した床高さを確保する。 

 

b) 風 

・30m/秒超の突風も発生するため、建物屋根の納まりは突風に対処し得るものとする。 

・風による砂の移動で、建物の基礎が露出する危険性があるため基礎深さの確保に配慮する。 
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c) 飛砂 

・日常的に発生する飛砂に関しては、普通教室、廊下及び階段等ではある程度の砂の侵入は

容認するが、中学校の技術棟や管理棟では砂の侵入を避ける開口部の仕様とする。 

 

d) 気温 

・気温の日較差が大きいため、遮熱、通風・換気の確保を重視する。 

 

e) 塩害 

・塩分を含む地下水や軟弱な地盤の地域があり、この地域に位置する計画施設は塩害防止と

安全な地盤支持の確保が可能となる基礎構造及び躯体仕様に配慮する。 

 

f) 岩盤露出・スロープ 

・ヌアディブでは脆い頁岩が地表に露出しているサイトや緩勾配のスロープを有するサイト

が多いため、建物の基礎設計では、特に不同沈下の防止に配慮する。 

 

2) 自然条件に係る施工上の配慮 

a) 降雨・地下水 

・雨期の低地部では、基礎構造の施工時に根切り部分に溜まった雨水が退かなかったり、あ

るいは地下水位が下がらなかったりするため、工事が困難となることが少なくない。よっ

て施工計画では低地部の雨期の工事内容に配慮する。 

 

b) 砂嵐 

・2 月～5 月の期間は砂嵐が多発するが、その発生は午後に顕著となるため、毎日の工事実

施時間の調整に配慮する。また、砂嵐発生時でも工事を続行させるべくゴーグル着用等を

指導する。 

 

3) 地下水資源の利用について 

・ヌアクショットとヌアディブ双方共に、通常、地下水は塩水であり、井戸を用いての安定

的な淡水供給は不可能であるため、井戸の掘削は本計画に含めない。 

 

(3) 社会経済条件に対する方針 

1) 計画地が都市部に位置することへの配慮 

ヌアクショット及びヌアディブでは、急速な人口増加による市街地の高密度化により、新た

な学校用地を市街地内で探し出すことは困難な状況にあるため、既存校が有するスペースは極

力有効利用する必要がある。従って本計画のサイト内における配置計画では、継続利用が不可

能な老朽既存校舎の建て替えを検討すると同時に、将来的な校舎増設余地を残すことにも配慮

する。 
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2) 学校建設に関係する諸機関の役割への配慮 

学校建設にかかる計画調整は MEN が行うが、土地の確保や近隣住民の協力の確保においては

県知事（ワリ）や地区長（ハケム）等のイスラム圏独特の社会機構の協力を得ながら施工を行

うことが重要であるため、学校建設に関連するこれら諸機関の協力を得る必要がある。 

 

3) 現地の文化慣習に対する配慮 

施設の効率的な運用の観点から、男女共学が今後一般的になると考えられるため、女子の学

校利用に配慮することが必要である。一例として、便所を男子、女子、教員別に分けて利用可

能となるように計画し、かつ便所の利用時に外部からの視線にさらされないように便所配置、

方向等に注意した計画とする。 

 

(4) 建設事情／調達事情、建設業界の特殊事情／商習慣等に対する方針 

1) 建設事情に対する方針 

モ国の建設市場は、売上げ総額が 2,844 百万 UM（2000 年、モ国国家統計局資料）に過ぎず、

まだまだ初期発展の段階にある。モ国の建設業は、資本金、所属エンジニアの数、事業実績等

において 7 段階のレベルに分類されているが、大規模工事が少ないために大手業者は少ない。

しかし、現在は世銀支援によりヌアクショットとヌアディブを結ぶハイウエイが建設中である

こと、ESDP による学校建設や UDP による都市改善計画等が着々と進行していること等から建設

需要は大きく、この需要に対応するため、これまで見られなかった生コンプラントやコンクリ

ート製品を専門に製造する工場等が出来ている等、建設業者の動きは活発である。 

本計画は学校サイト毎の工事規模は大きくないが、計画全体としては大規模な工事となるた

め、現地業者の選定や建設資材調達等の面で国内建設市場に混乱を生じさせないような配慮が

必要である。 

 

2) 調達事情、業界の特殊事情に対する方針 

モ国においては、小学校及び中学校の建設は数多く実施されており、必要な建築資材の殆ど

は現地調達が可能である。しかしながら、セメント、骨材、鉄筋を除く工業製品は全て輸入に

依存しているため資材の品質は多様である。建設資材に関するモ国の工業製品の規格はなく、

建築の設計基準も標準化されていないため、製品規格や施工規格はフランスの基準が準用され

ており、基準の適用に関しては、ビューローコントロールの資格を有した個々のエンジニアの

裁量に委ねられている。本計画では、多数サイトの同時着工となるため、均一な品質が確保さ

れた建設資材を同時期に大量調達する必要があるが、品質管理の観点から建築資材の選定には

留意しなければならない。 

 

3) 商習慣等に関する方針 

モ国では、施工上、基本的に日本と大きく異なる慣習はないが、エンジニアの経験不足、技

術仕様書の理解不足、仮設計画の不備、熟練労働力の不足等、改善すべき事柄は多い。ただし、

日本の無償資金協力の建設工事に参画した経験を有する技術者も存在するため、本計画でこの

ような技術者の活用は大いに有効と考えられる。 
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また、商取引をはじめ、的確なコミュニケーションを確保しての円滑な業務実施が重要であ

るため、現地の商習慣をよく理解したローカルスタッフの起用が重要となる。 

モ国の通貨は UM である。短期的な取引では UM で問題が無いが、ドルやユーロと比較して安

定性がないため、大きな商取引ではドルまたはユーロにて決済されることが通例である。本計

画では、現地で一般的であり、かつ比較的安定した通貨である US ドルで積算を行うこととす

る。 

 

(5) 現地業者の活用に対する方針 

1) 施工品質確保に関する留意点 

小学校及び中学校の計画は、世銀や IDB の支援のもとで MEN 及び MAED が行っており、2002

年からは標準設計に基づいた新しいタイプの小学校と中学校が建設中である。新しいタイプの

学校計画は、これまで耐久性の面で問題になっていた部分に改善が加えられており（特に屋根

仕様に関して、劣化が急速に進む亜鉛鉄板葺きからコンクリート防水の屋根に仕様変更がなさ

れている点が特徴的）、入札方式や施工監理体制も見直されているが、工事の大幅な遅れや、

仕様を満足しない状態で完成している等、改善すべき問題点を抱えている。新しいタイプの学

校計画については、現地調査において工事が完了した一部施設を視察したが、同一の設計図、

同一仕様でありながら、実際の現場の完成状況では、施工精度、施工品質の観点から大きな差

異があることも確認された。 

現地には、充分な施工能力を有する施工業者が存在し、その積極的な活用は現地建設のノウ

ハウ（地域住民との関係、資材、労務調達等）の有効活用になるとともに建設コストの削減に

もつながるため、本計画では、現地施工業者を最大限活用することを前提とした施工計画を策

定するが、上に述べたような工事品質上の差異発生を避けるために、現地業者の能力は充分に

吟味することとする。本計画では、同時に複数サイトの工事実施能力を有する現地施工業者（中

堅以上）による施工と経験豊富な現地エンジニアによる日常的な現場監理を前提とし、日本人

エンジニアが現地エンジニアを指導することによって、一定の施工品質水準を維持できる管理

体制を形成する。 

 

2) 建設地がヌアクショット、ヌアディブであることに関する留意点 

建設サイトはヌアクショット及びヌアディブが予定されている。現在、ヌアクショットとヌ

アディブ間は道路で結ばれておらず、砂漠かあるいは海岸線を走行する四輪駆動車や特殊トラ

ックによって輸送ラインが確保されているのみである。このような状況にあるため、両地域の

調達事情、労務事情は大幅に異なる。ヌアクショットがセネガル経済圏に近接しているのに対

して、ヌアディブはラスパルマス（スペイン）やモロッコ経済圏に近接していると考えられる。 

他方、モ国の建設工事では、熟練労務者の殆どをセネガル人の出稼ぎ者が占めている。ヌア

クショットはセネガルと近接しているため、セネガル人の雇用は容易であるが、ヌアディブは

西サハラに接する遠隔地であると同時に、主な産業が漁業に依存しているため、水揚げの多忙

期には一般の労働力が漁業に移動し、建設労務者は不足気味になる。このため、ヌアディブで

建設工事を行う場合は、ヌアクショットからセネガル人の熟練労働者を連れて行き、飯場を設

けて工事を行うことが一般的である。このようなことから、ヌアディブにおける熟練労務の調
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達には注意を要する。 

また、ヌアクショットは砂を主体とした地質であるが、ヌアディブでは頁岩の地表露出が多

く見られるといった地質上の違いや、ヌアディブでは、塩害対策としてかなり以前から既にコ

ンクリートには耐塩セメントを採用してきたといった施工方法上の違いに注意を払う必要が

ある。特に、本計画では、品質確保とコスト削減を両立させる観点から、ヌアクショットとヌ

アディブ双方にて十分な施工実績を持ち、本社をヌアクショットに有し、かつ常駐エンジニア

と仮設資材ヤードをヌアディブに有する現地施工業者によって工事が実施されることを想定

する。 

 

(6) 実施機関の運営・維持管理能力に対する方針 

1) 実施機関と関連機関・部局に求める役割 

学校施設の計画策定ならびに計画実施の連絡調整は MEN が行っている。世銀による小学校・

中学校の建設計画に関し、入札から施工監理までの計画実施業務を実際に担当してきたのは、

モ国公共事業庁（以下、AMEXTIPE と称す）であった。しかし 2001/2002 年度以降の ESDP によ

る学校建設計画では、上記の計画実施業務の内、小学校建設を世銀の建設計画事務局（Project 

Education Office）が担当し、中学校建設のみを AMEXTIPE が担当する体制に変更となった。

加えて、UDP のスラム地区改善計画に付随する小学校・中学校建設の計画実施業務に関しては、

上記 2 者の所轄ではなく、都市開発庁（以下、ADU と称す）が担当するため、小中学校建設の

計画実施業務は合計 3部局で行われている。 

一方、MEN の組織改編が実現した場合、本計画に関しては、前回の無償資金協力において計

画・協力局が担当してきた計画実施上の連絡調整業務の内、施設建設の計画調整、入札準備、

資金の調達、業者との契約までの連絡調整を計画・協力局が行い、新設される予定の財務・学

校施設局が契約後の建設工事の連絡調整業務を担当することとなる（整地準備工事等も同様）。 

本計画の実施機関は MEN の計画・協力局となるが、小学校・中学校の施設建設に関しては、

MEN の計画・協力局は世銀の ESDP による小学校建設を実施監理する建設計画事務局及び世銀の

UDP を推進する ADU と緊密な連携をとりながら計画実施を調整している。そのため、本計画の

実施にあたっては、これらの機関や部局を含めた定期的な連絡・協議体制を設定することが、

建設をスムーズに進めて行く上で重要になると考えられるため、先方への提言事項とする。 

 

2) 学校の維持管理状況への配慮 

小学校施設を維持管理するための費用は、市および父兄会が負担することが制度上定められ

ているが、現状では市当局からの支援は殆ど無い。MEN は 2003 年 10 月から日常的維持管理を

支援するための予算を各小学校に配分する予定であるものの、その額は充分ではなく、引き続

き父兄会の拠出金に依存せざるを得ない状況が続くものと予想される。中学校においては、現

在、父兄会の費用負担は無いが、中学校が継続的に建設された場合、学校の維持管理にかかる

経費が増大するため、各校に配分される維持管理予算の減額が予想されることから、小学校と

同様に、父兄が運営維持管理に参加することを求められることが予想される。以上を踏まえ、

本計画においては、出来るだけ維持管理負担が最小限となる計画策定を行う。 

上記に併せ、机・椅子等の備品や教材は、カリキュラムや利用方法に合致するだけではなく、
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MEN が自ら修理・更新できることに配慮して、現地で普及した仕様とする。 

 

(7) 施設・機材等のグレード設定に係わる方針 

本計画においては、ESDP 及び UDP に沿ってモ国側が作成した小学校標準プラン及び中学校標

準プランを尊重する。また、コスト削減の観点から必要以上のグレード設定を避け、現地で一

般的に採用されている仕様を基本とするとともに、モ国側が維持管理可能な仕様を設定する。 

なお、モ国側の標準設計によって整備された施設・機材を現地調査にて確認した結果、建設

業者によって出来上がりの水準に大きな差異があったため、施工上の品質と均質性の確保が可

能となるグレード仕様とする。 

 

(8) 工法／調達方法、工期に係わる方針 

1) 工法／調達方法 

現地の建設工事で使用されている建設資材の中で、砂、セメント、貝殻、砕石、鉄筋以外の

全ては、海外からの輸入品である。現地で一般的な工法に使用される建設資材については、輸

入品であっても安定的な供給がなされ、その調達は容易であるが、僅かでも特殊な工法が含ま

れると、使用される資材は高価となり、安定的な調達も困難となる。 

以上から、本計画においては、現地の類似案件の仕様及び在来工法の長所・短所を勘案し、

現地で品質が安定している資材の採用を重視し、施工の均質性の確保及びコスト削減を目指す。

また、現地施工に多い品質面でのバラツキや製品の耐久性不足の問題に関しては、仕様、価格、

施工性等の観点から調達先やデザインを工夫することで解決を目指す。 

 

2) 工期 

ヌアクショットとヌアディブでは調達資機材の輸入先も異なることが予想されるため、ヌア

クショット、ヌアディブ別に施工区域を設定し、それぞれ集中的に監理可能となるようにする。 

計画施設コンポーネントの工事内容、労務負荷、調達負荷、養生期間等の観点から標準工期

を設定する。その上で、現地施工業者の規模や資機材の調達の安全性を考慮し、同時着工可能

な複数サイトをグルーピングし、集中的な管理が可能となる無駄のない工期を設定する。また、

施工にあたっては、サイトが位置する当該地域の行政当局や MEN の視学官及び地域住民の協力

と理解が必要となるため、サイトのグルーピングは地区（ムガッタ）単位が基本となるよう配

慮する。 

なお、現地施工業者の技術能力の格差によって施工品質の差異が見られるため、本計画では、

施工監理のしやすいヌアクショットを当初の施工区域とし、現地施工業者や現地エンジニアの

育成を行い、当初の経験を活かしながら遠隔地となるヌアディブを施工する方針とする。 

 

3-2-2 基本計画 

(1) 協力対象校の選定、計画教室数の算定 

要請対象 70 校に関し、「3-2-1 設計方針（1）基本方針」に述べた「協力対象校選定にかか

る基準」及び現地調査結果に基づいた検討を行う。協力対象校の選定及び学校毎の計画教室数

の算定は、次に示すフローに基づいて行う。 
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図 3-1 協力対象校及びサイト毎の計画教室数の検討フロー 

 

1) 目標年次における不足教室数の算定 

a) 継続利用可能教室の算定 

調査対象校は様々な状況の校舎を有しているため、校舎別に老朽・劣化度からその継続利用

可能性の程度を下記の 3 段階に分類した。分類 A、B は、将来的に継続利用可能、分類 C は、

将来的に使用不可能と判定する。 

 
 

 

目標年次の各

要請校の予想

就学生徒数 

1 教室当たりの生徒数：

小学校：48 人／教室 

中学校：42 人／教室 

－

各要請校

の継続利

用可能教

室数 

目標年次における不足教室数の算定 

用地形状と寸法の検討 

協力対象校及びサイト毎の計画教室数

教室棟タイプの検討 

教室の老朽・劣化度の判定

目標年次の就学生徒数予測 

□ ヌアクショット市の各調査対象校における予想就学生徒数 

 =（2001/2002 年度の各校の生徒数の MEN 統計値) 

×（ヌアクショット市人口増加率 1.0375）5 

□ ヌアディブ市の各調査対象校における予想就学生徒数 

 =（2001/2002 年度の各校の生徒数の MEN 統計値) 

×（ヌアディブ市人口増加率 1.026）5 

教室棟プロトタイプ案 

1 小学校 

1) 平屋建て 2教室型 

2) 平屋建て 3教室型 

3) 2 階建て 4教室型 

4) 2 階建て 6教室型 

2 中学校 

同上および技術棟、管理

棟等 

調査団、MEN・MAED
専門家によるサイト

状況調査 

目標年次の各調査対象校の不足教室数 

目標年次における各調査対象校の必要教室数 

＝ 

□ 施設の全体配置（動線・校庭スペース等）

を考慮した上でのプロトタイプ配置可能性

検討 

□ サイトが狭小な場合、継続利用が不能と判

断される教室の撤去を考慮してプロトタイ

プ配置可能性検討 

□ 二校制校の場合、要請対象校 1校のみの不足教室数

を算定 

□ 2 校隣接校の場合、2 校分を合算して 2 校全体の不

足教室数を算定 

□ 1 校の教室合計数の上限は 18 教室とするが、2校隣

接校の場合および MEN が運営管理に特別な措置を講

ずる学校の場合に限り上限を 20 教室とする 

□ 小学校の新設校は、最小規模の 1校当たり 6教室と

する。中学校の新設校は 1校当たり 12 教室を上限と

してサイト毎に微調整を行う 

□ 不足教室の算定数が 2 教室以下となる学校は対象

外とする 

特殊扱い

÷
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表 3-1 教室の老朽・劣化度の分類 

分類 継続利用可能性の程度 老朽・劣化度の状況 

A 
「継続利用可能」 基礎、壁体、屋根組に構造的な損傷がなく、コンクリート床版

と屋根葺き材にも損傷がないもの。扉・窓が問題なく開閉可能
であるもの。 

B 
「部分的な補修により
継続利用が可能」 

基礎、壁体、屋根組には構造的な損傷がないが、コンクリート
床版、屋根葺き材、あるいは扉・窓等に損傷があり、補修・取
替え工事により復旧が可能な状態であるもの。 

C 
「継続利用不可能」 バラック施設。あるいは恒久的建築物であっても基礎、壁体、

屋根組に構造的な損傷が見られ、危険で崩壊の恐れがあるため
に使用者により建て替えの要望のあるもの。 

 

b) 不足教室数の検討 

各学校の現在の就学生徒数（2001/2002 年度 MEN 統計）から、目標年次（2006/2007 年）の

就学生徒数を予測し、以下の算式により各校の不足教室数を算定する。目標年次の就学生徒数

予測にはヌアクショット、ヌアディブ双方の年間人口増加率（2000 年の国勢調査時点でそれぞ

れ 3.75%、2.6%）を適用し、また 1教室当たりの収容生徒数には、ESDP および UDP で採用され

ている面積の教室に配置可能な学習机・椅子の数量（小学校では二人掛け机・椅子の 3 列×8

列配置が可能、中学校では二人掛け机・椅子の 3 列×7 列配置）から小学校で 48 人／教室（2

×3×8＝48）、中学校で 42 人／教室（2×3×7=42）を採用する。不足教室数の計算式は、下記

の通りであるが、当該算式で得られた値に関して小数点以下の端数切上げ処理を行うものとす

る。 

 

目標年次*１の不足教室数 

＝ 目標年次の各校の予想就学生徒数÷1 教室当たりの収容生徒数（小学校で 48 人、中学校で

42 人）－継続利用可能教室数*２ 

 

＊1 目標年次： 本計画の完了時期と推定される 2006/2007 年を目標年次とした。 

＊2継続利用可能教室数： 上表「教室の老朽・劣化度の分類」中、分類 A、Bに該当する教室を継続利用可能教室とする 

 

なお、継続利用可能教室数が充分で目標年次の予想就学生徒数を問題なく収容でき、不足教

室が発生しない 4サイトは協力対象外とする（要請番号 No.5、7、50、51）。 

 

c) 新設校の規模設定 

i) 新設小学校 

 小学校に関しては、ヌアディブにおいて 3校の新設要請がなされた。現在、ヌアディブには

既存小学校が 27 校存在し、総生徒数は約 12,700 人（2001/2002 年度）、既存教室総数は 215

教室、本計画を実施した場合の既存小学校に対する増設教室数（32 教室）を加えても教室総数

は 247 教室である。本計画の目標年次には総生徒数は約 14,400 人まで増加し、1学級 48 人授

業の場合、54 教室の不足教室が発生する見通しである。 

上記の教室不足を解消するには、既存小学校での教室増設に頼るばかりではなく、小学校を

新設することで問題を解消することが必要となる。本計画を要請するにあたり、MEN はヌアデ
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ィブ市街地北部の人口流入の激しい地区に、狭小ながらも小学校新設用地を 3サイト（要請番

号 No.57、58、59）準備した。3 サイトとも 2 階建て教室棟を採用してようやく 6 教室が確保

できる程度の極めて狭小な用地である。従って、上記不足教室数の全てを充足させることはで

きないが、本計画では、各サイトに完全校として最小限の6教室規模の新設小学校を計画する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

ii) 新設中学校 

中学校の新設は、ヌアクショットに 5校、ヌアディブには 1校要請された。現在、ヌアクシ

ョットには既存中学校が 15 校存在し、総生徒数は約 20,600 人（2001/2002 年度）、既存教室総

数は 274 教室、UDP の中学校新設・教室増設プログラムの計画決定分（96 教室）と本計画を実

施した場合の既存中学校に対する増設教室数（18 教室）を併せても教室総数は 388 教室である。

目標年次には総生徒数が約 24,800 人まで増加し、1 学級 42 人授業の場合、202 教室が不足す

る見通しである。一方、ヌアディブでは、既存中学校は 2 校存在し、総生徒数は約 2,400 人

（2001/2002 年度）、既存教室総数は 35 教室であり、目標年次には総生徒数が約 2,750 人まで

増加し、31 教室が不足する見通しである。 

以上に述べた通り、ヌアクショットとヌアディブの中学校は、絶対的な教室不足の状況にあ

り、教室不足の解消は、既存中学校の教室増設のみに頼るのみではなく、学校を新設すること

で問題を解消することが必要となる。本計画を要請するにあたり、MEN は中学校新設用地をヌ

アクショットに 5 サイト、ヌアディブに 1 サイト準備した。これら中学校新設用のサイトは、

ヌアクショットでは、中学校の就学生徒数が最大規模となる Arafat 地区（No.65）、中学校施

設が全くない地区である Sebkha 地区（No.67）と Tevragh Zeina 地区（No.68）、さらに教室不

足が顕著な Toujounine 地区（No.66）と Teyarett 地区（No.69）の 5地区から選定され、ヌア

ディブでは、中学校新設用地は SNIM（鉄鉱石公団）関連住民が多数在住するにもかかわらず、

中学校施設のない Cansado 地区から選定された（No.70）。 

本計画では、6 サイト全てに新設中学校を計画するが、ESDP 及び UDP では 1 学校当たり 12

教室を標準規模として運営体制を整備していることから、本計画の協力規模は 12 教室を上限

とし、各地区の中学校入学生徒数の動向を確認した上、上記不足教室数（ヌアクショット 343

教室、ヌアディブ 31 教室）の範囲内で計画する。各地区の視学官および MEN 中等教育局の中

学校入学生の動向に係る判断を踏まえ、3 サイト（No.65、66、67）では 12 教室、目標年次に

おいて教室数が過多となる可能性のある 3 サイト（No.68、69、70）では 3 教室を減じて 9 教

室の学校規模とする。 

表　ヌアディブの既存小学校の概況と目標年次における不足教室数（既存小学校への本計画の教室増設整備を含む）

既存教室数

本計画を実施し
た場合の既存小
学校に対する整
備教室数

左記合計（室数）

全27校 12,682 14,419 215 32 247 54

目標年次の
不足教室数

注：　目標年次における予想生徒総数は、2001/2002年度現在の生徒総数とヌアディブ市の人口増加率（2.6%）を基に算定した。

ヌアディブの既存小学校数

既存および増設計画教室数

2001/2002年度
現在の
生徒総数（人）

目標年次におけ
る予想就学生徒
総数（人）

表 3-2 ヌアディブの既存小学校の概況と目標年次における不足教室数 

（既存小学校への本計画の教室増設整備を含む） 



 44

 

 

既存教室数
UDPの中学校新
設・増設プログラ
ム

本計画を実施し
た場合の既存中
学校に対する整
備教室数

左記合計（室
数）

ヌアクショット 全15校 20,603 24,767 274 96 18 388 202
ヌアディブ 全2校 2,418 2,749 35 0 0 35 31

（それぞれ3.75%、2.6%）を基に算定した。

既存および増設計画教室数

目標年次の
不足教室数

注：　目標年次における予想中学生数は、2001/2002年度現在の生徒数とヌアクショット市、ヌアディブ市の人口増加率

地域 既存中学校総数
2001/2002年
度現在の
生徒総数（人）

目標年次にお
ける予想就学
生徒総数（人）

 
 

2) 特殊扱いの検討 

a) 二校制の場合 

要請対象の小学校 59 校中、1 サイトの施設を他の学校と共用する二校制校は 12 校含まれ、

二校制各校では 2校の内、一方の学校のみが要請対象として選定されているが、当該事項に関

しては、MEN は目標年次までに二校制の相手校を他所へ移転させる意向であることから、要請

対象校のみの生徒数（目標年次の予想就学生徒数）により計画教室数を算定する。 

 

b) 2校隣接の場合 

要請対象の小学校 59 校中、他の学校と隣接する 4校の 2校隣接校に関しては、MEN は「隣接

する 2校は 1校に統合する」方針であることから、隣接校の生徒数を要請対象校の生徒数に合

算して 2校全体としての不足教室数を算定し、これに基づいて計画教室数を算定する。 

 

c) 1学校当たりの教室総数の上限値 

MEN は、校長の管理能力を考慮し「（特殊な例外を除いて）原則的に 1学校の普通教室数の上

限を 18 教室とする」方針であるため、本計画においても、既存の継続利用可能教室と本計画

の新規計画教室数の合計が原則的に 18 教室を超えないように配慮する。ただし、2校隣接校に

ついては、目標年次までに過剰分の就学生徒を配置換えすることが困難であるが、当面 2人の

校長による管理が期待できることから、MEN が一部既存の大規模校で認めている 20 教室を教室

総数の上限とする。また、人口流入の激しいスラム街に立地する他の 1サイト（要請番号 No.36）

は、周辺には他の学校や新設校建設のための適地もないような事情があるが、MEN が運営管理

の予算措置に特に配慮し、かつ当該校に隣接する視学官事務所を通じて特別な運営指導を実施

する方針であることが確認されたため、教室数の上限を 20 教室とする。 

上記基準により、継続利用可能教室数が丁度 20 教室であった 2 校隣接校の 1 サイト（要請

番号 No.45）は、新規教室の建設余地なしとして協力対象外とする。 

 

d) 不足教室の算定値が 2教室以下となる場合 

不足教室の算定結果が 2教室以下となる学校は、協力規模が過小なものとして協力対象外と

する。よって、これに該当する４サイト（要請番号 No. 3、24、41、42）を協力対象外とする。

ただし、不足教室数が 2教室を超えるにもかかわらず、敷地狭小等の理由で 2教室しか計画で

きない学校は協力対象に含める（要請番号 No.46）。 

 

表 3-3 ヌアクショットとヌアディブの全既存中学校の概況と不足教室数 

（UDP の計画と本計画の教室増設整備を含む） 
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e) その他 

 中学校の学校規模に関しては、MEN は 3 教室を 1 単位として 3 教室、6 教室、9 教室、12 教

室および 18 教室で整備する方針であることから、既存校の教室増設および新設校双方におい

て、計画教室数は左記方針に合致するよう調整する。また、要請対象の既存中学校 5校は全施

設が平屋建てとして建設されており、MEN は教室増設にあたっては平屋建て教室を計画する意

向であることから、協力対象既存中学校の計画教室は平屋建てとする。 

 

3) 用地形状と寸法の検討 

a) 教室棟タイプの検討 

 本計画においては、小学校及び中学校の既存校と新設校双方に共通した教室棟のプロトタイ

プとして、回廊（外廊下）を備えた「平屋建て 2 教室タイプ」、「平屋建て 3 教室タイプ」、「2

階建て 4教室タイプ」および「2階建て 6教室タイプ」の 4タイプを採用する。 

また、新設小学校の場合には、校長室を各校に 1棟計画し、新設中学校の場合には、管理棟

（校長室、教職員室および倉庫により構成される）と技術棟（自然科学講義室・理科学準備室、

コンピュータ室、図書室、倉庫により構成される）を各校に１棟ずつ計画する。 

 

b) 用地が狭小で新規教室の建設余地がないサイト 

上記の教室棟、技術棟、管理棟および校長室といった主要施設コンポーネントが、配置計画

上、無理なくサイト内に配置可能であるかをサイト毎に検討した結果、用地が狭小のため建設

余地がない 4サイトは協力対象外とする（要請番号 No.15、34、38、60）。 

用地形状と寸法の検討においては、用地内で既存施設が過密であるために新規教室の整備用

地が充分でなく、不足教室数の全てをカバーすることが困難な場合でも、上記１学校当たりの

教室総数上限値の範囲内で、用地内で最大限の教室数を確保することを検討する。 

 

c) 用地が狭小で、継続利用不可能な老朽教室等を撤去して新規整備教室を計画するサイト 

次表に示すサイトは、用地が狭小な学校で、継続利用が不可能な老朽教室等を撤去すれば新

規教室の整備が可能なため、左記撤去を前提に教室整備を検討する。撤去すべき老朽施設は、

主として教室であるが、一部の学校では教員室、守衛室、便所、倉庫、仮設水槽および囲い塀

が含まれる。 

本計画では、これら継続利用が不可能な老朽教室等をモ国側が撤去することを前提にして、

サイト毎に新規教室の配置計画を行う。 
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表 3-4 継続利用不可能な老朽教室等を撤去すれば新規教室の整備が可能なサイト 

要請番号 撤去すべき老朽施設 要請番号 撤去すべき老朽施設 

No.  8 4教室 No. 27 4教室 

No.  9 5教室 No. 28 2教室と倉庫 2棟 

No. 10 6教室と仮設水槽 1 No. 32 7教室と仮設水槽 

No. 12 4教室と仮設水槽 No. 33 4教室、守衛室 1棟および便所 1ブース 

No. 13 2教室 No. 35 2教室 

No. 14 2教室 No. 36 バラック教室 1教室 

No. 16 6教室と仮設水槽 1 No. 43 2教室 

No. 17 3教室 No. 48 3教室と仮設水槽 1 

No. 23 囲い塀 No. 63 囲い塀 

No. 25 仮設水槽 1  

 

4) その他の協力対象校選定基準の検討 

 要請対象 70 校の中で、「教員の確保、予算の確保及び関係者の協力等施設の運営維持管理」

に問題がある学校はない。加えて、「施設建設予定地の所有権」、「資機材運搬等のアクセス」、

「施設建設に必要な既存施設の撤去」、「建て替え時における工事中の代替施設の確保」、「他ド

ナーによる協力との重複」及び「自然災害や治安」に問題のある学校はない。 

 

(2) 付帯施設の検討 

1) 校長室（小学校）の検討 

要請対象の既存小学校全 56 校（ヌアクショット 47 校、ヌアディブ 9校）において、全ての

学校で校長室の整備がなされている。ただし要請番号 No.5 のサイトでは教室が校長室に転用

されており、要請番号 No.50 のサイトでは校長室が改修工事中であった。前回の無償資金協力

の対象となった 42 校では、普通教室の間に 3.0m×7.2m の校長室が設置されているが、前回の

無償資金協力の対象とならなかった学校では、3.5m×5.0m 程の独立家屋を校長室に充てたり

（要請番号 No. 11、37）、教室棟末端に 4.0m×6.0m 程の校長室を整備したり（要請番号 No.14）、

あるいは、教室を転用し内部を区画して 4.0m×5.0m 程度の校長室を設置している（要請番号

No.40）という状況である。 

校長室は学校運営・管理に不可欠で、前回の無償資金協力の対象校においても利用度が極め

て高い施設である上、もし校長室を整備しない場合には教室が転用されることとなる。従って

本計画では、新設小学校 3校（要請番号 No.57、58、59）に校長室１室を計画する。 

 

2) 管理棟（中学校）の検討 

要請対象の既存中学校全 5校において、管理棟の整備がなされている。ESDP 及び UDP のプロ

トタイプがそのまま使われており、校長室、副校長室、会計室、舎監室、職員室兼会議室の 5

室により構成されている（延床面積：約 95m2）。 

中学校では校長に加え、副校長（校長の下で教員の授業活動調整を担当）、舎監（supervisor：

全教員の勤務評定と生徒の就学指導を担当）、会計といった担当者が学校運営業務を実施し、
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かつ、教科担任を集めての職員会議も頻繁に行われることから、これらの業務を行うスペース

は、中学校の効率的な運営には不可欠である。もし当該スペースが用意されない場合には、上

記小学校同様、普通教室が転用されることとなる。従ってモ国の管理棟プロトタイプの内容を

吟味し、必要なスペースを抽出して効率化を図った上、本計画の新設中学校 6 校（要請番号

No.65、66、67、68、69、70）に管理棟 1棟を計画する。 

 

3) 技術棟（中学校）の検討 

要請対象の既存中学校全 5 校において技術棟の整備がなされている。管理棟と同様に ESDP

及び UDP のプロトタイプが使われており、自然科学講義室・理科学準備室、コンピュータ室、

図書室（閲覧室・司書室兼書庫）によって構成されている（延床面積は回廊部分を含め約 290m2）。 

モ国は、中学校までの履修課程を義務教育と定め、中学校への入学者の拡大と教育の質の向

上を重要課題として掲げ、その中で一般教育に加えて、これまで十分に力が注がれて来なかっ

た理科学教育、技術教育、図書室学習等を中学校において以下の通りに実施することを決定し

ている。 

 

a) 理科学教育について 

第 1学年から 3学年までの 3年間を通して自然科学（いわゆる生物学：具体的主題としては

「動植物の分類と生態」、「動物の運動」、「呼吸と栄養」、「植物葉緑素と栄養」、「生殖」、「人体

と器官」等）の授業が、第 3 学年において集中的に物理・化学（具体的主題として、「物質と

熱」、「力学」、「電気と磁気」、「光学」、「物質の不連続構造」、「化学反応」、「元素」、「分子と原

子」等）の授業が実施される。このため自然科学講義室と理科学準備室は、下表の通りに使用

される予定である。 
 

表 3-5 自然科学講義室と理科学準備室の利用時間 

 第 1 学年 第 2学年 第 3学年 年間合計（1学年 3学級の場合）

自然科学 

 

1.5 時間/週 1.5 時間/週 1.5 時間/週 594 時間 

（1.5 時間/週×3学級 

×3学年×44 週） 

物理・化学 

 

0 時間/週 0 時間/週 2 時間/週 216 時間 

（2時間/週×3学級×36 週） 

 
実験用機材と試薬類は AfDB の資金で配布され、その維持管理は MEN 中等教育局ワークショ

ップから各学校に割り当てられる年間予算で賄われる計画である。また、理科学教育を充実さ

せるため、MEN は教員の教育訓練を実施中で、既に 2002 年 12 月と 2003 年 3 月に第 3学年の物

理化学を担当する全教員への訓練が完了しており、2002/2003 年度と 2003/2004 年度で、物理

化学教員と自然科学教員への訓練を実施する予定である。 

 

b) コンピュータ教育および図書室について 

コンピュータ教育は、データ処理とインターネット利用法を中心として実施する予定で、機

材は IDB の資金で調達する予定であり、教員の教育訓練も 2003 年 9～10 月に実施している。

また、図書室には、百科事典、小説類およびドキュメンタリー作品等を収蔵予定で、世銀、FC、

AfDB および ESDP 予算で調達される予定である。MEN 予算により各図書室に 1 名の司書が配置
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される計画となっている。 

 

c) 技術棟の計画 

以上に示した通り、モ国側は理科学教育、コンピュータ教育、図書室学習等を中学校におい

て実施することを決定し、その準備を確実に実施しているため、本計画の新設中学校 6校に関

しても技術棟を 1棟計画する。ただし、コンピュータ室と図書室に関しては、計画内容に不明

瞭な点が多いため、中学校自体の収容能力拡大ニーズが極めて高いことに鑑み、普通教室にも

容易に転用可能な設計内容とすることで活用可能性を担保した上、計画する。 

 

4) 守衛室（中学校）の検討 

要請対象の既存中学校全 5校において、守衛室が整備されており、一様にコンクリート・ブ

ロック造陸屋根で約 3.2m×3.2m 程度の平面寸法である。 

中学校では、小学校に比して施設・機材内容が一段と高度化し、かつ部外者の出入も多くな

ることから、防犯上、常時守衛が雇用されており、その居住のための施設が不可欠となってい

る。従って本計画においては、新設中学校 6 校に対してのみ既存中学校と同程度の守衛室を 1

室計画する。 

 

5) 便所（小学校及び中学校）の検討 

便所は要請対象の既存小学校および中学校 61 校の内、1校（要請番号 No.35）を除き、全て

で整備されているが、ブース数は 2～14 ブースと数に差があり、維持管理状況にも大きな差が

見られる。また ADRA（NG0）によって、やや過剰に便所が整備されているサイトも存在する。 

便所は、児童期から保健衛生教育を実地に行って生徒に衛生観念を植え付けると同時に、女

子の就学促進には不可欠の施設であるが、小学校では他ドナーの整備事例も多く、かつ使用頻

度も中学校に比して低いことから、本計画では便所が全く整備されていない既存小学校（上記

既存小学校 No.35 のサイト）と新設小学校 3校に必要最小限の便所ブース数、すなわち男子・

女子生徒別に各 1ブース、男性・女性教員別に各 1ブース、計 4ブース／校を計画する。便所

外部には手洗い用に可動型給水タンクを設置する。 

他方、中学校では他ドナーの整備事例が少なく、かつ使用頻度もある程度高くなるため、新

設中学校 6校に対し、既存中学校で採用されている標準型式の生徒用便所（男子・女子生徒用

各 4ブース、計 8ブース）および男性・女性教員用各 1ブース（計２ブース）を計画する。本

計画において便所を計画する学校では、便所外部には手洗い用の可動型給水タンクを設置する。

既存中学校５校は全て便所を備えているため、当該５校には新たな便所は計画しない。 

 

6) 給水施設の検討 

本計画においては保健衛生教育上の配慮から、便所を計画する学校には、便所外部に手洗い

および飲料水用の可動型給水タンクを計画する。また、全協力対象校において工事用仮設貯水

槽を工事完了後も存置させて雑用水の用途等に供する。左記に加え、新設中学校では技術棟と

教員便所用の給水設備（市水直結または給水用貯水槽、高置水槽、揚水ハンドポンプで構成さ

れるシステム）を計画する。 

水道料金は、当面、父兄等に依存せざるを得ない状況が続くと考えられるため、給水箇所と
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給水量を最小限とした節水型の給水計画とする。 

 

7) 囲い塀の検討 

囲い塀は、強風による校庭内の飛砂の堆積や校舎の基礎の洗掘を防ぐと同時に、防犯上、警

備を確実なものとする上で重要な付帯施設であるが、小学校と中学校双方に対して、モ国政府

がノンプロ無償の見返資金等を用いて整備することが可能と考えられるため、計画対象外とし、

モ国側の負担工事とする。 

 

(3) 協力対象校および計画施設数 

要請対象全 70 校から 13 校（要請番号 No.3、5、7、15、24、34、38、41、42、45、50、51、

60）を除いた 57 校を協力対象校とする。協力対象校及び計画施設数を次表に示す。 
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表 3-6 協力対象校リスト１（小学校：網掛け部分は協力対象外） 
小学校

617.52

463.14

961.69

522.42

368.04

463.14

231.57

575.74

385.95

575.74

0.00

575.74

943.78

1,151.48

308.76

308.76

0.00

231.57

0.00

計
画
施
設
延
床
面
積
（
m
2
）

231.57

540.33

0.00

-

2校制

2校制

(3)

-

2校制

2校制
(11)

-

2校制
(5)

2校
隣接

2校
隣接
(6)

-

2校制

2校制

2校制
(19)

-

2校制

-

-

計画教室数は、目標年次の不足教室数
全てをカバーしている。

目標年次の必要教室数は、現在の継続
利用可能教室で充足することとなるた
め、新規の教室整備は不要である。

2校隣接校に関しては2校分の敷地を1サ
イトと捉え、かつ、当面2校が並存するこ
とを考慮して1校当たり教室数上限値を
「20」とする。当校の整備教室数は、（目
標年次の不足教室数を充足できないが）
当該の上限値とした。

目標年次の必要教室数は、現在の継続
利用可能教室で充足することとなるた
め、新規の教室整備は不要である。

備考

当校の計画教室数は、目標年次の不足
教室数全てをカバーしている。

計画教室数は、（目標年次の不足教室
数全てをカバーできないが）1校当たりの
教室数上限値（18教室）とした。

不足教室数が2教室となるため、計画対
象外とする。

計画教室数は、目標年次の不足教室数
全てをカバーできないが、狭小敷地での
最大限の整備を検討した。

計画教室数は、目標年次の不足教室数
全てをカバーしている。

計画教室数は、狭小敷地での最大限の
整備を検討した。

計画教室数は、目標年次の不足教室数
全てをカバーしている。

計画教室数は、（目標年次の不足教室
数全てをカバーできないが）狭小敷地で
最大限のものとした。

計画教室数は、目標年次の不足教室数
全てをカバーしている。

計画教室数は、（目標年次の不足教室
数全てをカバーできないが）狭小敷地で
の最大限の整備を検討した。

敷地狭小につき、新規教室の整備は不
可能である。

狭小な敷地で最大限の計画教室数とし
た。

計画教室数は、（目標年次の不足教室
数全てをカバーできないが）狭小敷地で
の最大限のものとした。

計画教室数は、目標年次の不足教室数
全てをカバーしている。

計画教室数は、目標年次の不足教室数
全てをカバーしている。

計画教室数は、目標年次の不足教室数
全てをカバーしている。

計画教室数は、目標年次の不足教室数
全てをカバーしている。

計画教室数は、目標年次の不足教室数
全てをカバーしている。

06 112○ ○

0 6

P 22
TALEB AHMED O. TOUEIR GENNE

P 21
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表 3-6 協力対象校リスト 2 （小学校：網掛け部分は協力対象外） 
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隣接
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隣接
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-

-

2校
隣接
(47)

-

計画教室数は、目標年次の不足教室数
全てをカバーしている。

備考

不足教室数が1教室（2教室以下）となる
ため、計画対象外とする。

計画教室数は、（目標年次の不足教室
数全てをカバーできないが）既存施設が
散在する中、最大限のものとした。

計画教室数は、目標年次の不足教室数
全てをカバーしている。

計画教室数は、目標年次の不足教室数
全てをカバーしている。

計画教室数は、（目標年次の不足教室
数全てをカバーできないが）1校当たりの
教室数上限値（18教室）とした。

計画教室数は、目標年次の不足教室数
全てをカバーしている。

計画教室数は、目標年次の不足教室数
全てをカバーしている。

計画教室数は、目標年次の不足教室数
全てをカバーしている。

計画教室数は、（目標年次の不足教室
数全てをカバーできないが）1校当たりの
教室数上限値（18教室）とした。

計画教室数は、目標年次の不足教室数
全てをカバーしている。

用地内の過密な施設により、新規教室
の整備は不可能である。

2校隣接校に関しては2校分の敷地を1サ
イトと捉え、かつ、当面2校が並存するこ
とを考慮して1校当たり教室数上限値を
「20」とする。（目標年次の不足教室数全
てをカバーできないが）当該枠内で最大
限の計画教室とした。

計画教室数は、（目標年次の不足教室
数全てをカバーできないが）1校当たりの
教室数上限値の特殊扱い（20教室）まで
を確保した。

計画教室数は、目標年次の不足教室数
全てをカバーしている。

敷地狭小につき、新規教室の整備は不
可能である。

計画教室数は、目標年次の不足教室数
全てをカバーしている。

計画教室数は、目標年次の不足教室数
全てをカバーしている。

不足教室数が2教室となるため、計画対
象外とする。

不足教室数が2教室となるため、計画対
象外とする。

計画教室数は、（目標年次の不足教室
数全てをカバーできないが）1校当たりの
教室数上限値（18教室）まで整備するこ
とを検討した。

計画教室数は、（目標年次の不足教室
数全てをカバーできないが）1校当たりの
教室数上限値（18教室）とした。

2校隣接校に関しては2校分の敷地を1サ
イトと捉え、かつ、当面2校が並存するこ
とを考慮して1校当たり教室数上限値を
「20」（18教室の約10%増し）する。当校は
継続利用可能教室総数が丁度20教室と
なるため、新規教室の整備はない。

計画教室数は、（目標年次の不足教室
数全てをカバーできないが）狭小敷地で
の最大限のものとした。

2校隣接校に関しては2校分の敷地を1サ
イトと捉え、かつ、当面2校が並存するこ
とを考慮して1校当たり教室数上限値を
「20」とし、当該枠内で計画教室の適正
配置を検討する。当校の計画教室数
は、（目標年次の不足教室数全てをカ
バーできないが）サイト内での最大限の
ものとした。
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表 3-6 協力対象校リスト 3 （小学校／中学校：網掛け部分は協力対象外） 
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計画教室数は、（目標年次の不足教室
数全てをカバーできないが）狭小敷地で
の最大限のものとした。

計画教室数は、目標年次の不足教室数
全てをカバーしている。

目標年次での必要教室数は、現在の継
続利用可能教室数で充足するため、新
規の教室整備は不要である。

目標年次での必要教室数は、現在の継
続利用可能教室数で充足するため、新
規の教室整備は不要である。

計画教室数は、目標年次の不足教室数
全てをカバーしている。

計画教室数は、（目標年次の不足教室
数全てをカバーできないが）サイト内で
の最大限のものとした。

計画教室数は、（目標年次の不足教室
数全てをカバーできないが）サイト内で
の最大限のものとした。

計画教室数は、目標年次の不足教室数
全てをカバーしている。

敷地が著しく狭小で要請教室数を満足さ
せることができないが、新設校として最
低限6教室（各学年1教室）を計画した。

敷地が著しく狭小で要請教室数を満足さ
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表　地域別および小学校、中学校別、施設種別の協力規模一覧
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表 3-7 地域別および小学校、中学校別、施設種別の協力規模一覧 
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(4) 施設配置計画 

以下の施設配置の方針に従い、協力対象の各小学校・中学校の施設配置計画を行う。なお、

各協力対象校における施設配置計画は付属資料に示す。 

 

A. 既存の継続利用可能教室棟および諸施設、新規の計画教室およびその他計画施設、校庭、

および正門等の位置関係に配慮し、一団の教育施設としてまとまりのある構成にすると

同時に、将来の施設拡充にも対応できる余地を確保して、学習環境としてふさわしい施

設配置計画とする。 

B. 現地の伝統的な建築配置を参考にし、日射、風向等の自然環境に配慮した施設配置とする。 

C. 児童の運動や遊戯ができる空間を確保した施設配置を行う。 

D. 相手国側負担を軽減できるよう、既存教室を可能な限り利用できるような施設配置をする。 

E. 人口が急増している都市の市街地に立つ学校施設であることを考慮して、周辺が家屋の

密集地である場合には 2階建て教室の整備を考慮する。 

F. 原則として、便所は教室棟及び貯水槽と離れた場所に配置をする。 

 

(5) 建築計画 

1) 平面計画 

a) 教室棟プロトタイプ 

i) 小学校の類似事例 

1970 年代から現在まで、世銀の教

育セクター計画で建設されてきた小

学校の教室（世銀標準タイプ）は平

屋建てで、「2教室タイプ」が最も多

く、次に「3教室タイプ」が続く。「4

～6 教室タイプ」も見られるが、こ

れは 2・3教室タイプの教室棟を若干

の空隙を取って 2 棟連棟で建てたも

のである。つまり 3 教室タイプが 1

棟としては最大であるが、これは建

物を約 30m 以内で構造的なエキスパ

ンションを設けるといった仏構造基

準に沿ったものである。モ国では

1999 年以降、ESDP と UDP により 2階

建て教室棟の建設も開始されている。 

一方、1997～2000 年度に実施され

た無償資金協力の教室棟は「2～3教

室タイプ」と「2～3教室タイプ＋校

長室」である。 

図 3-3 前回の無償資金協力の小学校教室標準タイプ 

図 3-2 世銀の小学校教室標準タイプ 
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ii) 中学校の類似事例 

 世銀で建設された中学校では、原則的に平屋

建ての「3 教室タイプ」が採用されているが、

小学校と大きく異なるのは、教室棟前面に回廊

（外廊下）を備えている点である。回廊は、砂

漠特有の強烈な直達日射と輻射光を遮りなが

ら教室内回廊側の開口部を大きく開け放つこ

とができるため、教室の換気上有効であるばか

りでなく、半戸外の日陰空間は、児童の遊戯・

休憩や教職員の打合せ・連絡業務等、多目的に

使用される。中学校では小学校と同様に 1999

年以降、ESDP と UDP により 2 階建て教室棟の

建設も開始されている。 

 

iii) 本計画の教室棟プロトタイプ 

 本計画においては、現地で最も普及している「平屋建て 2教室タイプ」と「平屋建て 3教室

タイプ」を採用すると同時に、市街地の狭小敷地に対応すべく左記平屋建てタイプを 2層化し

た「2階建て 4教室タイプ」と「2階建て 6教室タイプ」、以上 4タイプを小学校と中学校の双

方に共通して採用する。 

また、前回の無償資金協力では軒の出を 1.5m 程度確保したにもかかわらず、その軒下に良

好な日陰空間を得ることができなかったこと、および上記「中学校の類似事例」で述べた通り

中学校の回廊（外廊下）が有効に機能していることに鑑み、回廊を全てのタイプの教室棟に採

用する。2 階建て教室タイプに対しては構造的に教室棟とは独立した屋外階段ユニットを付設

する。 

         

     

 

b) 教室の平面寸法の検討 

現在のモ国側の教室標準型に準じ、教室の平面寸法を6m×9m程度（小学校では48人／教室、

中学校では 42 人／教室）とする。当該寸法を採用するに至った状況を以下に示す。 

 

 

図 3-5 本計画の教室棟プロトタイプ 

図 3-4 世銀の中学校教室標準タイプ 
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i) 教室の平面寸法 

 モ国における教育セクターの開発計画は、1975 年を開始年次とする第 1 次教育計画

（Education-1）から、2000 年次を目標年次とする第 5次教育計画（Education-5）まで継続的

に実施されてきた。教室の平面寸法は、1970 年～1980 年代後半（Education-1,2 の実施時期）

の初期段階において約 5m×6m、約 5m×7m というものが見られ、1988 年～1995 年（Education-3

の実施時期）には一部約 5.5m×8.5m というものも見られるが、上記初期段階から現在に至る

まで一貫して 6m×9m という平面寸法が存在し、特に 1995 年以降（Education-4,5 および現在

の ESDP、UDP）では 6m×9m が標準寸法として採用されている。 

前回の無償資金協力実施時には、1 教室当たり 100 人を超えるような教室の過密状況を如何

にして効率的に解消するかを最大の目標としていたため、Education-3 及び 5 タイプの教室で

ある 6m x 9m の横幅を多少広げ、二人掛け机・椅子を 4列×8列（8行目のみ 2列）に配列し、

60 人の生徒を収容可能な 7.2m×9m の平面寸法の教室を採用した。しかしながら、ヌアクショ

ットの既存校のほとんどが 6m×9m の平面寸法を取っ

ている上、ESDP および UDP で実施中の新しい学校建

設計画の教室においても、1 学級の生徒数 40 人を目

指して、教室の平面寸法を 6m×9m、（机・椅子は 2人

掛けで 3列×7列の 42 人収容）としているため、MEN

は、この平面寸法を今後の小中学校整備の標準型とし、

本計画にもこの平面寸法を適用したい意向である。こ

の教室平面寸法と収容生徒数は、生徒１人当たりの教

室専有面積の観点から国際的にも適正であること、標

準的な教室平面寸法による学校建設を継続すること

がモ国の学校整備事業の推進面からも望まれること

から、先方が要望している教室平面寸法 6m×9m（壁

芯寸法では 6.2m×9.3m）を小学校と中学校に共通し

て採用する。 

なお、教室平面を 6m×9m とした場合、図に示す通

り、小学校では 48 人（2 人掛け机・椅子が横 3 列×

縦 8列の配列）まで無理なく生徒を収容でき、中学校

では、生徒の体格の違いから机・椅子の単位寸法を若

干大きくする必要があるため、42 人（2人掛け机・椅

子が横 3 列×縦 7 列の配列）の収容となる。従って、

本計画では1教室当たりの生徒数は、小学校で48人、

中学校で 42 人とする。 

 

参考 
・6m×9m の平面寸法を有する教室の全教室に占める割合 

ヌアクショットの既存の小学校は現在 154 校あり、教室の総数は約 1200 教室（老朽教室を含む）と推計さ

れる。この中で我が国の前回無償資金協力による教室は 284 であり、フランス支援、イスラム圏支援、父兄会

建設、市の建設等の総数は約 500 教室と推計され（MEN、世銀ヒアリング）、残る約 700 教室は教室平面寸法 6m

図 3-6 本計画の教室平面寸法 
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×9m の Education-3 及び 5によって建設された教室であると言える。よってヌアクショットの既存校の殆どが

この教室平面寸法であると言える。 

 

・前回の無償資金協力で建設された教室の継続活用 

現地調査において、学校長から「前回の無償資金協力により整備された教室が旧来の教室より大きいため、

過密状況の緩和に有効である上、学年毎の就学児童数のアンバランスに対応させて教室と教員を効率的に活用

する際に有効である」との評価を得た。 

またヌアクショットの人口増加率は全国平均より高く、今後続く人口増により小学校の需要は将来も増え続

けることが確実視されている。 

以上より、前回の無償資金協力で整備された教室は、今後 6m×9m の平面寸法を有する教室が建設されるサ

イトの中においても、他より多くの収容能力を持つ教室として継続的・効果的に活用されると判断される。 

 

ii) 階段の平面計画 

 ESDP及びUDPで建設している2階建ての小学校および中学校の中には、

小学校では「1 階部分に 4 教室、2 階部分に 2 教室、合計 6 教室を有する

教室棟」があり、中学校では「1・2階に 6教室ずつ、合計 12 教室を有す

る教室棟」が含まれている。ただし、双方とも教室棟の中央部に一つだけ

配置された階段（1・2階の中間に位置する踊り場まで幅 1.78m、当該踊り

場から階段は二つに分岐し、階段幅は各 1.2m）によって 1 階と 2 階が結

ばれている（前述の「教室棟プロトタイプ」を併せて参照のこと）。 

 我が国の建築基準法では小中学校の階段に関し、高さ 3m 以内毎に踊り

場を設け、小中学校の階段・踊り場の幅は 1.4m 以上とし、「(耐火建築あ

るいは準耐火建築で)2 階部分の教室床面積が 400m2を超える場合」あるい

は「(耐火建築あるいは準耐火建築で)2 階の教室から階段までの歩行距離

が50m以上となる場合」には階段を2箇所以上設置するように定めている。

加えて、東京都安全条例では「学校建築の 2階部分で、階段までの歩行距離が 10m を超える部

分に行き止まりの廊下を設けないこと」と定めている。 

 上記 ESDP 及び UDP の学校建設計画の階段を我が国の建築基準法と東京都安全条例から見た

場合、階段幅がやや狭く、2 階において階段から 10m を超えた部分に行き止まりの廊下が設け

られている点に難があるといえる。 

 以上により本計画の階段ユニットにおいては、階段・踊り場の幅を 1.4m 以上とし、「2 階建

て 4教室タイプ」の場合には、教室棟中央１箇所に階段ユニットを設置し、「2階建て 6教室タ

イプ」の場合には、回廊（外廊下）両端部分に各 1箇所ずつ階段ユニットを設置する。 

 

c) 教室以外の施設コンポーネントの平面計画 

i) 校長室（小学校） 

前回の無償資金協力では最小限の整備を行うこととしていたため、教室

の構造スパンの1/3である平面寸法の3.0m×7.2mを校長室／機材倉庫とし

て教室棟に付設していた。しかし、長期休暇中には機材倉庫で各教室の教

科書や教材を一括保管する必要があり、この用途には機材倉庫がやや窮屈

な状況であった。加えて、授業中には教室から校長室へ騒音が直接伝わる

こと、「教室棟に付設する」という方法では配置計画上、学校の運営管理業

図 3-7 
ESDP 及び UDP で
計画された小中学
校の階段室 

 

図 3-8  
本計画の校長室 
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務に適した位置に校長室を置くことが難しいこと等の問題点が見い出された。従って、機材倉

庫の戸棚の設置個数を増やすことで収容能力を増し、かつ適切な位置への配置を可能とするた

め、独立家屋として校長室を計画する（壁芯寸法 3.1m×9.3m）。なお、前回の無償資金協力で

は校長室部分と機材倉庫部分は相互に区画しなかったが、機材倉庫に対する防犯上の配慮から、

校長室部分と機材倉庫部分を施錠可能な扉で区画する。校長室前面には、印刷物配布作業や打

合せ等に利用可能な屋根付きポーチを設ける。 

 

ii) 管理棟（中学校） 

ESDP 及び UDPで計画された管理棟プロト

タイプは、建物中央にゆったりとしたホー

ルを確保しているが、平面が不整形で収納

スペースが欠落しているという難点が見ら

れる。従って本計画の管理棟は、中学校の

運営形態を尊重しながら、上記プロトタイ

プをよりコンパクトにまとめ直し、かつ収

納スペースも備えた平面構成とする。 

すなわち、管理棟平面寸法を 9.3m×9.3m とし、上記プロトタイプと同程度の校長室、副校

長室、会計室、舎監室、教職員室を確保するが、小ぶりのポーチを前面中央部に設け、最も大

きなスペースである教職員室にはポーチからの入退室が直線的に行えるものとし、かつ、日常

的に生徒への個人指導を行う校長、舎監の部屋にはポーチから生徒が個別にアクセスできるよ

うに配慮する。副校長室と会計室は教職員室に隣接させ、これら 3室には収納スペースを確保

する。なお、副校長室と会計室への入退室は教職員室を経由して行われるが、必要に応じて、

可動間仕切り等により左記 2室への通路スペースを区分できる計画とする。 

 

iii) 技術棟（中学校） 

技術棟に関しては、現在の ESDP 及び UDP の標準型（理科学準備室・自然科学講義室、コン

ピュータ室、図書室）の内容を尊重した施設を計画する。ただし、普通教室の整備を最優先す

るとの基本方針を受け、特別教室として計画しながらも、普通教室として活用可能な設計を行

うこととする。既存校の技術棟の標準型は図に示す通り L字型平面となっている。要請の既存

中学校 5校では、各校の敷地の形状や広さに関わりなく、全く同じ標準型の技術棟を採用して

いるため、一部不自然な施設配置計画も見受けられる。加えて、コンピュータ室と図書室には

砂塵を避けるための風除室が設置されているが、理科学準備室・自然科学講義室に風除室がな

いこと、コンピュータ室に機材庫が欠落していることも問題点として挙げられる。 

よって本計画では、どのような敷地でも無理のない施設配置計画を可能とするために、建物

の長さを 30m 以内に抑えるよう配慮しながら、技術棟の外形を単純な矩形平面とする設計とす

る。そのため、自然科学講義室、コンピュータ室および図書室の主要 3室には、普通教室と同

じ6.2m×9.3mの平面寸法を採用するが、これら主要3室を短辺方向に連結させる方式を取る。

加えて、自然科学講義室用の風除室（2.6m×3.1m）と理科学準備室（3.1m×6.2m）は棟端部に

納め、コンピュータ室および図書室用の風除室（2.6m×3.1m）とコンピュータ関連機材庫・図

図 3-9 ESDP 及び UDP 
の管理棟平面 

図 3-10 本計画の管 
理棟平面 
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書室倉庫（左記双方とも 3.1m×3.1m）を棟中間部に納める計画とする（技術棟全体の平面寸法：

壁芯寸法にて 9.3m×24.8m）。 

 

 
 

図書室に関しては、ESDP 及び UDP の技術棟標準型は書庫と閲覧室を分離しているが、モ国側

は概ね 25 名程度の閲覧者を収容し、かつ開架式の図書室運営を予定していることから、上述

の通り平面寸法 9.3m×6.2m の 1 室を図書室として計画し、司書が執務する受付、書架、閲覧

テーブル等を自由に配置するものとする。 

 

iv) 便所 

本計画では、小学校に 4 ブース型便

所を、中学校に 8 ブース型および 2 ブ

ース型便所を計画するが、その平面は

基本的に現地の標準型式に準拠するこ

ととし、1 単位のブースは L 字型平面

で 2.0m×1.75m の平面型（中学校の教

員用ブースは内部に手洗い流しを装備するため 2.85m×1.75m）とする。その平面形式を上図に

示す。 

便所は、原則的に地下水位が高い場合にはかき出し型便槽とし、地下水位が低い場合には浸

透・掻き出し併用式便槽とする。ただし、ヌアディブにおいては、全てのサイトがやや吸水性

を有する頁岩の岩盤に覆われているため、浸透・掻き出し併用式便槽を採用するものとする。

各サイトで採用する便所型式を下表に取りまとめる。 

表 3-8 小学校の便所型式 

地域 要請番号 学校名 便所型式 

ヌアクショット No. 35 Zehra（既存校） 浸透・掻き出し併用式 4ブース型 1棟 

ヌアディブ No. 57 Creation Sale（新設校） 同上 同上 

 No. 58 Creation Robinet 3（新設校） 同上 同上 

 No. 59 Creation Robinet 5（新設校） 同上 同上 

図 3-11 ESDP 及び UDP の技術棟平面 図 3-12 本計画の技術棟平面 

図 3-13 本計画の便所 
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表 3-9 中学校の便所型式 

地域 要請番号 学校名 便所型式 

ヌアクショット No. 65 Creation College Arafat 6 

（新設校） 

浸透・掻き出し併用式 8 ブース型 1棟、

2ブース型 1棟 

 No. 66 College Toujounine 4（新設校） 浸透・掻き出し併用式 同上 

 No. 67 Creation College de Sebkha 

（新設校） 

掻き出し式 同上 

 No. 68 College de T. Zeina（新設校） 掻き出し式 同上 

 No. 69 College de Teyarett 3（新設校） 掻き出し式 同上 

ヌアディブ No. 70 Creation College de NDB 3 

（新設校） 

浸透・掻き出し併用式 同上 

 

v) 中学校守衛室 

中学校の守衛室は、ESDP 及び UDP の新たなタイプの中学

校の建設計画では平面寸法が 4.2m×3.2m（奥行き 1.2m の

屋根付きポーチが付設）のものが計画されているが、仮

眠・食事のための必要最小限の規模とするため、要請対象

の既存中学校 5校で共通して採用されている守衛室（平面

寸法 3.1m×3.1m）の規模を採用し、かつ戸外での監視業務

に配慮してポーチを付設する。 

 

2) 断面計画 

 教室棟、管理棟、技術棟、校長室お

よび守衛室の床高は、雨期の増水に備

えて既存地盤から 0.5m 程度を確保す

る。また、屋根は、耐久性と断熱性能

の高さからオムニスラブ工法の陸屋根

（1/30程度の水勾配を取った緩勾配屋

根）を採用し、屋根スラブからの熱輻

射を避けるべく、階高は 3.5m 程度とす

る。教室棟の回廊（外廊下）には、遮

光と通風に配慮し、換気ブロックを採

用する。教室では採光と通気を確保す

るため、両側面の壁体にに通気口を有

した窓開口を計画する。 

上記施設の構造は、後述する通り、

鉄筋コンクリートのラーメン構造とし、

床版から梁までの壁体はコンクリート

ブロック（200mm×400mm×200mm）積み

図 3-16 2 階建て教室棟断面図 

図 3-15  

本計画の守衛室 

図 3-14 

ESDP 及び UDP

の守衛室 
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とする。 

 便所の床高に関しては、「浸透・掻

き出し併用式」を採用する場合には、

既存地盤＋0.5m 程度とするが、「掻き

出し式」を採用する場合には、既存地

盤＋0.9m 程度とする。便槽部分の深

さは「浸透・掻き出し併用式」、「掻き

出し式」双方とも現地仕様に準じ、約

2m とする。 

現地の標準形式の便所ブースは、屋

根なしでブース上部が直接外気に開

放されているが、強い日射や雨期の降

雨に配慮して、アルミ板により簡易な

屋根を計画する。ブースの仕切り壁高

さは 2.0m 程度とし、ブース仕切り壁

と屋根との間は開放し、自然換気によ

る臭気の排出を促進させる。 

 

3) 構造計画 

教室棟、管理棟、技術棟、校長室および守衛室の構造は、現場打ち鉄筋コンクリートのラー

メン構造（柱梁構造）、屋根はオムニアスラブを組み込んだ鉄筋コンクリート造、壁体はコン

クリートブロック積みとする。基礎構造は、地盤-0.8m のレベルを支持層とし、設計地耐力が

150kN/m２の場合には鉄筋コンクリート造の直接基礎とし、設計地耐力が 100kN/m２の場合には直

接基礎と布基礎を併用した形式とする。 

便所の構造には、現地で一般的なコンクリートブロック造を採用し、その基礎は便槽と一体

の鉄筋コンクリート造とする。以下に構造設計条件を示す。 

 

構造設計条件 

① 地震： モ国においては過去に地震の記録は無い。また、ヌアクショット、ヌアディブ双方と

も地震地域とは見なされていないため、震度は考慮しない。 

② 風荷重： 過去における最大瞬間風速 50.0m/sec を採用する。 

③ 地耐力： 設計地耐力は以下の 2通りに設定する。 

 ・一般地盤 ：Lfa=150kN/m２ 

セブカ、エルミナ地区の 4サイト（要請番号 No.2、4、6、67）およびアラファト 

地区の 4サイト（要請番号 No.61、62、63、66）を除く全サイト 

  ・軟弱地盤 ：Lfa=100kN/m２ 

セブカ、エルミナ地区の 4サイト（要請番号 No.2、4、6、67）およびアラファト 

地区の 4サイト（要請番号 No.61、62、63、66） 

 
 

図 3-17 便所断面図 

掻き出し式便所 浸透・掻き出し併用式便所
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表 3-10 教室の平面、断面、構造計画の比較 

 平面計画 断面計画 構造計画 

前回の無償資金協力の

教室 

・平面寸法 7.2m×9.0m 

・1 教室当たり 60 人収容 

（2 人掛け机・椅子は 4 列

×8列の配置） 

 

・床高：地盤＋0.50m

・天井高：3.5m（平均）

・現場打ち鉄筋コンクリー

トの柱梁構造、コンクリ

ートブロック積み壁 

・鉄骨小屋組、アルミ波板

葺き屋根 

 

ESDP、UDP の標準教室 ・平面寸法 6.2m×9.3m 

・1 教室当たり 42 人収容 

（2 人掛け机・椅子は 3 列

×7列の配置） 

 

・床高：地盤＋0.45m

・階高：3.5m 

・現場打ち鉄筋コンクリー

トの柱梁構造、コンクリ

ートブロック積み壁 

・オムニアスラブを組み込

んだ鉄筋コンクリート

陸屋根 

 

本計画 ・平面寸法 6.2m×9.3m 

・1 教室当たり小学校で 48

人、中学校で 42 人収容

（2 人掛け机・椅子は小学

校で 3 列×8 列、中学校

で 3列×7列の配置） 

 

・床高：地盤＋0.50m

・階高：3.5m 

・現場打ち鉄筋コンクリー

トの柱梁構造、コンクリ

ートブロック積み壁 

・オムニアスラブを組み込

んだ鉄筋コンクリート

勾配屋根 

 

 上記採用理由 

・モ国の教室の大多数が採

用している平面寸法 

・MEN が ESDP で上記平面寸

法の教室を普及させる

方針であること 

 

上記採用理由 

・雨期の増水に配慮し

た床高。前回の無償

資金協力の教室床

高（地盤＋0.5m）に

問題がないこと。 

・屋根版からの熱輻射

を避ける階高 

上記採用理由 

・現地で一般的に普及した

建築構造 

・耐久性と断熱性能に配慮

した屋根構造 

 

4) 設備計画 

a) 電気設備 

i) 小学校 

現状の小学校の授業時間は、「午前の部が朝 8時から 12 時、午後の部は午後 3時から 5時ま

でのケース」が一般的であるが、2部制学校等の過密校では、「午前が朝 7時から午後１時、午

後は午後 1時から 7時のケース」等がある。これまで、殆どの小学校では、校長室を除き照明

設備は設置されていないケースが一般的であったが、夕方の授業では照度が不足するため、

ESDP、UDP で計画実施中の新しいタイプの小学校建設計画では、教室内にも照明設備を設けて

いる。確かに、夕方の学習時や曇天時等、自然照明の不足する時間帯に安定した照度を確保す

るためには、黒板照明等の最小限の照明器具の設置は望ましいと考えられるが、照明設備が備

わっている教室でも電気料金の支払いを節約するために、これまで殆ど利用されていなかった

実情があり、新しいタイプの小学校教室の照明設備が有効に活用されるか否かは不透明である。

また、協力対象サイトの幾つかは、インフラ幹線が近くにあっても、サイトまで引き込まれて

いないケースも含まれている。 

本計画では、学校での照明設備の必要性は理解できるものの、即座に有効活用されるか否か

不明なため、サイト内の計画施設において、将来、先方が配線及び器具設置工事を行う際に躯

体のハツリ工事等を行わずとも電気配線や器具設置工事が可能となるように空配管を建物内
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に埋め込むにとどめることとする。また、電気設備の利用に関しては、サイト内での受電盤設

置工事や電気幹線からの引き込みが必要となるが、日本側の電気設備の協力範囲は計画対象の

建物内部の空配管の設置のみとし、空配管の経路に関しては既存の照明設備の整備水準に準ず

るものとする。 

 

ii) 中学校 

中学校では、以前から教室や

管理棟には照明設備が設置され

ており、電気の引き込みの無い

学校サイトは無く、利用実績も

問題ない。現状の照明設備は 1

教室当たりで 36W のダブル蛍光

灯が 2 本、及び黒板照明が 18W

蛍光灯 1 本であるため、照明だ

けで照度を試算した場合、教室

内の机上で 100 ルックス程度と考えられる。この程度の照度では、夜間利用にはやや不足気味

であるが、教室の利用は、昼間は自然採光によることを前提とし、照明は夕方や曇天時あるい

は夜間に一時的に利用される程度である。従って現状の整備水準で特に問題は無いと判断され

る。 

本計画では、教室棟、管理棟、技術棟および守衛室に電灯・コンセント設備を整備する（コ

ンピュータ室の空調機は本計画に含まないが、空調用コンセント配線は本計画に含む）。照明

およびコンセント数、位置、回路に関しては、現状の整備水準に準ずるものとする。 

また、コンピュータ室ではインターネット接続の実習が予定されていること、電話連絡シス

テムによる中学校の運営体制の効率化が計画されていることから、技術棟のコンピュータ室と

管理棟の電話線用空配管を日本側協力範囲に含める。電灯・コンセントおよび電話設備に係る

日本側の協力範囲は、サイト内の引き込み受電盤から計画対象の建物内の電灯・コンセント設

備まで、および電話回線用の屋内空配管とする。引込み遮断機、積算電力計および受電盤まで

の幹線引き込み工事の一切、および電話引き込みおよび引込み盤、電話配線、電話器等の一切

はモ国側の工事範囲とする。 

表 3-11 電気設備の付設内容と対象 

 付設内容 対象 

小学校 電灯・コンセント配線用の空配管およびプ

ルボックス、スイッチボックス等の空ボッ

クス埋め込み 

本計画で新規に整備される全ての教室棟お

よび校長室 

中学校 

 

電灯・コンセント設備 本計画で新規に整備される全ての教室棟、

管理棟、技術棟（コンピュータ室内空調機

用コンセントを含むが、空調機はモ国側整

備事項とする）、守衛室 

 電話回線用空配管 技術棟コンピュータ室、管理棟 

 受電盤 守衛室あるいは管理棟 

 分電盤 教室棟、管理棟、技術棟、守衛室 

 

図 電力引込み概念図 図 3-18 電力引込み概念図 
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b) 給排水設備 

本計画で整備する給排水設備は、小学校、中学校双方で可動型給水タンク（便所を計画する

学校のみ）の設置と工事用仮設貯水槽の存置（全協力対象校）、および中学校の技術棟（理科

学準備室・自然科学講義室）と教員用便所手洗いの淡水給排水設備となる。この内、中学校の

技術棟と教員用便所の淡水給水設備に関しては、市水の引込みを前提とするが、市水の給水圧

が高い場合、低い場合、及び圧変動が大きい場合が想定されるため、左記のいずれの場合であ

っても安定的に給水が可能となる方式を採用する。水使用量は現状水準とし、手洗い用水（生

徒・教員 1 人当たり 0.5 リットル）、理科学準備室・自然科学講義室用水（一日当たり、50 リ

ットル）を想定する。 

 

 

 

 

 

また、理科学準備室・自然科学講義室の排水に関しては、原則的に浸透枡・バキューム併

用で処理する計画とするが、実験で酸、アルカリまたは重金属の廃液が発生する場合には、実

験流しに放流せず、廃液をプラスチック容器に回収して中和処理等を施した後、MEN ワークシ

ョップが責任を持って一括廃棄する計画とする。ただし、誤って実験流しに放流した場合を想

定し、汚水浸透枡の手前に一時貯留枡を設けておき、万一の場合、当該貯留枡でも中和処理が

図 3-20 可動型給水タンク 

図 3-21 理科学準備室・自然科学講義室の排水設備 

図 3-19 給水設備の負担区分 
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可能な計画とする。給排水設備の計画内容と設置場所を下表に取りまとめる。 

 

 

 整備内容 設置場所 
サイト毎の設

置数 

小学校 
可動型給水タンク（手洗い用：衛生教育支援

機材参照） 
生徒・教員用便所 2 

 
可動型給水タンク（飲料用：衛生教育支援機

材参照） 
同上 2 

 工事用仮設貯水槽の存置  1 

中学校 

 

理科学準備室および自然科学講義室の給水

設備（貯水槽、揚水ポンプ、高置水槽による

経路及び市水直結経路の併用方式） 

理科学準備室、自然科学講義室 1 

 排水用トラップ枡、一時貯留枡および浸透枡
技術棟屋外で理科学準備室、自

然科学講義室の直近 
1 

 

教員便所の手洗い用の給水設備（貯水槽、揚

水ポンプ、高置水槽による経路及び市水直結

経路の併用方式／理科学準備室および自然

科学講義室と併用） 

教員用便所の手洗い 1 

 
可動型給水タンク（手洗い用：衛生教育支援

機材参照） 
生徒・教員用便所 2 

 
可動型給水タンク（飲料用：衛生教育支援機

材参照） 
同上 2 

 工事用仮設貯水槽の存置  1 

 

5) 建築資材計画 

現地で一般的に使用されている資材を採用する。以下に計画施設の各部位の工法と仕様を示す。 

 

表 3-13 計画施設の各部位の工法・仕様 

部位 
前回の無償資金協力

で採用された工法 
一般現地工法 本計画の採用工法 採用理由 

基礎 布基礎 独立基礎 
独立基礎と布基礎の

組合せ 

地耐力の検討結果により独立基礎

と布基礎の組合せを採用。 
 

柱・梁 鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ 鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ 鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ 耐久性 
床：躯体 鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ 鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ 鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ 耐久性 

 仕上げ ﾓﾙﾀﾙ金鏝/塗装 ﾓﾙﾀﾙ金鏝/塗装 
ﾓﾙﾀﾙ金鏝/塗装 
＊防湿ｼｰﾄ 

耐久性。湿気と塩分の上昇防止ため

床版下部は防湿ｼｰﾄ敷きとする。 

  
（技術棟・管理棟）

ﾀｲﾙ張り 
（技術棟・管理棟）

ﾀｲﾙ張り 
耐久性、入念な清掃の必要性、美観

外壁：躯体 ｺﾝｸﾘｰﾄﾌﾞﾛｯｸ ｺﾝｸﾘｰﾄﾌﾞﾛｯｸ ｺﾝｸﾘｰﾄﾌﾞﾛｯｸ 耐久性 

 仕上げ 
ｶﾗｰﾓﾙﾀﾙ 
ﾌﾞﾛｯｸ化粧＋塗装 

ｶﾗｰﾓﾙﾀﾙ 
ﾓﾙﾀﾙ＋塗装 

ｶﾗｰﾓﾙﾀﾙ 
ﾌﾞﾛｯｸ化粧＋塗装 

耐久性・経済性 

屋根：躯体 鉄骨小屋組み RC／ｵﾑﾆｱｽﾗﾌﾞ 
RC（梁部分）､ｵﾑﾆｱｽﾗ
ﾌﾞ（屋根版部分）/ RC
ｽﾗﾌﾞ（回廊部分） 

耐久性・経済性に優れ、現地で一般

的に普及。 

 仕上げ ｱﾙﾐ波板葺き 
ｱｽﾌｧﾙﾄ防水 
 

ｱｽﾌｧﾙﾄ防水 耐久性・経済性 

天井： なし なし 

ﾓﾙﾀﾙ＋塗装（ｵﾑﾆｱｽﾗﾌﾞ

下部）/ RC ｽﾗﾌﾞのまま
（回廊部分） 
 

経済性 

表 3-12 給排水設備の計画内容と設置場所 
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部位 
前回の無償資金協力

で採用された工法 
一般現地工法 本計画の採用工法 採用理由 

内壁： 

ﾓﾙﾀﾙ＋塗装（柱・梁

部分）／ｺﾝｸﾘｰﾄﾌﾞﾛｯ

ｸ化粧積み＋塗装（ｺ

ﾝｸﾘｰﾄﾌﾞﾛｯｸ壁部分） 

ﾓﾙﾀﾙ+塗装 

ﾓﾙﾀﾙ＋塗装（柱・梁部

分）／ｺﾝｸﾘｰﾄﾌﾞﾛｯｸ化

粧積み＋塗装（ｺﾝｸﾘｰ

ﾄﾌﾞﾛｯｸ壁部分） 

耐久性・経済性 

建具 
その他： 

木製 木製、鉄製 
木製の補強型、一部鉄

製 

耐久性・経済性。木製建具は破損し

やすいため、建具周囲を鉄製ﾌﾚｰﾑ

で補強。管理棟と技術棟には鉄製建

具を使用。 

 

(6) 造作家具計画 

施設諸室の機能のために必要不可欠な建築造作家具を次表に取りまとめる。なお、建築造作

家具とは別に製作し据付を行った方が、品質の均質性や工期上で有利となる机・椅子、可動型

の書棚等に関しては機材計画に含める。 

表 3-14 建築造作家具リスト 

 室名 造作家具名称 
整備

数 
概略仕様 設定理由 

普通教室 機材備品ロッカー 1 内法：D600xL900 
扉：W700xH2100（木製）､内部棚付き 

現地にて標準
的に設置。 
運営上不可欠 

機材収納棚 1 棚：D500,H1200,中棚 2段（棚木製） 
同上。機材保管
に不可欠 

小
学
校 校長室 
（機材倉庫
含む） 機材ロッカー 1 

内法：D600xL1400ｘH2100 
扉：W700xH2100x2 枚（木製） 
内部棚付き 

同上 

普通教室 機材備品ロッカー 1 内法：D600xL900ｘH2100 
扉：W700xH2100（木製）､内部棚付 

同上 

（技術棟）  

機材収納棚 1 
寸法：D450XL6000xH2100 
下段：開き扉、中段：開放、上段：開き
扉（棚板付き）（木製） 

実験機材収納 
にて不可欠 - 理科学 

準備室 
実験台 1 

寸法：D900xL2400xH900 
下段：開放物入れ、流し及び水栓付 
天板：セラミックタイル張り、RC 下地 

実験準備作業
にて不可欠 

- 自然科学 
講義室 講義台兼実験台 1 

寸法：D900xL2400xH900（メラミン張り） 
下段：開放物入れ、流し及び水栓付 
天板：メラミン化粧板張り、木製下地 

理科学実習に
て不可欠 

- ｺﾝﾋﾟｭｰﾀ室 
（機材倉庫） 機材備品整理棚 1 

棚：D500,H2100、倉庫内片面 
開放型、可動棚付き（木製棚） 

備品保管にて
不可欠 

- 図書室 
（機材倉庫） 機材備品整理棚 1 

棚：D500,H2100、倉庫内片面 
開放型、可動棚付き（木製棚） 

図書管理にて
不可欠 

（管理棟）  

- 副校長室 機材備品ロッカー 1 棚：D500,H2100、倉庫内 2面 
開放型、可動棚付き（木製棚） 

学校運営機
材・備品保管に
て不可欠 

- 会計室 機材備品ロッカー 1 内法：D600xL750ｘH2100 
扉：W700xH2100（木製）､内部棚付 

同上 

中
学
校 

- 教職員室 機材備品ロッカー 2 内法：D600xL750ｘH2100 
扉：W700xH2100（木製）､内部棚付 

同上 

 

(7) 機材計画 

1) 機材計画の方針 

機材については、本計画の協力対象校における授業実施、および学校運営において不可欠と



 67

なる機材を計画対象とするが、モ国側での整備が可能なもの、かつモ国側が継続的に整備する

ことが学校の機材整備において望ましいと考えられるものはモ国側の整備とすることを基本

とする。なお、機材の選定に関しては、現地で修理や更新が可能となることが望ましいため、

現地調達を重視する。小学校、中学校別の機材計画の内容を次に示す。 

 

2) 整備対象とする機材 

a) 小学校 

A. 教室付帯家具： 生徒用の机・椅子は 2人掛一体型とし、教室あたり、縦 3列×横 8列

の 24 基、および教員用の机・椅子を各１基。教室内の教材や清掃用具等を収納管理す

るための教室ロッカーは造作工事とする。 

B. 校長室家具： 校長用の机・椅子、来客用の椅子 3脚。校長室に隣接する機材倉庫の学

校機材の収納用の棚、ロッカーは造作工事とする。 

C. 学習支援機材： カリキュラムに則った授業を行う上で全体的な不足状況にあり、かつ

教員が確実に活用可能な範囲に限定した教材ユニットを選定し、各学校に１ユニットを

配布する。 

D. 衛生支援機材： 便所を計画する学校において衛生教育を支援するために、可動型給水

タンクを便所の手洗い用として 2台、飲料用に 2台を計画する。なお、双方ともに教職

員が管理するものとする。 

 

b) 中学校 

A. 教室棟付帯家具： 生徒用の机・椅子は現地の標準仕様である 2人掛一体型とし、教室

あたり、縦 3 列×横 7列の 21 基（42 人対応）、及び教員用の机、椅子を各１基。但し、

机・椅子は対象となる生徒の体格に配慮し、小学校と異なった寸法とする。教室内のロ

ッカーは小学校と同様の扱いとし造作工事とする。 

B. 技術棟付帯家具： 技術棟を構成する特別教室の 3室（自然科学講義室、コンピュータ

室、図書室）に関しては、教室付帯家具と同様に、生徒用の机・椅子を整備する。但し、

特別教室はグループ学習等のフレキシブルな教室内の活用を担保することが望ましい

ため、机と椅子は連結させず別個に移動可能な形式とし、教室の利用目的に対応したレ

イアウトが可能となる仕様とする。また、特別教室の机・椅子の数は、モ国側の特別教

室の利用計画に対応した数量とする。理科学準備室の実験台、機材収納棚および自然科

学講義室の教員用の講義台兼実験台は造作工事とする。 

C. 管理棟付帯家具： 校長室と舎監室には机・椅子を1組および来客用の椅子を3脚ずつ、

副校長室と会計室には机・椅子を 1 組および来客用の椅子を 2 脚ずつ計画する。また、

教職員室には机・椅子を 8組計画し、かつ副校長室と会計室への通路スペースを確保す

るために、可動間仕切り壁を設置する。副校長室、会計室、教職員室の収納庫は造作工

事とする。 

D. 衛生支援機材： 小学校と同様に、便所を計画する学校に対し、可動型給水タンクを 4

台計画する。利用方式と管理方式も小学校と同様とする。 
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3) 整備対象としない機材 

a) 小学校 

A. 学校維持管理用機材： 学校清掃用具、簡易工具等は学校毎への配備が望まれるが、こ

れら機材は消耗品であるためモ国側の整備範囲とし、本計画の整備対象としない。 

 

b) 中学校 

A. 学校維持管理用機材： 小学校と同様の理由にて整備対象としない。 

B. 学習機材および理科学実験学習機材： 一般の学習機材は整備対象としない。また、理

科学実験学習用機材に関しては、AfDB の資金援助により配布される予定となっているこ

とから整備対象としない。 

C. その他： コンピュータ室に必要なコンピュータ機器一式、ケーブル配線および空調機

はモ国側が整備することを表明しているため整備対象としない。また、図書室の書籍は、

モ国側が整備することを表明しているため整備対象としない。 

 

4) 整備対象機材の内容 

a) 付帯家具の内容 

小学校、中学校別の付帯家具計画の内容を以下に示す。 

 

表 3-15 付帯家具リスト 

 棟名称 用途 品名 
室当り
数量 

概略仕様 

生徒用 
机 ・
椅子 

24
D400/800xL1100xH750/450：2 人掛け（木製天板、鋼製フレー
ム） 

机 1 D600xL1100xH750（木製天板、鋼製フレーム、引き出し付） 
教室棟 

教員用 
椅子 1 D450xH450（鋼製フレーム） 
机 1 D700xL1200xH750（木製天板、鋼製フレーム、引き出し付） 

校長用 
椅子 1 D450xH450（鋼製フレーム） 

小
学
校 
校長室兼
用機材庫 

来客用 椅子 3 D450xH450（鋼製フレーム） 

生徒用 
机 ・
椅子 

21
D400/850xL1100xH750/450：2 人掛け（木製天板、鋼製フレー
ム） 

机 1 D600xL1100xH750（木製天板、鋼製フレーム、引き出し付） 
教室棟 

教員用 
椅子 1 D450xH450（鋼製フレーム） 

（技術棟）  
- 理科学 
準備室 

教員用 椅子 2 座：丸型、約 300xH450/600（鋼製フレーム） 

机 21 D550xL1100xH750（木製天板、鋼製フレーム） 
生徒用 

椅子 42 D450xH450（鋼製フレーム） 
- 自然科
学講義室 

教員用 椅子 1 座：丸型、約 300xH450/600（鋼製フレーム） 
机 12 D700xL1100xH700（木製天板、鋼製フレーム） 

生徒用 
椅子 24 D450xH450（鋼製フレーム） 
机 1 D700xL1200xH750（木製天板、鋼製フレーム、引き出し付） 

- ｺﾝﾋﾟｭｰﾀ 
  室 

教員用 
椅子 1 D450xH450（鋼製フレーム） 
机 12 D600xL1200xH750（木製天板、鋼製フレーム） 

生徒用 
椅子 24 D450xH450（鋼製フレーム） 
机 1 D700xL1200xH750（木製天板、鋼製フレーム、引き出し付） 

司書用 
椅子 1 D450xH450（鋼製フレーム） 

書籍 
保管用 

書棚 9 D400xL900xH2100（鋼製フレーム）、可動棚付、開放型本棚 

中
学
校 

- 図書室 
 

書籍 
整理用 

書棚 2 D400xL750xH1500（木製）、可動棚付、下棚扉鍵付（背板付）
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 棟名称 用途 品名 
室当り
数量 

概略仕様 

（管理棟）  

机 
1
D700xL1200xH750 (木製天板、鋼製フレーム、引き出し付）校長・舎監

用 
椅子 1 D450xH450（鋼製フレーム） 

来客用 椅子 3 D450xH450（鋼製フレーム） 

- 校長室 
- 舎監室 
の各室 

書籍 
保管用 

書棚 1 D400xL750xH1500（木製）、可動棚付、下棚扉鍵付（背板付）

机 1 D700xL1200xH750（木製天板、鋼製フレーム、引き出し付）副校長・会
計係用 椅子 1 D450xH450（鋼製フレーム） 

- 副校長 
- 会計係 
の各室 来客用 椅子 2 D450xH450（鋼製フレーム） 

机 8 D700xL1200xH750（木製天板、鋼製フレーム、引き出し付）教職 
員用 椅子 16 D450xH450（鋼製フレーム） 

中
学
校 

- 教職 
員室 書籍 

保管用 
書棚 2 D400xL750xH1500（木製）、可動棚付、下棚扉鍵付（背板付）

 

b) 学習支援機材（小学校）の内容 

表 3-16 学習支援機材（小学校）リスト 

教材名 科目名 教育現場 
の実態 

教員

使用

能力

必要性確認
整備数

 概略仕様 調達先

定規 算数 絶対的不足 良 教科書と 
教員聴取 １/ｻｲﾄ

長さ 1.0m 
 

現地 

分度器 算数 絶対的不足 良 同上 １/ｻｲﾄ 0.6m、 現地 
コンパス 算数 絶対的不足 良 同上 １/ｻｲﾄ 全長 0.6m、チョーク用 現地 
三角定規 算数 絶対的不足 良 同上 １/ｻｲﾄ 30/60,45 度、(底辺約 0.6m) 現地 
秤量 算数 絶対的不足 良 同上 １/ｻｲﾄ ｽﾌﾟﾘﾝｸﾞ秤（5kg） 現地 
巻尺 算数 比較的不足 良 指導要項 １/ｻｲﾄ 50m.布テープ 現地 

世界地図 市民教育 比較的不足 良 指導要項 １/ｻｲﾄ 世界    AO ｻｲｽﾞ 
西ｱﾌﾘｶ  AO ｻｲｽﾞ 

現地 

授業補助用 
ポスター 
 

理科／ 
市民教育
／環境 

比較的不足 良 同上 １/ｻｲﾄ

ポスター 
- 自然環境のしくみ等 
（人体や生物の解剖図等 
 の代表的なｼｰﾄに限定) 
（スタンド１基） 

現地 

注記： 授業補助用ポスターは前回無償資金協力のポスターの内容に準ずる。 

 

c) 衛生教育支援機材の内容 

表 3-17 衛生教育支援機材（小学校および中学校）リスト 

教材名 対象 教育現場の実態 整備数 概略仕様 調達先

可動型給水タンク 
（手洗い用） 

衛生教育 絶対的不足 2台/ｻｲﾄ
プラスチックタンク：約 40
㍑、蛇口付、鋼製架台、 
H≒1.0m 

現地 

可動型給水タンク 
（飲料用） 

同上 絶対的不足 2台/ｻｲﾄ
同上 
 

現地 

 

3-2-3 基本設計図 

 本計画の計画施設の基本設計図を次ページ以降に示す。 
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3-2-4 施工計画／調達計画 

3-2-4-1 施工方針／調達方針  

(1) 基本的条件 

日本国の無償資金協力案件として本計画を実施することを前提として、以下の基本的条件に

基づき施工計画を策定する。 

 

A. 日本国政府とモ国政府との事業実施に係る交換公文（E/N）が取り交わされた段階で、モ

国側の実施機関である MEN は事業を開始する。 

B. モ国政府の代行技師として、日本国のコンサルタントが MEN との間でコンサルタント契

約を交わし、詳細設計及び入札図書の作成を行った上で入札手続きを開始する。 

C. 入札により、日本国の業者を選定し、MEN との間で業者契約を締結し、工事を行うととも

にコンサルタントが施工監理を行う。 

D. モ国側の実施機関である MEN の計画・協力局を中心とした学校建設に関連する部局との

技術会議を定期的に開催し、工事進捗状況を確認する。さらに、各地区の工事開始に先

立ち、サイトが位置する各地区事務所、完成後の維持管理に関係する市当局等の参加を

含めた合同会議を地区（ムガッタ）毎に開催し、日本国側とモ国側の負担範囲が円滑に

実施されるようにする。 

E. 現地施工業者を最大限活用して、協力対象サイトの位置する地域特性を踏まえ、効率的

で適切な資機材の調達と作業工程に従った工事を行う。 

 

(2) 施工方針 

A. 協力対象校は、モ国の首都ヌアクショットと第 2 の都市ヌアディブの 2 箇所である。ヌ

アクショットでは市街地の半径約 7km の範囲に小学校及び中学校の対象サイトが位置す

る。一方のヌアディブでは、細長い半島の幅 1km 長さ 5km あまりの市街地に小学校及び

中学校の対象サイトが位置する。このように施工区域が大きく 2 つに区分されているこ

と、及び小学校及び中学校といった整備タイプが異なり、多サイトにわたる計画である

こと踏まえ、本計画を効率的に実施・管理できる体制を設定する。 

B. 多数のサイトでの合理的な施工と管理を行うため、協力対象サイトを幾つかのグループ

に分けて、それぞれ能力のある現地施工業者を選定して全体の工事を進めて行くものと

する。 

（グループ分けの基本方針） 

・同じ地区（ムガッタ）の学校、または近接する地区の協力対象サイトを同一グループ

とする。 

・サイト数及び施工教室数より施工負荷を考慮し、グループの数を設定する。 

C. 施工区域はヌアクショットとヌアディブに分け、さらに施工負荷を考慮して工期を設定

する。 

 

(3) 施工体制計画 

上記施工方針により本計画の施工業者は、以下に示すような施工体制を確立して施工に臨む
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必要があるものと考えられる。 

A. 各サイトの施工はそれぞれの施工グループ別に行われる。それぞれの施工グループを受

け持つ現地施工業者は、本社に工事の支援コントロール部門を設置するとともに、常駐

するコンサルタントと技術的な協議を行いながら自社の施工内容を監督調整する専任の

総括エンジニアを配置し、この総括エンジニアの指揮下で施工グループ内の工事を進め

る。また、各施工グループには補助エンジニアが常駐し総括エンジニアを補佐する。 

B. 全体の工程計画のクリティカルパスを明確にし、その工程を厳守する。 

C. 労務調達は、基礎、躯体、左官、塗装、設備、家具等の工事職種毎に熟練作業員のチー

フ（フォアマン）を設定し、各サイトの作業の施工品質及び均質性を監督・指導するこ

ととし、さらに、それぞれの工事職種毎に、必ず複数の熟練作業員が主体となって労務

することを現地施工業者に義務づけることとする。 

D. ヌアディブの施工は、地盤が砂岩であること、コンクリートの仕様がヌアクショットと

異なること等、工事方法のみならず、調達においてもヌアクショットと事情が異なるた

め、ヌアディブでの施工経験を有する現地エンジニアを総括エンジニアとして配置し、

このエンジニアの指揮下にて、ヌアクショットでの経験を有する補助エンジニアが各施

工グループの作業監修を行うこととする。また、熟練作業員を調達することが困難であ

るため、本計画におけるヌアクショットでの施工経験を有する熟練作業員がヌアディブ

に宿泊して工事を進めることとし、手元等の一般作業員は現地調達を原則とする。 

 

(4) 調達方針 

A. モ国で生産される建設資材はセメント、鉄筋、骨材だけであるものの、現地で一般的な

工法・仕様による躯体工事用の資材及び学校用の家具は現地で調達することが容易であ

る。したがって、本計画の実施後の先方の維持管理の容易性確保の観点からも、主要な

建設資材及び家具は出来るだけ現地調達を原則とする。なお、品質向上の観点から、コ

ストアップに大きく影響しない範囲で現地製作品を改良し、採用することに努める。 

B. 均質な品質の資材を調達するために、施工グループ単位で資機材調達を行い、資材ヤー

ドに適切に保管し、工事進捗に応じて各サイトに輸送することを原則とする。 

 

3-2-4-2 施工上／調達上の留意事項 

モ国の建設事情及び建設サイトの地域特性等から、本計画における施工上の主な留意点は以

下の通りである。 

 

A. 全体工程の検討において、イスラム社会の主な行事であるラマダン、羊祭り等の期間及

び砂嵐の時期は、労務能率が約半分に下がる。またラマダン明けでは、日本国の正月の

如く、現場工事は約１週間ストップするため、これらの期間の工事工程はゆとりを持た

せる必要がある。 

B. 本計画は多サイト案件であり、同一の仕様からなる施設コンポーネントを一定の品質と

均質性を保ちながら施工することが重要である。そのため、施工グループ毎に先行して

施工を行うサイトをモデルサイトとして設定し、現地エンジニア及び熟練工の参加の下
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で実地指導を行い目指すべき施工水準を相互に認識することとする。 

C. 工事期間中に学校の授業が継続される既存の学校サイトが殆どであることから、生徒、

教職員等の安全確保を十分に配慮した仮設計画を検討し、事故防止に努める。 

D. 工事対象となる学校サイトの殆どは、電気や淡水のインフラ供給が無いところが多い。

または、工事を行う上では、容量が少ない等の問題がある。そのため、工事用電力の確

保は発電機が必要となる他、工事用の用水はタンクローリーで仮設水槽にストックする

必要がある。 

E. ヌアクショットにおける一部の標高が低い地区では、地表から浅いレベルで塩分を含ん

だ地下水が湧出する傾向にあるため、施工開始前にサイト内にて地下水位を再確認する。

また、ヌアディブでは、地表に砂岩が露出しているサイトが殆どで、不同沈下防止に配

慮する必要があるため、独立基礎の根切り面で所定の地耐力が確保できることを施工開

始前に再確認する。 

 

3-2-4-3 施工区分／調達・据付区分 

本計画の事業実施にかかる日本国およびモ国政府の業務負担区分の概要は以下の通りであ

る。 

 

表 3-18 業務負担区分 

小学校 中学校 
業務内容 

日本国側 モ国側 日本国側 モ国側 
1. 建設予定地の取得及び工事仮設用地確保  ○  ○ 
2. 敷地内の造成工事、工事対象範囲の障害物撤去
または移設（既存建物、埋設物、インフラ等）  ○  ○ 

3. サイトへの公共設備引き込み工事 
 ・電力、給水、電話の引き込み申請、工事  

 
○  

 
○ 

4. 小学校施設の建設・機材の調達 
（施設） 
 ・校舎（教室棟） 
 ・校長室／機材倉庫 
 ・便所（既存が無い場合の最小限ユニット） 
 ・守衛室 
 ・囲い塀、門扉 
 ・電気設備（建物内：電灯・コンセント用空配管、

空ボックス設置） 
 ・同電気設備（電気設備の本格設置、電力供給）

 ・給水設備（工事用仮設水槽存置） 
・給水設備（淡水供給） 
（機材） 
 ・机・椅子（生徒用、教員用、校長用） 
 ・学習支援機材（学校単位の最小限ユニット） 
 ・衛生教育支援機材（可動型給水タンク） 
 ・運営維持管理機材 
 

 
○ 
○ 
○ 

 
 
○ 

 
 
○ 

 
 
○ 
○ 
○ 

 
 

 
 
 
 
 
○ 
○ 

 
 
○ 

 
○ 

 
 
 
 
○ 
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中学校 
業務内容  

日本国側 モ国側 
5. 中学校施設の建設・機材の調達 
（施設） 
 ・校舎（教室棟、技術棟） 
 ・管理棟（校長室、職員室等） 
 ・守衛室 
 ・便所（既存が無い場合の最小限ユニット） 
 ・囲い塀、門扉 
 ・電気設備（建物内：受電盤、分電盤、電灯・コ

ンセント設備、電話用空配管） 
 ・電気設備（引込み開閉器への電力引込み、引込

み開閉器、電力量計、空調機、電話設備、電力

供給） 
・給排水設備（工事用仮設水槽存置、建物内：技

術棟の給水設備と排水設備、教員用便所の手洗

い給水設備） 
・給排水設備（技術棟と教員用便所への淡水供給）

  
（機材） 
 ・机・椅子（教室の生徒用、教員用） 
 ・机・椅子（管理棟と技術棟） 
 ・書籍保管用書棚（管理棟と技術棟内図書室） 
 ・守衛用家具（守衛室） 
 ・学習支援機材（学習機材、理科学機材、図書、

コンピュータおよび周辺機器） 
 ・衛生教育支援機材（可動型給水タンク） 
 ・運営維持管理機材 
  

 
 
○ 
○ 

 
○ 

 
○ 

 
 
 
 
○ 

 
 
 
 
 
○ 
○ 
○ 

 
 
 
○ 

 
 

 
 
 
○ 

 
○ 

 
 
○ 

 
 
 
 
 
○ 

 
 
 
 
 
○ 
○ 

 
 
○ 

 
 

 

3-2-4-4 施工監理計画／調達監理計画 

(1) コンサルタントの業務内容 

本計画は、日本国政府とモ国政府間で交換公文の締結後に開始となる。モ国の実施機関であ

る MEN と日本国のコンサルタントとの間でコンサルタント契約が結ばれ、下記の業務が実施さ

れる。 

 
1) 詳細設計業務 

コンサルタントは、詳細設計において下記項目を含む業務を行う。 

・設計条件及び基準の再確認 

・入札図書（技術仕様書、設計図等）の作成 

・申請に必要な設計図、技術情報の提供 

 
2) 業者選定段階 

入札図書の完成後、MEN は公開入札により日本の業者の選定を、コンサルタントの補佐を受

けて実施する。コンサルタントは下記業務に関し MEN を補佐する。 

・入札公示 
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・事前資格審査 

・入札評価 

・契約交渉 

 

3) 施工監理段階 

コンサルタントは、業者が工事を着手する段階から施工監理業務を開始する。施工監理業務

では、設計図書（図面・仕様書）および左記設計図書に従って作成・承認された施工図、施工

計画書に基づき、現場での工事監理業務を行う。契約に基づく権限と義務を果たすべく、工事

進捗状況を MEN へ直接報告すると共に、業者には作業進捗、品質、安全、支払いにかかわる文

書を発行する。 

 

(2) 施工監理体制計画 

前述の施工方針に従い、本計画の施工監理は、現地施工業者の施工管理体制の確立指導、中

央事務所における総合工事監理及びその施工状況の確認のための視察を主体とした現場監理

からなる。実施方法は下記とする。 

 

A. コンサルタントは、ヌアクショットに置かれる中央工事事務所に監理事務所を設置し、

施工監理要員を日本から派遣して対外関係者への窓口とする。施工区域がヌアディブに

移る場合は、ヌアディブに中央工事事務所を移しヌアディブでの業務を主体とし、ヌア

クショットは連絡窓口のみを残す。 

B. コンサルタントは、日本国内の関係者と綿密に連絡を取りつつ、中央工事事務所を基点

として総合的な工事監理を行う。 

C. コンサルタントは、工事関係者を中央工事事務所に召集して月例及び週例会議を開催す

る。 

D. 現場施工監理については、各グループの学校数が多い中で、躯体工事中に発生する確認

や検査（支持地盤の状況確認、配筋検査、型枠検査、コンクリート打設立会い、養生の

確認等）を確実に実施するため、現地で経験のあるエンジニアをローカルスタッフとし

て必要人数雇用する。 

E. コンサルタントは、ローカルスタッフを活用し、各学校の現場施工監理を行い、監理項

目毎に確認を行い、その結果報告・協議を定例会議で行う。 

F. コンサルタントは、モ国側の実施機関である MEN、在セネガル日本国大使館、JICA セネ

ガル事務所、JICA 東京本部への連絡・報告書提出等の必要な業務を行う。 

 

3-2-4-5 品質管理計画 

施工業者は仕様書に基づき、目標値、検査内容、試験方法、養生方法、施工方法等を記した

施工計画書を事前にコンサルタントに提出する。コンサルタントは実施段階での検査の頻度や

工程管理をきめ細かく規定し、良好な品質の確保に努める。 

 

(1) 主要確認事項 
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工事推進上で主要な確認事項は下記とする。 

1) 調達資機材 

A. 鉄筋のメーカー名と試験方法 

B. セメントのメーカー名と試験方法 

C.  骨材（砂、砂利、貝殻）の比重、含水率、骨材寸法の試験方法 

D. その他材料の品質保証書の取り寄せと試験方法 

 

2) 土工事 

 A. 法面角度、床精度、地業高さ 

 B. 締め固め管理方法の確認 

 

3) 鉄筋コンクリート 

 A. 配合表による試験練 

 B. 配合表における水セメント比、空気量、塩分、スランプの各目標値 

 C. 設計基準値毎の圧縮強度試験 

 D. ミキサーの種類と計量方法、コンクリート製造管理技術者の配置計画 

 E. スランプ、空気量、塩分の試験方法と回数、データのまとめ方 

 F. コンクリートテストピースの養生方法、圧縮強度試験 

 G. 鉄筋引っ張り強度試験 

 

(2) 管理基準 

品質管理基準は施工業者が作成した施工計画書に基づき、コンサルタントが承認したものと

する。施工計画書はモ国基準、フランス基準、または日本基準を参考として本計画の建設工事

の実情を踏まえた内容にて作成されるものとする。 

 

3-2-4-6 資機材等調達計画 

(1) 労務 

モ国の建設業において一般作業員、熟練労働者の調達に問題はない。但し、現地施工業者は、

小学校及び中学校建設に関しては経験を十分有しているが、コンサルタントの監理を受けた建

設の経験は殆どどなく、工事単価も低いことから、未熟練の一般作業員による工事を進めてい

く傾向がある。本計画では、施工品質を維持するため、熟練労働者を主体として作業を進める

労務体制を確立させる。 

 

(2) 工事用資材 

主要な工事用資材は、全て現地調達が可能であり、その調達状況の概要は以下の通りである。 

1) 骨材 

（ヌアクショット） 

ヌアクショットの建設工事では砕石や砂利利用のコンクリートは高価となるため、近場で産

出される貝殻（２枚貝）を一般骨材として使用している。世銀・EU の建設プロジェクト等の公
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共施設工事の検査を実施している LNTP（公共検査機関）によると、この骨材によるコンクリー

トの圧縮強度は 20N/mm2 程度は確保が可能であることから、4 階建て程度の建築物であればこ

の貝殻コンクリートで全く問題ない。また、ESDP や UDP の学校建設案件でもヌアクショットで

は貝殻コンクリートを採用している。なお、ヌアクショットでコンクリート工事に利用される

砕石・砂利は、ヌアクショットより、北東方向に約 200km の地点で採取可能であるが一般的で

はない。現在、ヌアクショットでは 8階建てのビルの工事及び数件の建築物のみに砕石または

砂利が使用されている。 

本計画では、ヌアクショットではコンクリートの骨材は貝殻を使用し、コンクリートの設計

強度を 18N/mm2とする。但し、コンクリートの強度を確保するためには、厚い貝殻を持った大

型の貝殻が躯体コンクリートの骨材には重要であるため、貝殻の品質や選別方式には注意を払

う必要がある。 

（ヌアディブ） 

ヌアディブには貝殻は無いが、鉄鉱石を産出する東の内陸方向で岩が産出する。そのためヌ

アディブではこの岩を砕石とした材料を鉄鉱石運搬用の貨車がヌアディブの市内まで運んで

いるケースとトラックで砕石場から市内まで運んでいるケースの２つがあり、需要に対応した

骨材供給が行われている。本計画のヌアディブでは、コンクリートの骨材は砕石を採用する。

また、ヌアディブでは砕石骨材の使用となるため、コンクリート強度は現地の一般的な強度で

ある 21N/mm2を採用する。 

 

2) セメント 

（ヌアクショット） 

ヌアクショットには、モ国で唯一のセメント工場があり、貝殻を材料としたセメントを製造

している。セメントはポルトランドセメントに相当するが石灰岩を材料としたセメントと比較

して最大強度は低いと言われているが、本計画での利用上の問題はない。ヌアクショットでは、

流通が最も安定し、価格も安価で品質もフレッシュなヌアクショット製品の採用を検討する。 

（ヌアディブ） 

ヌアディブにはセメント工場が無いため、ヌアクショット製品をトラックで運ぶか、モロッ

コまたはヨーロッパからの輸入製品となる。ヌアディブで使用されているセメントはモロッコ

製品が最も品質的に安定しており、価格もヌアクショット製品を搬送する場合よりも安価とな

る。ヌアディブでは、製品の品質、調達の安定性、価格等を配慮し、現地にて調達可能なモロ

ッコ製品の採用を検討する。 

 

3) 鉄筋 

鉄筋については、ヌアディブで鉄筋を製造しており、品質にも問題なく、かつ、安定的な供

給がなされているため、ヌアディブ製品の採用を検討する。 

 

4) 教室用家具の調達 

ヌアクショット市内には、家具製造を行なっている業者はあるが、機械化された工場は少な

く、全て零細な工場が殆どである。このため、部材の曲げ加工技術がセネガルの業者と比べて
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劣る等の問題が指摘されているが、十分に指導し、かつ必要な治具を準備させることによって

均質な机・椅子の製作が可能である。従って原則的に教室用家具は現地調達で対応する。また、

教員の椅子等の既製品家具に関しても、原則的に現地調達で対応する。 

 

表 3-19 主要建設資材と原産地 

資材の原産地  資材名 
ヌアクショット工事区域 ヌアディブ工事区域 

1 セメント ヌアクショット製品 モロッコ製品 
2 骨材 ヌアクショット産貝殻 ヌアディブ産砕石 
3 ブロック ヌアクショット製品 ヌアディブ製品 
4 鉄筋 ヌアディブ製品 ヌアディブ製品 
5 型枠 ヌアクショット製品 ヌアディブ製品 
6 木製建具 ヌアクショット製品 ヌアディブ製品 
7 鉄製建具 ヌアクショット製品 ヌアディブ製品 
8 アルミ建具 EU／セネガル製品 EU／セネガル製品 
9 設備機器等 ヌアクショット／セネガル／EU製品 ヌアディブ／セネガル／EU製品 

 

(3) 建設機械 

1) 建設機械の一般的な事情 

ヌアクショット及びヌアディブでは土工事用の中古の建設機械が使用可能であるものの、モ

国の小学校及び中学校建設ではまだ機械の使用度合いは低く、人力に依存する工事が殆どであ

る。また、現在、ヌアクショットとヌアディブを結ぶ幹線道路が建設中であるためバックフォ

ー、グレーダー、ホイールローダー、ダンプトラック等の現地の大型機械がこの工事に利用さ

れているため、大型機械の調達は困難である。しかしながら、本計画で想定される建設機械は

中型以下の機械の使用が適当であるため、幹線道路建設の影響は少ないと考えられる。このよ

うなことから、本計画では現地調達が可能な中型の建設機械の使用にとどめた計画とし、コス

ト削減の観点からも、機械力の使用は現地の一般の施工水準を原則とする。 

 

2) 建設機械調達上の留意点 

（コンクリートの打設） 

ヌアクショットでは、建設工事の需要増を見込んで、モ国で唯一の生コンプラントが 2002

年に操業を開始している。この生コンプラントは、ヌアクショットのセメント工場と同系列の

企業グループによって経営されており、生コンプラントではアジテーター数台とポンプ車一台

及び品質管理のためのラボを有し、骨材の分類や調合監理等は先進国の水準に近いと言える。

現在の人力主体の建設現場は、このようなプラントの出現が契機となって、今後徐々に機械化

されていくと考えられるが、本計画ではサイト数が多く、コンクリートの打設量が小さいこと、

生コンプラントからのコンクリートを適切に監理した実績が現地施工業者に無いことなどか

ら、前回の無償資金協力のコンクリート工事と同様に、現場練りコンクリートを採用する。 

本計画では 2階建ての教室を数多く建設することから、コンクリート打設や屋根の防水工事

等においてトラッククレーンか、あるいはウインチの利用を検討する。 
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3-2-4-7 実施工程 

日本政府の無償資金協力により本計画が実施される場合、両国の交換公文（E/N）締結後、

コンサルタント契約、入札図書の作成、建設工事と機材調達に係る入札および業者契約、建設

工事、機材調達が行われる。 

本計画は、3期分けにて実施され、1期工事では、ヌアクショットの既存小学校 17 校、既存

中学校 4校および新設中学校 2校を、2期工事では、引き続きヌアクショットの既存小学校 20

校、新設中学校 3 校の工事を実施する。3 期工事では、ヌアディブの既存小学校 7 校、新設小

学校 3校および新設中学校 1校の工事を実施する。実施スケジュールは、以下の手順に従う。 

 

(1) 実施設計業務 

コンサルタント契約締結後、基本設計調査報告書に基づき詳細設計を行い、入札図書を作成

する。入札図書作成完了後、MEN への入札図書説明を行い、承認を得る。その後、日本におい

て本計画の施設施工、機材調達に係る入札への参加希望者を公示により募集し、入札参加資格

審査を行って入札参加者を決定する。審査結果に基づき、実施機関が入札参加者を招集し、関

係者立合いの下に入札を行う。入札後、入札評価を経て施工・調達業者を選定し、施工・調達

契約を締結する。この後、モ国の国家契約認証委員会（Commission Control de Marche：以下

CCM と称す）により施工・調達契約の承認がなされる。コンサルタント契約時の現地調査から

CCM の契約承認までに要する期間は、1期で 7.5 ヶ月、2期、3期ともに 5.5 ヶ月と見込まれる。 

 

(2) 施設施工及び機材調達 

工事契約調印後、日本国政府の認証を得て施設施工及び機材調達に着手する。モ国政府負担

の工事及び手続きが円滑に行われるとすれば、所要工期は、1 期、2 期は共に 11.5 ヶ月、3 期

は 8ヶ月と見込まれる。次ページに事業実施工程表を示す。 
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施設施工

対象地区：ヌアクショット 1/2

　対象ｻｲﾄ： 小学校既存17校　

　　　　　　中学校既存4校

　　　　　　中学校新設2校

機材調達

施設施工

対象地区：ヌアクショット 2/2

　対象ｻｲﾄ： 小学校既存20校　

　　　　　　中学校新設3校

機材調達

施設施工

対象地区：ヌアディブ 1/1

　対象ｻｲﾄ： 小学校既存7校　

　　　　　　小学校新設3校

　　　　　　中学校新設1校

機材調達

1 2 3

実
施
設
計

124 5 6 7 8 9 10 11

施
工
・
調
達

月数

施
工
・
調
達

実
施
設
計

実
施
設
計

施
工
・
調
達

ヌアクショット1/2：工期11.5ヶ月

ヌアクショット2/2：工期11.5ヶ月

ヌアディブ 1/1：工期8ヶ月

2階建て教室棟施工（標準工程7ヶ月×2回転）

平屋建て教室棟施工（標準工程5ヶ月×3回転）

2階建て教室棟施工（標準工程7ヶ月×2回転）

平屋建て教室棟施工（標準工程5ヶ月×3回転）

2階建て教室棟施工（標準工程7ヶ

平屋建て教室棟施工（標準工程5ヶ月）

現地調査

国内作業

現地作業

PQ・入札・業者契約

モ国CCM承認

（計 7.5ヶ月）

現地調査

国内作業

現地作業

PQ・入札・業者契約

モ国CCM承認

（計 5.5ヶ月）

現地調査
（計 5.5ヶ月）

国内作業

現地作業

PQ・入札・業者契約

モ国CCM承認

4サイト

7サイト

6サイト

4サイト
2サイト

5サイト
7サイト

8サイト
2サイト

1サイト

7サイト

4サイト

 

 

 

表 3-20 事業実施工程表 
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3-3 相手国側分担事業の概要 

本計画の実施に当たり、モ国 MEN は以下に記載する分担事業を定められた期限内に完了する

必要がある。 

(1) 建設予定地の確保 

本計画の実施に必要な土地を用意し、MEN が建物を建設する権利を確保する必要がある。 

 

(2) 造成工事 

協力対象校の内、次の 25 校で造成工事を計画施設の着工前に完了する必要がある。 

 

表 3-21 造成工事を必要とする学校 

要請番号 学校名 造成工事の内容 

No. 9 EL ABASS 砂の盛上りを切土により平坦に整地する。 

No.11 ARAFAT 4 砂の盛上りを切土により平坦に整地する。 

No.14 EL VAROUGH 砂の盛上りを切土により平坦に整地する。 

No.18 KHATRY O AMAR O ALY スロープの切り盛り、整地を行う。 

No.19 SIDI ABDOULLAH OULD EL HADJ BRAHIM 砂の盛上りを切土により平坦に整地する。 

No.20 MHAMED O TOLBA 砂の盛上りを切土により平坦に整地する。 

No.21 AHMED ZEROUKH O BELEAMECH スロープの切り盛り、整地を行う。 

No.29 SIDI OULD MOULAYE ZEIN スロープの切り盛り、整地を行う。 

No.30 NAIB MED YEHDHIH スロープの切り盛り、整地を行う。 

No.32 SEDDIGH 菜園の一部を建設工事のために整地する。 

No.33 BINTOU JAHCHIN 菜園の一部を建設工事のために整地する。 

No.35 ZEHRA 砂の盛上りを切土により平坦に整地する。 

No.46 ADDA MED MOULOUD O AHMED FALL 砂の盛上りを切土により平坦に整地する。 

No.49 CHEIKH MELAININE 頁岩の突出部を掘削、整地する 

No.53 IBENE AMER 起伏の切り盛り、整地を行う。 

No.54 WEJAHA スロープの切り盛り、整地を行う。 

No.55 NASSREDDINE 1 (F) 砂の盛上りの切土、整地を行う。 

No.56 LEWINA 多数のバラック住居を撤去の上、起伏の切り盛り、整

地を行う。 

No.57 CREATION SALE スロープの切り盛り、整地を行う。 

No.59 CREATION ROBINET 5 スロープの切り盛り、整地を行う。 

No.61 COLLEGE ARAFAT 2 スロープの切り盛り、整地を行う。 

No.63 COLLEGE ARAFAT 3 スロープの切り盛り、整地を行う。 

No.65 CREATION COLLEGE ARAFAT 6 多数のバラック住居撤去の上、凸凹地の切り盛り、整

地を行う。 

No.66 COLLEGE TOUJOUNINE 4 スロープとうねりの切り盛り、整地を行う。 

No.69 COLLEGE DE TEYARETT 3 起伏の切り盛り、整地を行う。 
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(3) 校舎等の既存建物の解体・撤去、樹木等の伐採 

協力対象校の内、下記の 22 校で既存構造物の解体・撤去、樹木伐採および電柱等の移設を

計画施設の着工前に完了する必要がある。 

 

表 3-22 既存建物の解体・撤去、樹木伐採等を必要とする学校 

解体・撤去、伐採、移設等の内容 要請番号 学校名 

既存校舎の解体・撤去 その他 

No.  8 BILAL 4教室  

No.  9 EL ABASS 5教室  

No. 10 MALECK 6教室  

No. 12 EL HACEN 4教室と仮設水槽 1  

No. 13 EL HOUCEIN 2教室  

No. 14 EL VAROUGH 2教室  

No. 16 OUSSAMA IBN ZEID 6教室と仮設水槽 1  

No. 17 DHOU NOUREINI 3教室 樹木（約 2本）伐採 

No. 23 ALY IBN ABU TALEB 囲い塀（約 50m） 樹木（約 7本）伐採 

No. 25 AMMAR 仮設水槽 1  

No. 27 MOUSSAAB 4教室 樹木（約 7本）伐採 

No. 28 SALAH DINE 2教室と倉庫 2棟  

No. 32 SEDDIGH 7教室と仮設水槽 1  

No. 33 BINTOU JAHCHIN 4教室、守衛室 1、便所 1 ﾌﾞｰｽ  

No. 35 ZEHRA 2教室 樹木（1本）の伐採 

No. 36 ZEID バラック教室 1教室  

No. 43 ANNEXE 2教室 潅木複数の伐採 

No. 47 ALY CHENDHOURA  樹木（約 6本）の伐採 

No. 48 LAREIGUIB 3教室と仮設水槽１  

No. 56 LEWINA  多数のバラック住居撤去 

No. 58 CREATION ROBINET 3  電柱（2本）移設、鋼杭 9本撤去

No. 63 COLLEGE ARAFAT 3 囲い塀（約 54m）  

No. 65 CREATION COLLEGE ARAFAT 6  多数のバラック住居撤去 

 

(4) 代替教室の確保 

既存老朽教室を解体・撤去した上で教室建設を計画している上述の 15 校（No.8、9、10、12、

13、14、16、17、27、28、32、33、35、43、48）では、施設建設時には必要に応じて代替教室

を確保する必要がある。 

 

(5) 囲い塀、門扉の設置 

協力対象校の内、下記の 30 校で囲い塀と門扉の設置工事実施が計画施設の完成までに必要
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である。 

 

表 3-23 囲い塀と門扉の設置を必要とする学校 

要請番号 学校名 要請番号 学校名 

No. 2 EL MOCTAR O HAMIDOUN No.35 ZEHRA 

No. 4 CHEIKH SOULEIMANE BALL No.37 ESMA 

No. 6 ARAFAT 2 No.39 CHEIKH O. ABDOUK 

No. 9 EL ABASS No.46 ADDA MED MOULOUD O AHMED FALL 

No.18 KHATRY O AMAR O ALY No.56 LEWINA 

No.19 SIDI ABDOULLAH OULD EL HADJ BRAHIM No.57 CREATION SALE 

No.20 MHAMED O TOLBA No.58 CREATION ROBINET 3 

No.21 AHMED ZEROUKH O BELEAMECH No.59 CREATION ROBINET 5 

No.22 TALEB AHMED O. TOUEIR GENNE No.63 COLLEGE ARAFAT 3 

No.23 ALY IBN ABU TALEB No.65 CREATION COLLEGE ARAFAT 6 

No.27 MOUSSAAB No.66 COLLEGE TOUJOUNINE 4 

No.29 SIDI OULD MOULAYE ZEIN No.67 CREATION COLLEGE DE SEBKHA 

No.30 NAIB MED YEHDHIH No.68 COLLEGE DE T.ZEINA 

No.31 KHADIJETOU BINTOU KHOUEILID No.69 COLLEGE DE TEYARETT 3 

No.32 SEDDIGH No.70 CREATION COLLEGE DE NDB 3 

 

(6) 電力と市水の引込み 

計画対象の新設中学校 6校の内、計画施設の完成までに電力幹線と市水幹線の延長が必要な

学校は下表の通り 5校あり、かつ 6校全てについて、各幹線からサイト内の受電盤と貯水槽ま

での引込み工事実施が必要である。 

 

表 3-24 電力と市水の引込み工事を必要とする学校 

要請番号 学校名 工事の内容 

No. 65 CREATION COLLEGE ARAFAT 6 電力、市水幹線の約 500mの延長とサイト内への引込み 

No. 66 COLLEGE TOUJOUNINE 4 電力、市水幹線の約 500mの延長とサイト内への引込み 

No. 67 CREATION COLLEGE DE SEBKHA 隣接する電力、市水幹線からサイト内への引込み 

No. 68 COLLEGE DE T.ZEINA 電力、市水幹線の約 150mの延長とサイト内への引込み 

No. 69 COLLEGE DE TEYARETT 3 電力、市水幹線の約 1000mの延長とサイト内への引込み 

No. 70 CREATION COLLEGE DE NDB 3 電力、市水幹線の約 90mの延長とサイト内への引込み 

 

(7) 建築設備 

計画対象の新設中学校 6校に関し、技術棟・コンピュータ室への空調機設置、および電話幹

線からの回線の引込みと技術棟・コンピュータ室および管理棟への配線工事が必要である。 
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(8) 機材の調達 

無償資金協力により基本的な家具は調達されるが、校長室等において個人的に使用されるロ

ッカー類等、および守衛室で使用される家具の調達が計画施設の完成までに必要である。施設

維持管理に必要な清掃用具及び簡易工具等、技術棟で使用される理科学実験学習用機材、コン

ピュータ室用のコンピュータ、周辺機器及びケーブル配線、図書室の書籍の調達が計画施設の

完成までに必要である。 

 

(9) 運営・維持管理 

モ国政府は、本計画の実施に必要な教員と運営維持管理費を確保し、無償資金協力によって

建設、調達される施設、機材の適切かつ効果的な運用と管理を図る必要がある。 

 

(10) 許認可・申請手続き 

協力対象校の建設に必要な申請手続きと許認可取得の一切は、計画施設の着工前に完了する

必要がある。 

 

(11) 輸入関税、その他の税金の免税措置 

無償資金協力の下で調達される資機材の港における陸揚げ、通関及び国内輸送に係る手続き

が速やかに実施されること、認証された契約に基づき調達される生産物及び役務の内、日本国

民に課せられる関税、国内税、付加価値税（VAT）及びその他の財政課税金が免除されること

が必要である。特に、民間工事の場合、モ国へ輸入される物品は、一般的に課税の対象となり、

通関手数料も請求され、国内で購入される建設資機材には 14％の VAT が課せられるため、これ

らが確実に免除される必要がある。 

 

(12) 日本の銀行に対する銀行取り極め（B/A） 

モ国政府は、日本国内の銀行にモ国政府名義の口座を開設する必要がある。 

 

(13) 支払授権書（A/P） 

モ国政府は、銀行取り極めを締結した銀行に対し、支払授権書の通知手数料及び支払手数料

を負担する必要がある。 

 

(14) CCMの認証 

モ国では、契約行為に関し、調査業務契約で 2,500 万 UM、建設契約で 7,500 万 UM、機材調

達契約で 3,000 万 UM を超えるものについては、CCM の認証が必要である。従ってモ国政府は、

無償資金協力においても、契約調印後、日本国政府への認証手続きに入る前に CCM での審査手

続きと認証の一切を完了させる必要がある。 

 

(15) 出入国および滞在に係る便宜供与 

モ国政府は、認証された契約に基づく日本国民の役務について、その役務のための入国及び

滞在に必要な便宜を与える必要がある。 
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3-4 プロジェクトの運営・維持管理計画 

学校の維持管理費用の項目は、電気・水道・ごみ処理・便所の汲み取りにかかわる費用の他、

ガードマン（学校敷地内に住み込んで生活する警備員）の雇用費、チョークなどの文房具、掃

除道具や黒板用のペンキの購入費、ドアやガラスが破損した場合の修繕費等である。小学校施

設を維持管理するための費用は、市および父兄会が負担することが制度上定められているが、

現状では市当局からの支援は殆ど無いため、父兄会の拠出金に依存せざるを得ない状況が続い

ている。 

父兄会の学校運営への参加度合いや校長先生の自主的な努力によって、比較的良い状況に保

たれている学校も僅かながら存在するが、殆どの学校では、学校の運営維持管理を監督する視

学官の改善指摘を受けても、対応するための資金が捻出できないために、施設の軽微な補修で

すら対処できず学校環境の劣化が急速に進んでいる状況にある。こうした状況の改善に向けて、

MEN では、2003 年秋の新学年から各小学校に生徒数に応じて維持管理予算を支給する新制度を

導入する予定である。支給される維持管理予算は、各小学校の必要経費のおよそ 50％程度と見

込まれ、不足分を補うために、依然として父兄会の負担は不可欠と想定されるが、一定規模の

予算が確保されることにより、全ての学校において、最小限の補修などは可能になると期待さ

れている。これにあわせて、内容の詳細は明確化されていないが、MEN は 2004 年度中に小学校

の維持管理マニュアルの作成を進める予定である。これら MEN による小学校への維持管理支援

措置は、現状を少しでも改善しようとする措置として、充分、評価に値するものと考えられる。 

中学校においては、現在、父兄会の費用負担は無いが、中学校が継続的に建設された場合、

学校の維持管理にかかる経費が増大し、各校に配分される維持管理予算の減額が予想されるこ

とから、学校の維持管理に対する父兄の参加が期待されるものと推察される。 

以上を踏まえ、本計画の小学校、中学校双方について、MEN が主導的な役割を果たして、住

民のオーナーシップ意識をできる限り高揚させ、かつ父兄会の学校運営への参加をより一層促

進させて、より良い学校環境を持続的に形成して行くために、本計画の施設・機材に関し、日

常的維持管理の内容を示すリーフレットを施工業者が施工期間中に作成して、実施機関、各学

校、視学官等に配布し、当該リーフレットに基づいた実習会の開催と維持管理実施体制の構築

を MEN および本計画関係者に進言する。 

 

3-5 プロジェクトの概算事業費 

3-5-1 協力対象事業の概算事業費 

 本協力対象事業を実施する場合に必要となる事業費総額は 26.37 億円となり、先に述べた日

本とモ国との分担区分に基づく双方の経費内訳は下記(3)に示す積算条件によれば、次の通り

に見積もられる。 

 

(1) 日本側負担経費 

 以下に示す概算事業費は、暫定的な金額であり、即交換公文上の供与限度額を示すものでは

ない。無償資金協力の承認については、日本政府によって更に検討される。 
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概算総事業費（日本側負担）  約 2,458 百万円 

 

ヌアクショット地域 

小学校 37 校、237 教室、その他施設（1便所棟） 

中学校 9校、72 教室、その他施設（5技術棟、5管理棟、5教員用便所棟、5生徒用便所棟、5守衛室） 

（建築延べ床面積： 27,987.65m2） 

（単位：百万円） 

費目 概算事業費 

施設 教室棟 1,418

 技術棟 85

 管理棟 47

 守衛室 11

 校長室 -

 便所 26

 付帯家具 140

 

 

 

 

 

 

1,727 

機材（学習支援機材、衛生教育支援機材） 2 1,729

実施設計・施工監理費 203

概算事業費(小計) 約 1,932 百万円 

ヌアディブ地域 

小学校 10 校、50 教室、その他施設（3校長室、3便所棟） 

中学校 1校、9教室、その他施設（1技術棟、1管理棟、1教員用便所棟、1生徒用便所棟、1守衛室） 

（建築延べ床面積： 5,670.86m2） 

（単位：百万円） 

費目 概算事業費 

施設 教室棟 347

 技術棟 21

 管理棟 12

 守衛室 3

 校長室 13

 便所 14

 付帯家具 35

 

 

 

 

 

 

445 

機材（学習支援機材、衛生教育支援機材） 1 446

実施設計・施工監理費 80

概算事業費(小計) 約 526 百万円 
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(2) モ国側負担経費 

表 3-25 モ国側負担経費 

負担事項

1．造成工事 8,855,000 UM 4,047,000 円

2．既存建物解体撤去、樹木伐採等 14,358,000 UM 6,562,000 円

3．囲い塀、門扉設置工事 128,850,000 UM 58,885,000 円

4．電力・市水引込み工事 94,920,000 UM 43,379,000 円

5．建築設備 92,500,000 UM 42,273,000 円

6．機材調達 47,100,000 UM 21,525,000 円

7．日本の銀行の銀行取り極め 5,328,000 UM 2,435,000 円

合計 391,911,000 UM 179,106,000 円

現地貨 円貨

 

 

(3) 積算条件 

・積算時点 平成 15 年 8 月 

・為替交換レート 1US$ = 119.7 円 

 1US$ = 261.6 UM 

 1UM = 0.457  円 

・施工期間 3 期による工事とし、各期に要する詳細設計、工事の期間は施工工程

に示した通り。 

・その他 本計画は、日本政府の無償資金協力の制度に従い実施されるものと

する。 

 

3-5-2 運営維持管理費 

教室の増設、建て替えがなされた学校および新設校での運営費及び施設・機材の維持管理費

は以下の通りである。計画実施後に必要となる施設・機材の維持管理費については、小学校に

関し、維持管理を所轄する MEN、ヌアクショット市、ヌアディブ市の予算枠及び父兄会の負

担可能額の枠内に、中学校に関し、維持管理を所轄する MEN の予算枠に確実に計上する必要

がある。 

 

(1) 運営費 

運営費には教員の雇用費、水道費、電力費等が上げられる。 

 

1) 教員の新規採用費の算定 

新規教室の計画に伴って必要な新規採用の教員数を以下の通りに検討し、採用に係る費用を

算定する。計画対象の既存校においては、計画教室を含む使用可能教室数が既存の教員数を上

回った場合に、最低限、その上回った分について教員を補充するものとし、新規採用教員数を

算定する。また、新設校に関しては、最低限、計画教室数に相当する教員が必要となるものと

して新規教員の採用必要数を算定する。検討の結果、以下の 36 校において合計 180 人の新規

教員の補充が必要となる。MEN はその費用に関しての予算措置を行う必要がある。 
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表 3-26 教員の新規採用が必要となる計画対象校と新規採用教員の給与年額 

要請番号 学校名
新規採用が必要な
教員数

新規採用教員1人
当たりの年額給与
（UM／年）

新規採用教員の
年額給与小計
（UM／年）

No.1 IBN SINA 2 322,600 645,200

No.2 EL MOCTAR O HAMIDOUN 7 322,600 2,258,200

No.4 CHEIKH SOULEIMANE BALL 2 322,600 645,200

No.6 ARAFAT 2 1 322,600 322,600

No.8 BILAL 5 322,600 1,613,000

No.9 EL ABASS 4 322,600 1,290,400

No.10 MALECK 1 322,600 322,600

No.11 ARAFAT4 1 322,600 322,600

No.13 EL HOUCEIN 2 322,600 645,200

No.18 KHATRY O AMAR O ALY 3 322,600 967,800

No.19 SIDI ABDOULLAH OULD EL HADJ BRAHIM 2 322,600 645,200

No.20 MHAMED O TOLBA 4 322,600 1,290,400

No.21 AHMED ZEROUKH O BELEAMECH 3 322,600 967,800

No.22 TALEB AHMED O. TOUEIR GENNE 8 322,600 2,580,800

No.28 SALAH DINE 1 322,600 322,600

No.31 KHADIJETOU BINTOU KHOUEILID 7 322,600 2,258,200

No.32 SEDDIGH 7 322,600 2,258,200

No.33 BINTOU JAHCHIN 3 322,600 967,800

No.35 ZEHRA 1 322,600 322,600

No.36 ZEID 1 322,600 322,600

No.37 ESMA 5 322,600 1,613,000

No.39 CHEIKH O. ABDOUK 5 322,600 1,613,000

No.49 CHEIKH MELAININE 2 322,600 645,200

No.52 IBENE AMER 5 322,600 1,613,000

No.53 ARAFAT 11 8 322,600 2,580,800

No.54 WEJAHA 5 322,600 1,613,000

No.55 NASSREDDINE 1 (F) 1 322,600 322,600

No.56 LEWINA 3 322,600 967,800

No.57 CREATION SALE 6 322,600 1,935,600

No.58 CREATION ROBINET 3 6 322,600 1,935,600

No.59 CREATION ROBINET 5 6 322,600 1,935,600

No.65 CREATION COLLEGE ARAFAT 6 12 407,000 4,884,000

No.66 COLLEGE TOUJOUNINE 4 12 407,000 4,884,000

No.67 CREATION COLLEGE DE SEBKHA 12 407,000 4,884,000

No.68 COLLEGE DE T.ZEINA 9 407,000 3,663,000

No.69 COLLEGE DE TEYARETT 3 9 407,000 3,663,000

No.70 CREATION COLLEGE DE NDB 3 9 407,000 3,663,000

合計 180 63,385,200  

 

2) 水道費 

新規便所の計画に伴い、可動型給水タンクが計画機材に含まれる小学校 4 校（既存校 1 校、

新設校 3 校）、及び新規便所と技術棟を計画施設に含み、かつ可動型給水タンクを計画機材に

含んでいる新設中学校 6校に関し、手洗い及び飲料用水と理科実験用水の水道費を算定する。 
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表 3-27 水道費年額 

要請番号 学校名
目標年次の生徒
数と教員数の合
計（人）

生徒・教員の手
洗い・飲料の用
途に供する年間
水量（m3／年)

理科実験の用途
に供する年間水
量（m3／年）

手洗い・飲用お
よび理科実験用
の年間水量合計
（m3／年）

水道費年額小計
（UM／年）

No.35 ZEHRA 484 53 0 53 21,000

No.57 CREATION SALE 336 37 0 37 14,000

No.58 CREATION ROBINET 3 336 37 0 37 14,000

No.59 CREATION ROBINET 5 336 37 0 37 14,000

No.65 CREATION COLLEGE ARAFAT 6 482 53 11 64 25,000

No.66 COLLEGE TOUJOUNINE 4 615 68 11 79 31,000

No.67 CREATION COLLEGE DE SEBKHA 512 56 11 67 26,000

No.68 COLLEGE DE T.ZEINA 309 34 11 45 17,000

No.69 COLLEGE DE TEYARETT 3 369 41 11 52 20,000

No.70 CREATION COLLEGE DE NDB 3 359 39 11 50 20,000

目標年次の生徒数・教員数の総計（人） 4,138

生徒・教員1人・1日当たりに要する手洗い
用・飲料用水（m3／日・人)

0.0005

理科学準備室・自然科学講義室での理科実
験で使用する水量（m3／日）

0.050

市水料金（UM／m3） 400

水道費年額合計 202,000

注）年間水量の算定に当たっては、小学校、中学校とも年間通算44週（220日）授業を行うものとした。また、水道料金算定には、市水料金を採用した。

 

 

3) 電力費 

 計画対象の中学校 10 校（既存校 4 校、新設校 6 校）に関し、照明と理科実験器具等で使用

される電力の使用料金を算定する。 

表 3-28 電力費年額 

要請番号 学校名
想定電力負荷
（KVA)

想定年間使用
電力量（KWH）

年間電力料金小
計

No.61 COLLEGE ARAFAT 2 7 4,620 831,600

No.62 COLLEGE ARAFAT 5 7 4,620 831,600

No.63 COLLEGE ARAFAT 3 14 9,240 1,663,200

No.64 COLLEGE DE RIAD 1 14 9,240 1,663,200

No.65 CREATION COLLEGE ARAFAT 6 39 25,740 4,633,200

No.66 COLLEGE TOUJOUNINE 4 46 30,360 5,464,800

No.67 CREATION COLLEGE DE SEBKHA 46 30,360 5,464,800

No.68 COLLEGE DE T.ZEINA 32 21,120 3,801,600

No.69 COLLEGE DE TEYARETT 3 32 21,120 3,801,600

No.70 CREATION COLLEGE DE NDB 3 32 21,120 3,801,600

合計 269 177,540

電力料金（UM／KWH） 180

年間電力料金合計（UM／年） 31,957,200
注）想定電力負荷については、新設校（要請番号No.65～70）については、全施設を対象として電力負荷を想定したが、既存校（要請番号No.61～64）の
教室増設の場合、増設された教室のみを対象とした。また、使用電力量の算定に当たっては、年間44週（220日）において毎日3時間、電気器具を使用す
るものと仮定した。  
 

(2) 維持管理費 

1) 施設一般維持管理費 

 塗装の塗り替え、建具の補修などの費用で、計画施設の完成後 2年目より、毎年軽微な補修

が発生するものとし、1教室当たり 4,000UM、技術棟 1棟当たり 16,000UM、管理棟 1棟当たり

4,000UM、校長室 1棟当たり 1,500UM、守衛室 1棟当たり 500UM、便所 1ブース当たり 100UM の

材料費を見込む。 

5 年毎に部分的な補修塗装、防水更新、設備の更新等が必要になるとして、年当たり上記の
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2 倍の費用、すなわち 1教室当たり 40,000UM、技術棟 1棟当たり 160,000UM、管理棟 1棟当た

り 40,000UM、校長室 1 棟当たり 15,000UM、守衛室 1 棟当たり 5,000UM、便所 1 ブース当たり

1,000UM の材料費を見込む。なお、労務は父兄会から提供されるものとして、毎年の維持管理

および 5年毎の維持管理双方ともに労務費は計上しない。 

 

表 3-29 施設維持管理費（一般） 

維持管理主体 必要経費（UM／年）

ヌアクショット市 小学校 普通教室 237 教室 948,000

MEN、父兄会 校長室 0 棟 0

便所 4 ブース 400

ヌアディブ市 小学校 普通教室 50 教室 200,000

MEN、父兄会 校長室 3 棟 4,500

便所 12 ブース 1,200

MEN 中学校 普通教室 81 教室 324,000

技術棟 6 棟 96,000

管理棟 6 棟 24,000

便所 60 ブース 6,000

守衛室 6 棟 3,000

合計 1,607,100

対象施設 施設数

 

 

表 3-30 施設維持管理費（5年毎） 

維持管理主体 必要経費（UM／年）

ヌアクショット市 小学校 普通教室 237 教室 9,480,000

MEN、父兄会 校長室 0 棟 0

便所 4 ブース 4,000

ヌアディブ市 小学校 普通教室 50 教室 2,000,000

MEN、父兄会 校長室 3 棟 45,000

便所 12 ブース 12,000

MEN 中学校 普通教室 81 教室 3,240,000

技術棟 6 棟 960,000

管理棟 6 棟 240,000

便所 60 ブース 60,000

守衛室 6 棟 30,000

合計 16,071,000

対象施設 施設数

 

  

2) 便所の掻き出し費 

定期的に便所の汚物を掻き出す費用で、現状では 8ブース便所の場合、年 2回の掻き出しを

行い、その経費は 1 回当たり約 20,000UM となっているため、本計画でも同様の掻き出し費用

が発生するものとして、1 ブース当たり 2,500UM／回で、年 2 回分の費用が発生するものと仮

定する。一方、浸透・掻き出し併用式の便所は、掻き出し式と比較して、便槽での堆積量が上

記の約 30%となるため、1ブース当たり 750UM／回とし、年 2回の費用を計上する。 
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表 3-31 便所の掻き出し費 

維持管理主体 必要経費（UM／年）

ヌアクショット市 小学校 掻き出し式 4 ブース 20,000

MEN、父兄会 浸透・掻き出し式 0 ブース 0

ヌアディブ市 小学校 掻き出し式 0 ブース 0

MEN、父兄会 浸透・掻き出し式 12 ブース 18,000

MEN 中学校 掻き出し式 30 ブース 150,000

浸透・掻き出し式 30 ブース 45,000

合計 233,000

対象施設 施設数

 

 

3) 機材維持管理費 

机・椅子、教材等の補修費は、1教室当たり 4,000UM／年、技術棟は 1棟当たり 2,400UM／年

を計上する。 

表 3-32 機材維持管理費 

維持管理主体 必要経費（UM／年）

ヌアクショット市 小学校 普通教室 237 教室 948,000

MEN、父兄会

ヌアディブ市 小学校 普通教室 50 教室 200,000

MEN、父兄会

MEN、父兄会 中学校 普通教室 81 教室 324,000

技術棟 6 棟 14,400

合計 1,486,400

対象施設 施設数

 
 

(3) 年間運営・維持管理費 

本計画実施後、10 年間の運営・維持管理費の増額分の試算を示す。ただし、試算に当たって

は、教員給与昇給、物価変動は見込まないものとする。 

MEN の 2003/2004 年度予算は、総額 9,547,508 千 UM であり、本計画実施後の運営・維持管理

費増額分は左記 MEN 予算総額の 1.0～1.2％に納まり、ヌアクショット市、ヌアディブ市及び父

兄会の負担もある程度は期待できるため、本計画実施後の運営・維持管理には問題がないと考

えられる。 

 

表 3-33 年間運営・維持管理費 

（単位：1,000 UM）

1年 2年 3年 4年 5年 6年 7年 8年 9年 10年

2007/2008 2008/2009 2009/2010 2010/2011 2011/2012 2012/2013 2013/2014 2014/2015 2015/2016 2016/2017

1) 1) 教員給与 63,385.20 63,385.20 63,385.20 63,385.20 63,385.20 63,385.20 63,385.20 63,385.20 63,385.20 63,385.20

運営費 2) 水道費 202.00 202.00 202.00 202.00 202.00 202.00 202.00 202.00 202.00 202.00

3) 電力費 31,957.20 31,957.20 31,957.20 31,957.20 31,957.20 31,957.20 31,957.20 31,957.20 31,957.20 31,957.20

2） 1) 施設一般維持管理費 1,607.10 1,607.10 1,607.10 1,607.10 16,071.00 1,607.10 1,607.10 1,607.10 1,607.10 16,071.00

維持 2) 便所掻き出し費 233.00 233.00 233.00 233.00 233.00 233.00 233.00 233.00 233.00 233.00

管理費
3) 機材維持管理費 1,486.40 1,486.40 1,486.40 1,486.40 1,486.40 1,486.40 1,486.40 1,486.40 1,486.40 1,486.40

98,870.90 98,870.90 98,870.90 98,870.90 113,334.80 98,870.90 98,870.90 98,870.90 98,870.90 113,334.80合計

計画完了後の年数
　　　　　　年度

費目
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第 4章 プロジェクトの妥当性の検証 

4-1 プロジェクトの効果 

本計画は、モ国のヌアクショットおよびヌアディブにおいて、施設の建替え、新設が緊急に

必要とされる小学校 47 校における 287 教室の建設及び校長室・機材倉庫、便所からなる付帯

施設の建設、家具・学習支援機材の調達、中学校 10 校における 81 教室の建設および技術棟、

管理棟、守衛室、便所からなる付帯施設の建設、家具の調達を行うものである。本計画の実施

により、以下の効果の発現が期待される。 

 

(1) 教室の極端な過密状況の緩和による学習環境の向上 

本計画の計画対象地においては、増加の一途をたどる生徒数に対し、教室数の不足が深刻な

ものとなっている。小学校の場合には、1999/2000 年度の 1 教室当たりの生徒数は全国平均の

44 人に対してヌアクショットの対象校では 71 人、同ヌアディブでは 75 人であり、全国平均を

大きく上回る状態で授業が実施されている。この数字は老朽化が進み、安全性に問題のある教

室や、採光の不十分な教室、仮設教室なども含めた数値であり、使用に充分耐える教室のみに

限定した場合、1教室当たりの生徒数はヌアクショットの協力対象校では 94 人、同じくヌアデ

ィブでは 83 人となり、全国平均の 2 倍に近い過密状態である。中学校の場合には、協力対象

校 10 校のうち、既設校はヌアクショットの 4 校であるが、これら既存校の 1 教室当たりの生

徒数も 90 人で、小学校と同様に教室の過密状態が深刻な状況にある。 

本計画による教室増設と学校新設により、目標年次における協力対象校の 1教室当たりの生

徒数は大幅に低減され、小学校に関しては、ヌアクショットで 54 人、ヌアディブで 57 人、中

学校に関しては、ヌアクショットで 50 人、ヌアディブで 39 人となる見通しで、ESDP が目標と

している「小学校の場合、１クラス当たり 40 名、中学校の場合 31 名」の適正規模に向けた改

善がなされ、より良い学習環境の実現が期待される。 

 

(2) 2 部制、二校制の解消による授業実施上の公平性の確保 

モ国の小学校では、1 クラスの人数が 100 名を超える場合、クラスを二つに分け、午前・午

後の 2 部制で授業を行う規定となっている。本計画の対象校の中にも、2 部制の授業を実施し

ている学校が多数含まれている。MEN は 2 部制の場合も正規の授業時間数を守るよう指導して

いるものの、実際には校長や教員の判断により短縮した時間割が採られることが多い。MEN が

2 部制授業の生徒と通常授業の生徒の学力について調査をした結果、前者の学習到達度に大幅

な遅れが見られることも明らかとなっている。また、モ国には 2 部制に類似した形式として、

1 敷地内の学校施設を 2 つの学校で共用する 2 校制が存在し、午前・午後とでそれぞれ別の学

校として授業を実施している場合があるが、上記 2部制と同様の弊害が見られる。よって 2部

制、2校制の解消による学習効率の改善が急務となっている。 

本計画の協力対象校には、2部制の小学校が 10 校、2校制の小学校が 9校含まれるが、本計

画の実施により 2 部制の小学校では、1 教室当たりの生徒数は平均で 51 人まで低減するため、

10 校全てにおいて 2部制の解消が可能となる。また、2校制のサイトにおいて MEN は、協力対

象校ではない 2校制の相手校全てを目標年次までに他所へ移転させる予定であり、左記の措置

と本計画の実施により、2校制校の 1教室当たりの生徒数は平均で 58 人まで低減する見通しで
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ある。以上により、正規の授業時間数による授業を受けることができる生徒の数が増加し、学

習効率の向上が期待される。 

 

(3) 前期中等教育へのアクセスの改善 

初等教育の普及に伴い、モ国における前期中等教育へのニーズは高まっているが、小学校よ

りも更に深刻な施設不足の状況にある。公立中学校への進学ニーズに対して、受け入れる学校

が著しく不足しているため、小学校卒業試験による選抜制となっており、合格者数は中学校の

受入可能人数によって決定されている。2002 年の試験結果では、公立中学への進学が認められ

た生徒は卒業試験受験者の 53.7％に過ぎず、残りの半数近い生徒は進学を諦めざるを得ない状

況にある。 

MEN は ESDP に基づき、初等教育はもとより前期中等教育の普及にも力を注ぐ方針であり、教

育改革の開始年である 1999 年に小学校に入学した生徒が中学校に入学する 2005 年には、中学

校への入学者数を 25,000 人まで増加させることを目指しており（2001 年の中学 1 年在籍者数

は19,613人）、この目標達成のためにも、受け皿となる中学校教室の増設が急務となっている。 

本計画の教室整備（81 教室）の実施により、約 3,400 人の生徒の収容が新たに可能となる。

また、新設中学校の技術棟は普通教室に転用可能であるため、この余力分を加えた場合、合計

で最大約 4,200 人の生徒の収容が可能となる。従って、本計画による中学校の整備は ESDP の

目標達成の一助となり、受入能力の拡大を通じ、前期中等教育へのアクセスの改善に繋がるこ

とが期待される。 

 

(4) 前期中等教育のカリキュラムに対応した授業の実施 

ESDP においては、前期中等教育の改善に向けた重要な課題として、前述のアクセス改善と共

に、社会ニーズに則ったカリキュラムの見直しを通じた教育の質的改善も挙げられている。特

に、これまでに十分な配慮がなされておらず、学力の不足が指摘されていた理科系教育、技術

教育、図書室学習等のカリキュラム充実に向けた専用の施設の整備が必要とされている。この

ため、MEN では新設する中学校において、一般教室に加えて、理科学準備室・自然科学講義室、

コンピュータ室、図書室を含めた技術棟を中学校の標準仕様として整備を進めている。 

本計画の中学校においても、MEN の標準仕様を踏まえた技術棟の整備を行なう。この技術棟

は体験型・参加型の学習の場として活用されることになるため、前期中等教育のカリキュラム

に則った授業の実施に貢献することが期待される。 

 

(5) 中学校の運営管理体制の強化 

ESDP に基づく中学校の標準仕様には、前述の技術棟のほか、中学校の運営管理を行うための

施設として、校長室・副校長室・教職員室・会計室・舎監室を備えた管理棟の整備が含まれて

いる。ESDP では、教育内容そのものの見直しに加えて、従来脆弱であった学校の運営管理体制

の強化を図るため、教職員および事務関係者の職務に応じた専用スペースを確保することを決

定し、中学校の運営形態に対応した管理棟を標準仕様としている。 

本計画の中学校においても、MEN の標準仕様を踏まえた管理棟の整備を行う。この管理棟を

整備することによって、生徒・教員への指導体制の強化、教職員のコミュニケーションの円滑
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化等を通し、中学校の運営管理体制の強化に貢献することが期待される。 

 

(6) 学校の衛生環境の改善 

学校の衛生環境を清潔な状態に保つためには便所は不可欠であるため、本計画では新設する

学校および便所の無い学校に対して便所を整備する。また、便所整備と同時に、便所の横に移

動型の手洗いタンクを設置することとし、便所の利用だけでなく手洗い等が可能となる計画と

する。これによって衛生教育の実施が可能となり、同時に学校の衛生環境の改善が期待される。 

 

4-2 課題・提言 

本計画の実施により、上記 4-1 に述べたように、教室の過密状況の緩和や良質な教育空間の

整備によって学習環境が改善されることに加え、2 部制授業の解消や理科学教育等の実施に対

応できる学習空間を整備することによってカリキュラム実施上の公平性の確保、学習効率の向

上等の効果が期待される。このような効果が十分発揮されるよう、モ国政府が今後取り組んで

いくべき事項として、以下を課題・提言として提示する。 

 

(1) 学校施設の運営・維持管理体制の強化 

学校施設の運営・維持管理は学校の父兄会が中心となって行っているが十分な態勢とはいえ

ず、今後は MEN による施設・機材に対する維持管理の技術指導、モニタリング等を強化する必

要がある。運営・維持管理上の留意すべき対応策を以下に示す。 

 

1) 維持管理マニュアルの作成 

2003 年度より MEN から各学校へ支給されている維持管理費の使途を規定するとともに、校長、

教員、父兄会、MEN、視学官、市といった学校関係者の維持管理における役割の明確化を図る

ため、既存の学校維持管理マニュアルをより実際的に活用可能となるように改善する。 

 

2) 優良な学習環境の確保に向けた試行の実施 

清潔で快適な学習環境を維持して行くためには、教員や生徒だけでなく、学校運営に関係す

る全ての人々が優良な学習環境を確保するとの意識を持つことが重要である。関係者の意識の

高揚を図るため、学校美化ポスター、美化標語の募集を行い、優秀作を表彰することや、併せ

て、清掃・美化の点で優秀な学校を選定し、表彰を行うこと等の試行に対して、MEN が指導的

な役割を果たすことが期待される。 

 

(2) 衛生教育の実施 

本計画の計画対象校を含めた多くの学校において、水の供給不足や不適切な維持管理のため

に、保健衛生上の観点から問題のあるような状況が見受けられ、こうした状況は、生徒の健康

に少なからず影響を与えると考えられる。生徒の保健衛生環境を改善するとともに、生徒が将

来大人になったときに、その子供に適切な衛生に関する知識を伝えることができるよう、衛生

知識の向上や、便所の適切な利用方法、そしてその維持管理の大切さ等をテーマとした衛生教

育を実施することが必要である。 
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4-3 プロジェクトの妥当性 

本計画は以下に挙げる点より、我が国の無償資金協力による実施が妥当であると判断される。 

 

A. 本計画の裨益対象は、モ国のヌアクショットおよびヌアディブにおける約 1.7 万人の小中

学校の生徒であり、当該裨益対象には貧困層出身の生徒が多く含まれる。 

B. 本計画は、計画対象地域の小中学校で緊急的に求められている教室の極端な過密状況の緩

和を教室増設と学校新設によって実現することを目標としており、その計画内容は ESDP

の目標である基礎教育の改善、過密状況の緩和、理科学教育の改善等に資するものである。 

C. 本計画により建設される学校施設の運営・維持管理は、MEN が主導的な役割を果たしなが

ら、父兄会の協力のもと、独自の資金と人材・技術で適正に実施される可能性が高いと判

断される。 

D. 本計画実施による、環境への負荷は低いと判断される。 

E. 本計画は、収益性のあるプロジェクトではない。 

F. 本計画は、我が国の無償資金協力の制度により、特段の困難なく実施可能であると判断さ

れる。 

 

4-4 結論 

本計画は、これまでに述べてきたように多大な効果が期待されると同時に、教育環境の充実

を通じて、地域住民の BHN の向上に幅広く貢献するものであることから、協力対象事業の一部

に対して、我が国の無償資金協力を実施することの妥当性が確認される。 

さらに、本計画の運営・維持管理についても、相手国側の体制は人員・資金ともに十分であ

り問題はないと考えられる。 

しかしながら、本計画がより円滑かつ効果的に実施されるためには、前述の 4-2 に示した課

題および提言が遅滞なく実行されることが必要である。 



 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

資  料 
 



A1 - 1 

資料 1 調査団員・氏名 

(1) 基本設計調査時 

氏名 担当 所属、役職 

(1) 殿川 広康 総括 
独立行政法人 国際協力機構 

無償資金協力部 業務第１課 

(2) 渡辺 政彦 業務主任／建築計画 システム科学コンサルタンツ（株） 

(3) 城戸 千明 社会環境／教育計画 システム科学コンサルタンツ（株） 

(4) 山本 圭一 施工・調達計画/積算 システム科学コンサルタンツ（株） 

(5) 茂木 睦 給水計画 システム科学コンサルタンツ（株） 

(6) 丸藤 睦 建築設計 1／運営維持管理計画 システム科学コンサルタンツ（株） 

(7) 竹田 真一郎 建築設計 2 システム科学コンサルタンツ（株） 

(8) 菊池 康 通訳 システム科学コンサルタンツ（株） 

 

(2) 基本設計概要説明調査時 

氏名 担当 所属、役職 

(1) 森下 拓道 総括 
独立行政法人 国際協力機構 

セネガル事務所 

(2) 渡辺 政彦 業務主任・建築計画 システム科学コンサルタンツ（株） 

(3) 丸藤 睦 建築設計 1／運営維持管理計画 システム科学コンサルタンツ（株） 

(5) 菊池 康 通訳 システム科学コンサルタンツ（株） 

 

 



A2 - 1 

資料 2 調査行程 

(1) 基本設計調査時 

日数 月 日 曜日 官　側 業務主任／建築計画 社会環境／教育計画
建築設計 I／
運営維持管理計画

建築設計 II 給水計画
施工・調達計画／
積算

通　訳
（フランス語）

1 7月20日 日 成田→パリ ← ← ← ← ← ← ←

2 7月21日 月 パリ→ヌアクショット（NKC） ← ← ← パリ→ダカール（DKR） 官側と同じ ← ←

3 7月22日 火
MEN、MAED表敬・

インセプションレポート説明・協議
調査対象サイトの協議・選定

← ← ← DKR調査、類似施設調査 官側と同じ ← ←

4 7月23日 水 県知事、NKC市長表敬、MEN協議 ← ← ←
DKR調査
DKR→NKC

官側と同じ ← ←

5 7月24日 木 MEN協議 ← ← ← ← 給水事情調査 施工・調達調査 官側と同じ

6 7月25日 金 MEN協議、調査対象サイト視察 ← ← ← 施工・調達調査 官側と同じ

7 7月26日 土
MEN協議

← ←
サイト調査・NKC再委託
調査調整

施工・調達調査 官側と同じ

8 7月27日 日
UNICEF・WB訪問

MEN協議・ミニッツ案作成
← ←

サイト調査・NKC再委託
調査調整

NDB市長表敬/NDB代表校
調査

NDB市長表敬/NDB給水事
情調査
NDB→NKC

施工・調達調査 官側と同じ

9 7月28日 月 ミニッツ案協議/ミニッツ署名 ← ← ←
NDB調査
NDB→NKC

官側と同じ ← ←

10 7月29日 火
DKR移動

大使館・JICA報告、
DKR→パリ

現地調査 現地調査 給水事情調査 施工・調達調査 通訳・翻訳

11 7月30日 水 パリ着→移動 現地調査 現地調査 給水事情調査 施工・調達調査 　〃

12 7月31日 木 成田着 現地調査 現地調査
NKC再委託調査開始
立ち会い

NKCサイト調査 給水事情調査 施工・調達調査 　〃

13 8月1日 金 資料整理・団内協議 ← ← ← 　〃

14 8月2日 土 現地調査 現地調査 給水事情調査 施工・調達調査 　〃

15 8月3日 日 現地調査 現地調査 給水事情調査 施工・調達調査 　〃

16 8月4日 月 現地調査 現地調査
午前：団内協議
午後：NKC→DKR移動

← 　〃

17 8月5日 火 現地調査 現地調査 DKR給水機材調査 DKR調達調査 　〃

18 8月6日 水 現地調査 現地調査 　〃

19 8月7日 木 現地調査 現地調査 　〃

20 8月8日 金 資料整理/DB移動準備 ← 　〃

21 8月9日 土 　〃

22 8月10日 日 NDB現地調査 NDB現地調査 　〃

23 8月11日 月 NDB現地調査 NDB現地調査 　〃

24 8月12日 火
NDB現地調査
NDB→NKC

NDB現地調査
NDB→NKC

　〃

25 8月13日 水 現地調査 現地調査 　〃

26 8月14日 木 現地調査 現地調査 　〃

27 8月15日 金 資料整理・団内協議 ← 　〃

28 8月16日 土 現地調査 現地調査 　 　〃

29 8月17日 日 現地調査 現地調査 　〃

30 8月18日 月 現地調査 補足調査 　〃

31 8月19日 火 補足調査
補足調査
パリ移動準備

　〃

32 8月20日 水 補足調査 NKC→DKR→パリ 　〃

33 8月21日 木 補足調査 パリ着/学習機材等調査 　〃

34 8月22日 金 資料整理 パリ→成田移動 　〃

35 8月23日 土 覚え書き協議 成田着 覚え書き協議 ← 業務主任と同じ

36 8月24日 日
覚え書き交換
NKC→DKR

補足調査
資料整理/補足調査
NKC→DKR

業務主任と同じ

37 8月25日 月
大使館・JICA報告
DKR→パリ

NKC→パリ
調査表回収
DKR→パリ

業務主任と同じ

38 8月26日 火
パリ着
機材調査等

業務主任と同じ

39 8月27日 水 パリ→移動 業務主任と同じ

40 8月28日 木 成田着 業務主任と同じ

表中の略語凡例：　DKR：ダカール、NKC：ヌアクショット、NDB：ヌアデイブ

MEN：国民教育省、MAED：経済開発省、MET：設備交通省、CFD：フランス協力部

成田着

パリ着
仏基準等資料収集

NKCサイト調査

NKCサイト調査

NKCサイト調査

NKCサイト総合調査

サイト毎の概略計画作成

NKCサイト調査

NKCサイト補足調査

NKC→NDB／NDB市表敬等 NKC→NDB移動

NDBサイト調査

パリ→移動

←

DKR→パリ

パリ着→移動

成田着

NKCサイト調査

NKCサイト調査

団内会議、ヌアディブ（NDB)移動準備
NKC→NDB

NDB代表校調査/給水事情調査

調査対象サイト試験調査／
調査方法の調整

NKCサイト調査

NKCサイト調査

←

NKCサイト調査

NKCサイト調査

←

NDBサイト調査

NKCサイト調査

NDB→NKC

NDBサイト調査
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(2) 基本設計概要説明調査時 

日数 月日 曜日 官側 業務主任／建築計画
建築設計 I／
運営維持管理計画

通訳
（フランス語）

1 12月13日 土 成田→パリ ← ←

2 12月14日 日 パリ→ヌアクショット ← ←

3 12月15日 月
MEN・MAED表敬、

基本設計概要書説明・協議
← ←

4 12月16日 火
MEN基本設計概要書説明・

協議
← ←

5 12月17日 水 ダカール→ヌアクショット MEN協議・ミニッツ案作成 ← ←

6 12月18日 木
MEN協議、ミニッツ案協議、中
学校理科学機材補足調査

← ← ←

7 12月19日 金 サイト視察 ← ← ←

8 12月20日 土 骨材採取場、サイト視察 ← ← ←

9 12月21日 日
ミニッツ修正、ミニッツ署名、

サイト視察
← ← ←

10 12月22日 月
ヌアクショット→ダカール、大
使館・JICA報告

← ← ←

11 12月23日 火
積算関連補足調査、
ダカール→パリ

← ←

12 12月24日 水 パリ→移動 ← ←

13 12月25日 木 成田着 ← ←
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資料 3 関係者（面会者）リスト 

 
(1) ヌアクショット 

Ministère de l’Education Nationale 

国民教育省 

 

Nebghouha Mint Mohamed Vall Directrice de la Planification et de la Coopération, 
DPC 
計画・協力局長 

Mohamed Rara Ould Jeghdane Responsable service construction scolaire 
計画・協力局学校建設課長 

Khadija Mint Mohamed Salem Responsable carte scolaire, DPC 
計画・協力局スクールマッピング担当 

El Housseyn Ould Mahfoudh Responsable statistique, DPC 
計画・協力局統計担当 

Khalifa DPC 
計画・協力局 

Mohamed Vall Ould Ahmedou DPC 
計画・協力局 

Mohamed Mahmoud DPC 
計画・協力局 

Mohamed Brahim Ould Fhoulan Directeur de l’Enseignement Fondamental 
初等教育局長 

Dah Ould Didiya Chef du Service, Direction de l’Enseignement 
Fondamental (DEF) 
初等教育局課長 

Abdallahi Ould Mohamed Lemine Direction de l’Enseignement Fondamental (DEF) 
初等教育局 

Abdallahi Ould Mohamed Lemine Direction de l’Enseignement Fondamental (DEF) 
初等教育局 

Soumare Oumar Cadre, DES 
中等教育局長 

Moutha Mint El Hadj Responsable atelier des sciences, Direction de 
l’Enseignement Secondaire (DES) 
中等教育局理化学教材製作室室長 

Mohamed El Moustapha Ould Ely Bitaleb DES 
中等教育局 

Hamdatt Ould Mohamed Vall DES 
中等教育局 

Dah Ould Abdel Baghi Direction Régionale de l’Enseignement Fondamental 
初等教育地方局長 

Med O Koueiry Service Animation Socioculturel 
社会文化指導課 
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Med SENE Atelier des Sciences, Service de recouvrement et 
Archives 
理化学教材製作室、料金・資料課 

Oumar Amadou Demane Technicien, Atelier des Sciences  
理化学教材製作室、技術者 

Mouhamedou O/ Ahmed Technicien, Atelier des Sciences   
理化学教材製作室、技術者 

Maktour O/ Ahmed Jidou Technicien, Atelier des Sciences 
理化学教材製作室、技術者 

Ba Ahmed Abdarahmane Chargé de l’informatique, Atelier des Sciences  
理化学教材製作室、コンピューター担当 

Med Laghdaf O/ Dah Chargé de la bibliothèque, Service animation  
指導課、図書室担当 

El Housseyn Idef El Mina 
エルミナ地区視学官 

Habiboullah Ould Moctar Idef Riyad 
リヤド地区視学官 

Saleck Ould Bilal Idef Dar Naim 
ダルナイム地区視学官 

Mohameden Ould Md Salem Idef Sebkha 
セブファ地区視学官 

Med Ali Ould Med Idef Toujounine 
トゥジュニン地区視学官 

El Khalid Ould Ahmed Idef Ksar 
クサール地区視学官 

Taher Ould Ahmed Idef Tevragh Zeina 
テブラゼイナ地区視学官 

Mohamed Lemine Ould M’beiry Idef Tyarett 
ティアレット地区視学官 

El Hafedh Ould Med Saleck Idef Arafatt 
アラファト地区視学官 

 
Ministère des affaires Economiques et du Développement 
経済開発省 
Sidi Med Ould Bakha Directeur des Financements 

財務局長 

BA Ismaila dit Abdallahi Ba Coordinateur Technique Régional 
リージョナル技術コーディネーター 

Limam Ahmedou O Mohamedou Chef Service Coopération Economique, Direction 
des Financements 
財務局、経済協力課長 

Ba Kalidou Chef du Département de la Coordination Statistique 
統計調整部長 
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Mohamed Lemine Ould Ahmed Responsable Division suivi de l aide extérieure 
外国援助フォローアップ課長 

Mohamed Mahmoud Ould Chrif M’hamed Coordinateur Technique Central 
中央技術コーディネーター 

Kamil Abdel Wedoud Directeur, Direction des Projets Education 
教育プロジェクト局長 

 

 
Ministère de l’Equipement et des Transports 
機材交通省 
Mohamed Ould Brahim Directeur de la Topographie et de la Cartographie 

測量・地図局長 

 
Ministère Des Finances 
財務省 

 

Thiam Diombar Directeur Adjoint du Budget 
財務省予算局副局長 

 
Secrétariat D’Etat a la Condition Féminine 
女性条件庁 
Hetoutou Mint Abdoullah Directrice de la Famille et de l’Enfant 

家族・児童局長 

 
Secrétariat d’Etat a l’Alphabétisation et a l’Enseignement Originel 
識字教育・伝統教育庁 
Sidi Abdallah Ould Cheikh Directeur du Mahadra 

マハドラ（コーラン学校）局長 

Mohamed Ould Ahmed Belon Cadre SEEO 
伝統教育課長 

Mohamed El Hadi Ould Taleb Directeur Alphabétisation 
識字教育局長 

Mohamed Ould Salek Cadre SEAEO 
識字教育・伝統教育庁 

Sidi Ould Boilil  Conseiller 
顧問 

Mohamed Ould Sidi Ahmed Vall Conseiller 
顧問 
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Office National de la Statistique  

国立統計局 

 

Ahmed Ould Isselmou Chef du Department des Statistiques 
Démographiques et Sociales 
人口・社会調査課長 

Khalidou Ba Chef Service Documentation  
資料課課長 

 

Ministère des Affaires Etrangères et de la Coopération 

外務・協力省 

Mohamed Malainine Khaled Ambassadeur, Directeur de la Communication 
渉外担当局長 

 

Province of Nouakchott 

ヌアクショット県庁 

 

Mohoumed Ould Khilil Wali ヌアクショット県知事 

 

Commune de Nouakchott 

ヌアクショット市 

 

Didi Ould Bounaama Maire 
市長 

Salem Ould Sidi Directeur, DDC 
DDC局長 

Cheikhna Ould Lefghih Conseiller, CP 
CP顧問 

 

Moughataa de Nouakchott 

ヌアクショットの各地区 

 

Mahi o/Hamid Hakem T-zeina 
T-zeina地区長 

Med o/Ahmed Salem Hakem Teyarett 

Teyarett地区長 

Med Moctar Hakem Dar Naim 
Dar Naim地区長 

 

Association des Parents d’Elèves 

ヌアクショット市父母会 

 

Mohamed Vall Lemrabott Président Fédération de l’Association des Parents 
d’Elèves de Nouakchott 
ヌアクショット市父兄会連合会会長 
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Banque Mondiale 

世界銀行 

 

Cherif Diallo Officer of Social Program 
社会セクタープログラム担当官 

Brahim Ould Abdelwedoud Ingénieur du programme de développement urbain 
都市開発プロジェクトエンジニア 

 

UNICEF, Représentant en Mauritanie 

ユニセフ・モーリタニア事務所 

 

Dr. Hervé Peries Coodinateur des Programmes 
プログラムコーディネーター 

Monique Roch Chargée de Programme Education Pour Tous 
“Education for All” プログラム担当官 

Abddoul Sow Administrateur Adjoint du Project Education 
教育プログラム担当官 

Azan Dossessi Arsene Administrateur Adjoint du Project Education 
教育 Rural Area 担当官 

 

ESB  

Hattar Ould Bounene Directeur Général 
社長 

 

SOMAB  

Med Melainine Khaled Directeur Général 
社長 

 

BATIMAT  

Nicolas Directeur 
社長 

Marwan Michel Hanna 社員 

 

CCM (Commission Centrale Marches) 

Jemal Ould Tolba Administrateur Civil 
行政官 

 

CSS  

Mme Hamza Service Immatriculation et Archives 
登録・資料課 
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TRANSAC (Société de Transit d’Armement et de Consignation) 
船荷取り扱い会社 

Ahmed Baba Azizi Directeur Général 
社長 

Sidi Mohamed Ould Azizi Directeur Armement et Consignation 
船荷局長 

 

SAM (Société des Aéroports de Mauritanie) 

モーリタニア空港会社 

Med Bechir Ould  Med Laghdaf Chef Service de la Météorologie Nationale 
気象課長 

 

AMEXTIPE (Agence Mauritanienne d’ Exécution de Travaux d’ Intérêt pour l’Emploi ) 

モ国公共事業庁 

Sow 庁員 

 

Mission Française de Coopération フランス援助 

Caroline Merlo Service Culturelle / Attache Culturelle 
文化部、文化アタッシェ 

 

LNTP (Laboratoire National des Travaux Publics) 

公共事業国立研究所 

Ould Abdellahi Mohamed Directeur Général 
所長 
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(2) ヌアディブ 

Nouadhibou 

ヌアディブ県庁 

 

Mohamed Mahmoud O Jiddou Wali 
ヌアディブ県知事 

Sidi Sow Wali Adjoint 
副知事 

Mohamed Lemide O Hanchi Wali Economique 
経済担当知事 

 

Commune de Nouadhibou 

ヌアディブ市 

 

Mohamed O Chreyui Maire 
市長 

Mochar O Hawrfi Conseiller 
顧問 

Attie Mamadou Directeur Technique 
技術局長 

Kante Technicien 
技術者 

Cheddar Ould Mohamed Ould Yeddaly Directeur  
局長 

Abderrahmane Ould Mohamed Vall Chef Service Education  
教育課長 

 

DREF (Direction de l’Enseignement Fondamental) 

国民教育省初等教育局初等教育地方局 

Mohamed Shelcho Hebib Directeur  Adjoint Régional de l’Enseignement 
Fondamental 
ヌアディブ県 DREF副局長 

 

Moughataa de Nouadhibou 

ヌアディブ地区 

 

Med El Hacen O / Med SAAD Hakem Nouadhibou 
Nouadhibou地区長 

 

Ecole des Pêches 

漁業学校 

 

Med O/ abidine O/ Mayif Directeur 
校長 
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SNIM (Société Nationale Industrielle et Minière) 

鉱山工業公社 

Bah Ould Dah Directeur des Ressources Humaines 
人事局長 

 

SNDE  

Mohamed El Moctar Ould El Moctar Directeur adjoint  
副局長 

Ahmed O.Guenaya Chef du Centre 
センター長 

Laroussi O. Abdelwadoun Chef d’ Exploitation 
操業係長 

 

Direction les Mines et de la Géologie 

鉱山・地質局 

 

Wane Ibrahima Lamine Directeur des Mines et Géologie 
鉱山・地質局長 

 

CNRE  

Barry Sioli Hameb Hydro-géologiste, Chef Service SEE 
水利・地質学者、SEE課長 

 

ANEPA  

Mohamed Yahya Ould Ah, edou Directeur Administratif et Financier 
総務・財務局長 

Ibrahima Mamadou Sall Chef Service Maintenance  
維持管理課長 

 

(3) ダカール 

在セネガル日本大使館  

中山 邦夫 二等書記官 

 

JICAセネガル事務所 

小西 淳文 所長 

加藤 隆一 次長 

清野 和美 企画調査員 

山形 律子 所員 
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CSE (Compagnie Sahélienne d’Entreprises) 

Oumar SOW Administrateur Directeur Général Adjoint 
副社長 

Mamadou GAYE Service Etudes et Contrôles 
調査・検査課長 

 

SAE (Société Africaine d Entreprise)  

Ablaye GACKOU Directeur 
社長 

 

Compagnie Générale de Construction  

Cheikh AMAR 社員 

Ibrahima SAKHO 社員 
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資料 6 基本設計概要表 
1 案件名 

モーリタニア・イスラム共和国 ヌアクショット・ヌアディブ小中学校建設計画 

 

2 要請の背景（協力の必要性･位置付け） 

（1） モーリタニア・イスラム共和国（以下モ国と称する）は国土の殆どが砂漠であり、農業生産性

は著しく低く、また、近代産業は未発達の状況にある。国家収入に貢献する資源は内陸部の鉄

鉱石、水産物に限られているため、バランスの取れた社会経済の発展を目指す同国の道程は険

しい。 

 このような状況の中で 2000 年 12 月、モ国政府は PRSP（貧困削減戦略書）を国家開発計画とし

て作成し、その中で、貧困削減と経済発展の基礎となる人材育成を重要な政策課題として位置

づけている。この PRSP に則って策定された ESDP（教育セクター開発プログラム：2001-2010 年）

では、初等教育から中等教育までを一貫した基礎教育課程と捉え、基礎教育の質的向上を重視

しており、小学校、中学校（前期中等教育課程）ともに教員 1 人当たりの生徒数の低減、中学

校へのアクセスの拡大、さらに、これまで疎かとなっていた中学校での理科学教育の改善や学

校運営体制の強化等による基礎教育の強化を重要目標としている。 

 

（2） モ国では、これまで世銀を主なドナーとして全国に小学校を建設して来たが、特に首都ヌアク

ショットと第 2 の都市ヌアディブでは内国移民の急増による就学生徒の増大に対して教室建設

が追いつかず、1999/2000 年度の小学校１教室当たりの生徒数は、全国平均の 44 人に対してヌ

アクショットは 71 人、ヌアディブは 75 人と過密な状況にある。一方、中学校は小学校の施設

を間借りし、かつ 2 部制で授業を行わなければならないような極端な過密な状況にあるだけで

はなく、理科学教育を行なうための特別教室も未整備である。そのため、中学校を卒業しても

理科学分野の知識を充分習得できず、経済界や産業界のニーズに対応できない等の問題が顕在

化している。このように、ヌアクショット及びヌアディブの小学校・中学校の双方において社

会のニーズに合致した教育実施に向けた学習環境の改善が求められている状況である。 

 

（3） かかる状況の中で、ヌアクショットとヌアディブの小学校および中学校の学校施設等の整備を

目的としたプロジェクト全体計画は、国家開発計画である PRSP の重要政策課題及び ESDP の重

要目標に合致するものである。 

 

3 プロジェクト全体計画概要 

（1）プロジェクト全体計画の目標（裨益対象の範囲及び規模） 

 首都ヌアクショット及び第二の都市ヌアディブの協力対象小学校及び中学校における学習環境

及びアクセスが改善される。 

 （裨益対象の範囲及び規模） 

 モ国ヌアクショット及びヌアディブの協力対象校の生徒約 17,000 人 
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（2）プロジェクト全体計画の成果 

 ア 協力対象校において学校施設等が整備される。 

 イ 協力対象校において学校施設等の効果的な運用が行われる。 

  

（3）プロジェクト全体計画の主要活動 

ア 協力対象校において教室棟、技術棟、管理棟、校長室、守衛室、便所の建設及び付帯家具、学習

支援機材、衛生教育支援機材の調達を行う。 

 イ 授業実施に必要な教職員の配置及び無償資金協力の対象とならない機材の調達・据付けを行う。

ウ 上記の施設・機材を使用して教育活動を実施する。 

  

（4）投入(インプット) 

ア 日本側：無償資金協力 24.58 億円 

イ 相手国側 

（ア）教職員の配置 

（イ）教育施設、設備、機材の運営･維持管理に係る経費 

 

（5）実施体制 

実施機関：国民教育省 計画・協力局 

 

4 無償資金協力案件の内容 

（1）サイト 

モ国ヌアクショット市及びヌアディブ市 

 

（2）概要 

ヌアクショットおよびヌアディブの小中学校 57 校における教室 368 教室、校長室 3室、技術棟

6 棟、管理棟 6 棟、便所 76 ブース、守衛室 6 室の建設及び付帯家具、学習支援機材、衛生教育

支援機材の調達 

 

（3）相手国側負担事項 

・建設用地の確保 

・整地、障害物の解体撤去、囲い塀の整備及び電気、給水、通信等のインフラ工事 

 

（4）概算事業費 

26.37 億円（無償資金協力 24.58 億円、モーリタニア国側負担 1.79 億円） 

 

（5）工期 

詳細設計･入札期間を含め約 38.5 ヶ月（予定） 
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（6）貧困、ジェンダー、環境及び社会面の配慮 

・ 女子生徒の利用に配慮した生徒用便所の設計 

・ 理科実験後の廃液処理に配慮した技術棟の排水設備計画 

 

5 外部要因リスク（プロジェクト全体計画の目標の達成に関するもの） 

・ 協力対象校における就学生徒数が急激に増加しない。 

・ 基礎教育の重視に向けた国家政策が変更されない。 

・ 政変等の突発事態が発生しない。 

 

6 過去の類似案件からの教訓の活用 

建設工事実施中の関係者の安全確保、工事への周辺住民の協力確保のためには実施機関を含む関

連機関との定期的な協議に加えて、イスラム社会特有の地区リーダーであるハケム（地区長）の

プロジェクト全体計画への理解と協力を得ることが重要である。 

 

7 プロジェクト全体計画の事後評価に係る提案 

（1）プロジェクト全体計画の目標達成を示す成果指標 

協力対象
小学校

協力対象
中学校

協力対象
小学校

協力対象
中学校

協力対象
小学校

協力対象
中学校

協力対象
小学校

協力対象
中学校

1教室当たりの生徒数 94人 90人 83人 - 54人 50人 57人 39人

常設教室で授業が受けられ
る生徒の数

13,536人 1,008人 3,312人 0人 24,912人 4,032人 4,848人 378人

2部制授業及び2校制 (*)
の実施校数

17校 - 2校 - 0校 - 0校 -

中学校の技術棟を利用でき
る生徒の数

1,008人 0人 4,032人 378人

注）＊1敷地内の学校施設を2つの学校で共用し、午前・午後とで別の学校として授業を実施する形態。

現状（2003年） 目標年次（2007年）

ヌアクショット ヌアディブ ヌアクショット ヌアディブ

 

（2）評価のタイミング 

2007 年以降 
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資料 7　サイト状況調査総括表

（小学校）

1 2 3 4 5 6 合計 男性 女性 合計

男子 47 44 32 32 9 29 193

女子 46 42 30 26 19 19 182

小計 93 86 62 58 28 48 375 380 457
男子 85 80 46 55 45 44 355

女子 111 100 64 75 42 52 444

小計 196 180 110 130 87 96 799 799 960
男子 0 0 0 0 0 0 0

女子 58 83 71 72 56 54 394

小計 58 83 71 72 56 54 394 359 432
男子 85 104 102 83 68 75 517

女子 0 0 0 0 0 0 0

小計 85 104 102 83 68 75 517 465 559
男子 62 48 40 22 16 22 210

女子 47 56 52 30 22 17 224

小計 109 104 92 52 38 39 434 373 448
男子 70 143 139 122 80 102 656

女子 110 157 149 137 123 145 821

小計 180 300 288 259 203 247 1,477 607 730
男子 0

女子 0

小計 0 0 0 0 0 0 0 682 820
男子 51 70 68 60 52 55 356

女子 67 77 74 65 70 68 421

小計 118 147 142 125 122 123 777 651 783
男子 0

女子 0

小計 0 0 0 0 0 0 0 393 472
男子 30 40 40 10 40 42 202

女子 39 50 44 48 55 42 278

小計 69 90 84 58 95 84 480 318 382
男子 66 47 73 39 68 80 373

女子 66 50 56 45 56 68 341

小計 132 97 129 84 124 148 714 645 775
男子 68 78 55 42 28 49 320

女子 84 51 76 45 32 38 326

小計 152 129 131 87 60 87 646 521 626
男子 85 119 70 60 29 48 411

女子 75 61 68 50 27 38 319

小計 160 180 138 110 56 86 730 634 762
男子 69 88 88 67 43 70 425

女子 70 88 65 63 50 67 403

小計 139 176 153 130 93 137 828 965 1,160
男子 68 71 51 114 57 56 417

女子 0 0 0 0 0 0 0

小計 68 71 51 114 57 56 417 370 445
男子 20 10 40 45 35 50 200

女子 32 40 15 15 10 5 117

小計 52 50 55 60 45 55 317 412 495
男子 54 45 37 37 50 66 289

女子 56 45 68 72 80 70 391

小計 110 90 105 109 130 136 680 659 792
男子 126 128 124 70 79 105 632

女子 0 0 0 0 0 0 0

小計 126 128 124 70 79 105 632 630 757
男子 0 0 0 0 0 0 0

女子 100 97 105 110 80 90 582

小計 100 97 105 110 80 90 582 590 709

11 7 無償 ×12 ○0

当校の計画教室数は、目標年次の不足教室数全てを
カバーしている。

計画教室数は、（目標年次の不足教室数全てをカバー
できないが）1校当たりの教室数上限値（18教室）とし
た。

便
所
ブ
ー
ス

12 ○ × ×

14○ 老朽無償 × ○ 2 3○ 0

6 14

0

3

6

6

4

0 8

19
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0

守
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室
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・
校
長
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（
校
長
室
に
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庫
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む
）

6

6

塀
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計
：
教
室
数

3

児童数 既存建築設備
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（
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長
室
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16
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516
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0
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+
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○

4
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8

0×

○

4

3

10

-3
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×

2

-

3

0

0

○

○

○

4

21- 11

8

11

9

複式
+
2部

11

7

○

0 0 ×○

老朽 老朽

0 0

7

2
0
0
6
/
2
0
0
7
年
度

予
想
就
学
児
童
数

8 複式 0無償

便
  
所

教
員
室

倉
庫

学
校
登
録
番
号

インフラ 既存諸室等既存教室

電
力
幹
線
の
敷
設

不
足
教
室
数

守
衛
室

教
育
省
統
計

（
2
0
0
1
/
2
0
0
2
年
度
）

授
業
形
態

学校長による回答
（2002/2003年度）地

　
域

地
　
区

小
学
校
（
P
）
／
前
期
中
等
学
校
（
S
）

要
請
番
号

O.CHEIKH SIDYA

○

2校制

2校制
(13)

3

-

4

2
校
制
／
2
校
隣
接

要
請
教
室
数

-

8

-

6

6

400m

○

CHEIKH SOULEIMANE BALL
4

○ ○
SALEH O ABD EL WEHAB

3 ○ ○

学校名

土
地
所
有
権

ア
ク
セ
ス

市
水
幹
線
の
敷
設

○○

○

○

○

○

33m 100m○

○ 200m

老朽

8

9 29

9

3

-

10

7

×

× ×

××

×

×

× ○

老朽

×

3 ○ ×

○14

××4無償 0 老朽6 10

8

6

4

複式 8

6

1922

8

7

複式

11

複式

複式

6

複式

-19

14

13

77

老朽

○

25 20

9 無償

×410

17

120m

6

×1 1011 161211

○10

○10

○12

EL MINA 10

OULD MOUTTALY

BILAL

2校制
(5)

EL MINA 15

7

9

8 13040402

13040405

P 13030322

P 13050516

P 2校制
(11)

EL HOUCEIN
13 13050503

P

P

EL HACEN 

9

× ×

6

×

○

×

×

4

7

○ 70m

××

13030310

93 6

10

-

6 複式50m 250m

○

○ 200m

×

0

×× ×無償 4

× ×

×

○○

×

××

×

老朽8

EL GAZALY

○ ○

○

30m ×

○

4 3150m 10 12/140 ×無償

○

○

7 413020207
EL MOCTAR O HAMIDOUN

× × ○

○1

3 13020209

6 13030307

13030304

5 13030303

4 13020210

P

2

8/141 13010111
IBN SINA

38- 6 ○ ○ ○

8

4

4

20

3

○

6 2

○

×

(上記に含まれる)

5 3

×○

×

×

○6無償 × × ××

老朽 ×
2校
隣接

1 -12 ○ ○13 ○

12無償 ○ × ×× 12 17

T-
Ze

in
a

Se
bk

ha
El

 M
in

a

7×1216 5

-

2校制

-

2校制

(3)

2校制
(8)

ARAFAT4

9 1 10

13050501

13050502

ABDELLAH / OUMAR
6

8○

○

○

○

70m

P 10 13040406
MALECK

13040403
EL ABASS

P

P
HALIMA

P 13020220

13050525

P

P

P

P

P

×

○

ARAFAT 2

2校
隣接
(6)

LEMJEIDRY O HAIBALLA

2校制 10

無償 × ○ 10 16○6 4

Ri
ad

P

P

P 11

-

2校制

2校制

P

12

備考

3

7

6
教
室
型
：
教
室
数

4
教
室
型
：
教
室
数

0

２階建平屋建

２
教
室
型
：
教
室
数

３
教
室
型
：
教
室
数

4

5

「
継
続
利
用
可
能
教
室
数
」

＋
「
計
画
教
室
数
」

10

18

10

7

13

10

16

計画教室数は、目標年次の不足教室数全てをカバー
している。

計画教室数は、目標年次の不足教室数全てをカバー
している。

計画教室数は、目標年次の不足教室数全てをカバー
している。

計画教室数は、（目標年次の不足教室数全てをカバー
できないが）狭小敷地で最大限のものとした。

不足教室数が2教室となるため、計画対象外とする。

計画教室数は、目標年次の不足教室数全てをカバー
している。

計画教室数は、狭小敷地での最大限の整備を検討し
た。

目標年次の必要教室数は、現在の継続利用可能教室
で充足することとなるため、新規の教室整備は不要で
ある。

2校隣接校に関しては2校分の敷地を1サイトと捉え、か
つ、当面2校が並存することを考慮して1校当たり教室
数上限値を「20」とする。当校の整備教室数は、（目標
年次の不足教室数を充足できないが）当該の上限値と
した。

目標年次の必要教室数は、現在の継続利用可能教室
で充足することとなるため、新規の教室整備は不要で
ある。

計画教室数は、目標年次の不足教室数全てをカバー
できないが、狭小敷地での最大限の整備を検討した。

計
画
施
設
延
床
面
積
（
m
2
）

231.57

540.33

0.00

1,151.48

308.76

308.76

0.00

231.57

0.00

575.74

385.95

その他施設の
計画数

575.74

943.78
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資料 7　サイト状況調査総括表

（小学校）

1 2 3 4 5 6 合計 男性 女性 合計
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室
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教
室
数
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衛
室

教
育
省
統
計

（
2
0
0
1
/
2
0
0
2
年
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）

授
業
形
態

学校長による回答
（2002/2003年度）地

　
域

地
　
区

小
学
校
（
P
）
／
前
期
中
等
学
校
（
S
）

要
請
番
号

2
校
制
／
2
校
隣
接

要
請
教
室
数

学校名

土
地
所
有
権

ア
ク
セ
ス

市
水
幹
線
の
敷
設

備考

6
教
室
型
：
教
室
数

4
教
室
型
：
教
室
数

２階建平屋建

２
教
室
型
：
教
室
数

３
教
室
型
：
教
室
数

「
継
続
利
用
可
能
教
室
数
」

＋
「
計
画
教
室
数
」

計
画
施
設
延
床
面
積
（
m
2
）

その他施設の
計画数

男子 60 46 50 65 36 28 285

女子 80 65 58 76 48 57 384

小計 140 111 108 141 84 85 669 551 662
男子 38 40 41 39 40 39 237

女子 34 36 42 41 40 40 233

小計 72 76 83 80 80 79 470 292 351
男子 82 65 63 34 23 33 300

女子 0 5 16 20 31 27 99

小計 82 70 79 54 54 60 399 498 599
男子 0 10 11 20 15 17 73

女子 100 85 89 60 55 28 417

小計 100 95 100 80 70 45 490 453 545
男子 0 0 0 0 0 0 0

女子 124 140 133 110 85 96 688

小計 124 140 133 110 85 96 688 661 795
男子 147 152 125 115 113 115 767

女子 0 0 0 0 0 0 0

小計 147 152 125 115 113 115 767 544 654
男子 81 86 89 94 89 87 526

女子 86 96 98 89 83 92 544

小計 167 182 187 183 172 179 1,070 914 1,099
男子 48 50 50 48 36 46 278

女子 46 48 44 25 18 41 222

小計 94 98 94 73 54 87 500 541 650
男子 48 50 50 48 36 46 278

女子 46 48 44 25 18 41 222 　　　　　（回答なし）

小計 94 98 94 73 54 87 500 523 629
男子 60 32 32 16 29 36 205

女子 61 35 34 30 37 40 237

小計 121 67 66 46 66 76 442 419 504
男子 60 32 32 16 29 36 205

女子 61 35 34 30 37 40 237

小計 121 67 66 46 66 76 442 404 486
男子 90 48 45 33 31 38 285

女子 60 53 55 37 29 42 276

小計 150 101 100 70 60 80 561 526 632
男子 28 47 31 34 36 35 211

女子 32 38 32 60 51 33 246

小計 60 85 63 94 87 68 457 409 492
男子 51 46 44 50 40 40 271

女子 57 38 75 53 66 72 361

小計 108 84 119 103 106 112 632 644 774
男子 37 43 32 34 28 33 207

女子 40 55 32 35 26 53 241

小計 77 98 64 69 54 86 448 433 521
男子 56 62 56 82 40 55 351

女子 58 68 76 65 58 56 381

小計 114 130 132 147 98 111 732 384 462
男子 60 65 60 38 36 55 314

女子 50 76 65 40 43 62 336

小計 110 141 125 78 79 117 650 551 662
男子 46 51 77 64 55 48 341

女子 52 64 72 38 48 63 337

小計 98 115 149 102 103 111 678 664 798
男子 29 48 49 37 41 33 237

女子 33 50 51 37 38 35 244

小計 62 98 100 74 79 68 481 523 629
男子 67 68 70 68 55 60 388

女子 65 70 60 56 56 63 370

小計 132 138 130 124 111 123 758 765 920
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老朽

老朽

3

-1412

To
ujo

un
ine

P -

-

2校制

2校制
(18)

× ×

×

×

500m

×

○

○

○ ○

○○

No
ua

kc
ho

tt
Ar

afa
t

P

P

P

-

P

-

11

3

0

5

6× ×

無償

無償

2 6

0

8

6

0

6

6

3

8

9

7

14

11

11

9

11

17

14

11

17

13

7

不足教室数が1教室（2教室以下）となるため、計画対
象外とする。

計画教室数は、（目標年次の不足教室数全てをカバー
できないが）狭小敷地での最大限の整備を検討した。

敷地狭小につき、新規教室の整備は不可能である。

狭小な敷地で最大限の計画教室数とした。

計画教室数は、目標年次の不足教室数全てをカバー
している。

計画教室数は、目標年次の不足教室数全てをカバー
している。

14

18

計画教室数は、目標年次の不足教室数全てをカバー
している。

計画教室数は、（目標年次の不足教室数全てをカバー
できないが）狭小敷地での最大限のものとした。

計画教室数は、目標年次の不足教室数全てをカバー
している。

計画教室数は、目標年次の不足教室数全てをカバー
している。

計画教室数は、目標年次の不足教室数全てをカバー
している。

計画教室数は、（目標年次の不足教室数全てをカバー
できないが）既存施設が散在する中、最大限のものと
した。

計画教室数は、目標年次の不足教室数全てをカバー
している。

計画教室数は、目標年次の不足教室数全てをカバー
している。

計画教室数は、（目標年次の不足教室数全てをカバー
できないが）1校当たりの教室数上限値（18教室）とし
た。599.61

807.31

575.74

0.00

617.52

385.95

0.00

231.57

961.69

463.14

617.52

368.04

522.42

463.14

231.57
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資料 7　サイト状況調査総括表

（小学校）

1 2 3 4 5 6 合計 男性 女性 合計

便
所
ブ
ー
ス

守
衛
室

小
学
校
・
校
長
室

（
校
長
室
に
倉
庫
含
む
）

塀

計画教室数

左
記
合
計
：
教
室
数

児童数 既存建築設備

電
力
引
込
み

市
水
引
込
み

貯
水
槽

既
存
教
室
数

継
続
利
用
可
能
教
室
数

必
要
教
室
数

（
2
0
0
6
/
2
0
0
7
年
度
予
想
就
学
児

童
数
に
基
ず
く
）教員数

校
長
室

2
0
0
6
/
2
0
0
7
年
度

予
想
就
学
児
童
数

便
  
所

教
員
室

倉
庫

学
校
登
録
番
号

インフラ 既存諸室等既存教室

電
力
幹
線
の
敷
設

不
足
教
室
数

守
衛
室

教
育
省
統
計

（
2
0
0
1
/
2
0
0
2
年
度
）

授
業
形
態

学校長による回答
（2002/2003年度）地

　
域

地
　
区

小
学
校
（
P
）
／
前
期
中
等
学
校
（
S
）

要
請
番
号

2
校
制
／
2
校
隣
接

要
請
教
室
数

学校名

土
地
所
有
権

ア
ク
セ
ス

市
水
幹
線
の
敷
設

備考

6
教
室
型
：
教
室
数

4
教
室
型
：
教
室
数

２階建平屋建

２
教
室
型
：
教
室
数

３
教
室
型
：
教
室
数

「
継
続
利
用
可
能
教
室
数
」

＋
「
計
画
教
室
数
」

計
画
施
設
延
床
面
積
（
m
2
）

その他施設の
計画数

男子 49 43 56 39 21 20 228

女子 61 57 64 55 39 30 306

小計 110 100 120 94 60 50 534 434 522
男子 37 43 32 34 28 33 207

女子 40 55 32 35 26 53 241

小計 77 98 64 69 54 86 448 506 608
男子 62 50 57 39 35 60 303

女子 58 70 70 67 40 61 366

小計 120 120 127 106 75 121 669 624 750
男子 51 88 90 131 97 119 576

女子 49 98 118 76 115 136 592

小計 100 186 208 207 212 255 1,168 849 1,021
男子 59 67 57 27 39 39 288

女子 44 46 58 19 26 34 227

小計 103 113 115 46 65 73 515 510 613
男子 70 97 99 84 73 78 501

女子 83 107 117 111 62 93 573

小計 153 204 216 195 135 171 1,074 1,113 1,338
男子 80 105 115 50 50 50 450

女子 0 0 0 0 0 0 0

小計 80 105 115 50 50 50 450 395 475
男子 0 0 0 0 0 0 0

女子 50 105 70 70 80 80 455

小計 50 105 70 70 80 80 455 465 559
男子 76 117 55 62 43 117 470

女子 86 106 72 77 61 101 503

小計 162 223 127 139 104 218 973 951 1,143
男子 27 34 52 33 31 30 207

女子 33 42 44 36 40 44 239

小計 60 76 96 69 71 74 446 439 528
男子 48 52 61 34 28 32 255

女子 37 68 59 26 32 62 284

小計 85 120 120 60 60 94 539 502 603
男子 120 96 70 76 65 80 507

女子 0 0 0 0 0 0 0

小計 120 96 70 76 65 80 507 487 585
男子 70 77 53 40 40 50 330

女子 94 83 40 90 35 78 420

小計 164 160 93 130 75 128 750 315 379
男子 47 41 56 44 32 31 251

女子 44 52 45 34 36 38 249

小計 91 93 101 78 68 69 500 394 474
男子 23 27 21 16 15 18 120

女子 26 35 28 29 12 17 147

小計 49 62 49 45 27 35 267 329 395
男子 27 45 56 66 52 119 365

女子 28 44 66 67 52 101 358

小計 55 89 122 133 104 220 723 989 1,189
男子 91 70 73 68 74 55 431

女子 91 73 60 68 78 70 440

小計 182 143 133 136 152 125 871 921 1,107
男子 60 40 31 40 28 43 242

女子 60 37 36 31 41 39 244

小計 120 77 67 71 69 82 486 528 635
男子 38 44 46 29 43 55 255

女子 59 68 55 56 37 77 352

小計 97 112 101 85 80 132 607 636 765
男子 32 29 31 28 20 17 157

女子 41 34 46 24 63 36 244

小計 73 63 77 52 83 53 401 380 457
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6
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4

5

7
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7

2

7
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5

0

10

9

11
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20

11

6

13

20

16
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8

8

7

7

計画教室数は、目標年次の不足教室数全てをカバー
している。

計画教室数は、（目標年次の不足教室数全てをカバー
できないが）1校当たりの教室数上限値の特殊扱い（20
教室）までを確保した。

計画教室数は、（目標年次の不足教室数全てをカバー
できないが）1校当たりの教室数上限値（18教室）とし
た。

2校隣接校に関しては2校分の敷地を1サイトと捉え、か
つ、当面2校が並存することを考慮して1校当たり教室
数上限値を「20」（18教室の約10%増し）する。当校は継
続利用可能教室総数が丁度20教室となるため、新規
教室の整備はない。

18

18

13

16

計画教室数は、目標年次の不足教室数全てをカバー
している。

20

計画教室数は、目標年次の不足教室数全てをカバー
している。

計画教室数は、（目標年次の不足教室数全てをカバー
できないが）1校当たりの教室数上限値（18教室）とし
た。

計画教室数は、目標年次の不足教室数全てをカバー
している。

用地内の過密な施設により、新規教室の整備は不可能

2校隣接校に関しては2校分の敷地を1サイトと捉え、か
つ、当面2校が並存することを考慮して1校当たり教室
数上限値を「20」とする。（目標年次の不足教室数全て
をカバーできないが）当該枠内で最大限の計画教室と
した。

計画教室数は、目標年次の不足教室数全てをカバー
している。

敷地狭小につき、新規教室の整備は不可能である。

計画教室数は、目標年次の不足教室数全てをカバー
している。

計画教室数は、（目標年次の不足教室数全てをカバー
できないが）狭小敷地での最大限のものとした。

計画教室数は、目標年次の不足教室数全てをカバー
している。

不足教室数が2教室となるため、計画対象外とする。

不足教室数が2教室となるため、計画対象外とする。

計画教室数は、（目標年次の不足教室数全てをカ

バーできないが）1校当たりの教室数上限値（18教
室）まで整備することを検討した。

1,519.52

617.52

540.33

385.95

154.38

694.71

575.74

0.00

0.00

0.00

231.57

599.61

0.00

385.95

385.95

0.00

599.61

957.78
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資料 7　サイト状況調査総括表

（小学校）

1 2 3 4 5 6 合計 男性 女性 合計

便
所
ブ
ー
ス

守
衛
室

小
学
校
・
校
長
室

（
校
長
室
に
倉
庫
含
む
）

塀

計画教室数

左
記
合
計
：
教
室
数

児童数 既存建築設備

電
力
引
込
み

市
水
引
込
み

貯
水
槽

既
存
教
室
数

継
続
利
用
可
能
教
室
数

必
要
教
室
数

（
2
0
0
6
/
2
0
0
7
年
度
予
想
就
学
児

童
数
に
基
ず
く
）教員数

校
長
室

2
0
0
6
/
2
0
0
7
年
度

予
想
就
学
児
童
数

便
  
所

教
員
室

倉
庫

学
校
登
録
番
号

インフラ 既存諸室等既存教室

電
力
幹
線
の
敷
設

不
足
教
室
数

守
衛
室

教
育
省
統
計

（
2
0
0
1
/
2
0
0
2
年
度
）

授
業
形
態

学校長による回答
（2002/2003年度）地

　
域

地
　
区

小
学
校
（
P
）
／
前
期
中
等
学
校
（
S
）

要
請
番
号

2
校
制
／
2
校
隣
接

要
請
教
室
数

学校名

土
地
所
有
権

ア
ク
セ
ス

市
水
幹
線
の
敷
設

備考

6
教
室
型
：
教
室
数

4
教
室
型
：
教
室
数

２階建平屋建

２
教
室
型
：
教
室
数

３
教
室
型
：
教
室
数

「
継
続
利
用
可
能
教
室
数
」

＋
「
計
画
教
室
数
」

計
画
施
設
延
床
面
積
（
m
2
）

その他施設の
計画数

男子 0 5 0 0 0 1 6

女子 86 60 55 68 42 55 366

小計 86 65 55 68 42 56 372 455 547
男子 86 40 48 55 49 40 318

女子 0 2 0 3 8 0 13

325 小計 86 42 48 58 57 40 331 376 452
男子 48 50 58 65 54 90 365

女子 52 60 80 70 62 78 402

小計 100 110 138 135 116 168 767 785 892
男子 73 106 67 96 100 140 582

女子 0 0 0 0 0 0 0

小計 73 106 67 96 100 140 582 703 799
男子 56 31 50 47 27 37 248

女子 45 41 51 35 28 45 245

小計 101 72 101 82 55 82 493 374 425
男子 0

女子 0

小計 0 0 0 0 0 0 0 207 235
男子 0

女子 0

小計 0 0 0 0 0 0 0 536 609
男子 124 84 93 67 67 79 514

女子 0 0 0 0 0 0 0

小計 124 84 93 67 67 79 514 1,136 1,292
男子 0

女子 0

小計 0 （上記に含む）

男子 0

女子 0

小計 0 636 723
男子 0 0 0 0 0 0 0

女子 157 122 148 59 68 96 650

小計 157 122 148 59 68 96 650 655 745
男子 0

女子 0

小計 0 615 699
男子 0

女子 0

71 小計 0 675 767
男子 0

女子 0

小計 0 330
男子 0

女子 0

小計 0 330
男子 0

女子 0

27 小計 0 330

423 48 99 44 96 287 3 16 0 24,740.40
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補修
中
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(47)

2校
隣接

6 ○

○

○

○

○

× ○

×○

○

○

○
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○
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21
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○ ×
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6/7

0

老朽 × ○

2 3

4

○

1

1

3 0

計画教室数は、目標年次の不足教室数全てをカバー
している。

6

6

6

3

6

3

4

4

0

0

5

13

17

12

16

16

16

7

13

14

計画教室数は、（目標年次の不足教室数全てをカバー
できないが）狭小敷地での最大限のものとした。

2校隣接校に関しては2校分の敷地を1サイトと捉え、か
つ、当面2校が並存することを考慮して1校当たり教室
数上限値を「20」とし、当該枠内で計画教室の適正配
置を検討する。当校の計画教室数は、（目標年次の不
足教室数全てをカバーできないが）サイト内での最大
限のものとした。

計画教室数は、（目標年次の不足教室数全てをカバー
できないが）サイト内での最大限のものとした。

計画教室数は、目標年次の不足教室数全てをカバー
している。

計画教室数は、（目標年次の不足教室数全てをカバー
できないが）サイト内での最大限のものとした。

目標年次での必要教室数は、現在の継続利用可能教
室数で充足するため、新規の教室整備は不要である。

目標年次での必要教室数は、現在の継続利用可能教
室数で充足するため、新規の教室整備は不要である。

計画教室数は、目標年次の不足教室数全てをカバー
している。

合計

計画教室数は、（目標年次の不足教室数全てをカバー
できないが）サイト内での最大限のものとした。

敷地が著しく狭小で要請教室数を満足させることがで
きないが、新設校として最低限6教室（各学年1教室）を
計画した。

敷地が著しく狭小で要請教室数を満足させることがで
きないが、新設校として最低限6教室（各学年1教室）を
計画した。

敷地が著しく狭小で要請教室数を満足させることがで
きないが、新設校として最低限6教室（各学年1教室）を
計画した。

6

6

12

385.95

575.74

231.57

522.42

231.57

0.00

0.00

308.76

368.04

615.47

562.15

615.47

575.74
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資料 7　サイト状況調査総括表

（中学校）

1 2 3 合計 男性 女性 合計

男子 198 178 0 376
女子 192 120 0 312
小計 390 298 0 688 640 769
男子 222
女子 250
小計 472 422 507
男子 122 64 51 237

女子 104 43 57 204
小計 226 107 108 441 444 534
男子 120 90 113 323

女子 160 100 110 370
小計 280 190 223 693 681 819
男子 325 181 154 660

女子 0 0 0 0

35 小計 325 181 154 660 620 745
男子 0

女子 0

小計 0 470
男子 0

女子 0

小計 0 600
男子 0

女子 0

小計 0 500
男子 0

女子 0

小計 0 300
男子 0

女子 0

45 小計 0 360
男子 0

女子 0
小計 0 350

86 0 57 0 24 81 6 6 12 48 6 8,918.11

便
所
ブ
ー
ス
（
教
員
用
）

29

2

1 1

COLLEGE DE RIAD 1

COLLEGE DE TEYARETT 3 - 9 9

1 2

112

1

1

12 1 1

1 2

8

8

2

× 06 ○ ○ ×-

1980 - 8○ ○ 150m 150mCOLLEGE DE T.ZEINA - 6

- 12 120○ ○ ○ ○

Se
bk

ha

S 67 CREATION COLLEGE DE SEBKHA - 9

10 1215 15-500m 500m 0- 12 ○ ○

12- 12 12CREATION COLLEGE ARAFAT 6 - 12 ○ ○ 500m 500m 0

Ar
afa

t

S 65

6○ × × ×○ ○ 86 18 12 ○18 - 617 1× ×- 6 ○ ○Ri
ad S 64 13040403

12× ○ 6○ 8 ○ ×5 14 ○ ○- 6 6 2010 ○ ○ × × 171263 13050505 COLLEGE ARAFAT 3 -

0 3○ ○ × ×○ 86 13 7 ○68 6 ○5 ○ ○ ○ × 14 -62 13050504 COLLEGE ARAFAT 5 -

○ ○ 3○ 8 ○ ○7 ○ ○- 6 6 13○ 129 34 ○ ○ ○61 13050502 COLLEGE ARAFAT 2 -

○ × × ×○ ○ 86 19 13 ○3 14 - 6× 1110 ○ ○ ×13050501
COLLEGE ARAFAT 4

-

No
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tt

S

To
ujo
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ine

S 66 COLLEGE TOUJOUNINE 4

ND
B

ND
B S

60

T.
Ze

ina S 68

Te
ya
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tt

S 69

70 CREATION COLLEGE DE NDB 3 - 6 ○ ○ 90m 90m 0 - 9 9 9 1 19 9 2 1

塀

電
力
引
込
み

市
水
引
込
み

管
理
棟

「
継
続
利
用
可
能
教
室
数
」

＋
「
計
画
教
室
数
」

既存諸室等 既存建築設備

技
術
棟

管
理
棟

守
衛
室 備考

貯
水
槽

平屋建 ２階建

２
教
室
型
：
教
室
数

３
教
室
型
：
教
室
数

4
教
室
型
：
教
室
数

6
教
室
型
：
教
室
数

技
術
棟

守
衛
室

便
  
所

教員数

授
業
形
態

既存教室

不
足
教
室
数

既
存
教
室
数

継
続
利
用
可
能
教
室
数

必
要
教
室
数

（
2
0
0
6
/
2
0
0
7
年
度
予
想
就
学
生

徒
数
に
基
ず
く
）

生徒数

電
力
幹
線
の
敷
設

市
水
幹
線
の
敷
設

学校長による回答
（2002/2003年度）

教
育
省
統
計

（
2
0
0
1
/
2
0
0
2
年
度
）

2
0
0
6
/
2
0
0
7
年
度

予
想
就
学
生
徒
数

要
請
教
室
数

ア
ク
セ
ス

土
地
所
有
権

インフラ

サ
イ
ト
番
号

学
校
登
録
番
号

学校名

2
校
制
／
2
校
隣
接

Ar
afa

t
地
　
域

地
　
区

小
学
校
（
P
）
／
前
期
中
等
学
校
（
S
）

S

S

S

計画教室数

左
記
合
計
：
教
室
数

0

3

9

3

6

6

12

12

12

9

6

9

9

敷地狭小により教室整備は不可能。

敷地に不足教室数を補えるだけの充分なスペースが
ないが、平屋建てで最大限の整備教室数とした。

拡張用地内に、平屋建てで最大限の整備教室数とし
た。

必要教室数の全てをカバーしている。

12

12

12

1

敷地に不足教室数を補えるだけの充分なスペースが
ないが、平屋建てで最大限の整備教室数とした。

敷地に不足教室数を補えるだけの充分なスペースが
ないが、平屋建てで最大限の整備教室数とした。

必要教室数の全てをカバーしている。

合計

モ国の中学校の学校規模の基準により、計画教室数
を12教室に抑えた。

不足教室数が8教室であるところ、モ国の中学校の学
校規模の基準により、計画教室数を9教室とした。

必要教室数の全てをカバーすることを検討

必要教室数の全てをカバーすることを検討

9

9

便
所
ブ
ー
ス
（
生
徒
用
）

1,520.70

8

8

1

1

1,063.93

1,063.93

8

8

1

その他施設の計画数

1,520.70

1,063.93

計
画
施
設
延
床
面
積
（
m
2
）

0.00

231.57

231.57

463.14

463.14

1,295.50
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資料 9 相手国側分担事業の内訳 

(1) 造成工事 

要請番号 学校名 切り盛り、整地（m3） 工事費小計（UM）

No.9 EL ABASS 750 375,000

No.11 ARAFAT 4 450 225,000

No.14 EL VAROUGH 300 150,000

No.18 KHATRY O AMAR O ALY 525 262,500

No.19 SIDI ABDOULLAH OULD EL HADJ BRAHIM 250 125,000

No.20 MHAMED O TOLBA 150 75,000

No.21 AHMED ZEROUKH O BELEAMECH 200 100,000

No.29 SIDI OULD MOULAYE ZEIN 450 225,000

No.30 NAIB MED YEHDHIH 500 250,000

No.32 SEDDIGH 165 82,500

No.33 BINTOU JAHCHIN 60 30,000

No.35 ZEHRA 650 325,000

No.46 ADDA MED MOULOUD O AHMED FALL 60 30,000

No.49 CHEIKH MELAININE 350 175,000

No.53 IBENE AMER 400 200,000

No.54 WEJAHA 400 200,000

No.55 NASSREDDINE 1 (F) 1,050 525,000

No.56 LEWINA 500 250,000

No.57 CREATION SALE 150 75,000

No.59 CREATION ROBINET 5 900 450,000

No.61 COLLEGE ARAFAT 2 300 150,000

No.63 COLLEGE ARAFAT 3 150 75,000

No.65 CREATION COLLEGE ARAFAT 6 3,500 1,750,000

No.66 COLLEGE TOUJOUNINE 4 3,300 1,650,000

No.69 COLLEGE DE TEYARETT 3 2,200 1,100,000

工事量集計（m3) 17,710

工事単価（UM/m3） 500

工事費合計（UM） 8,855,000 8,855,000  
 
(2) 校舎等の既存建物の解体・撤去、樹木の伐採等 

教室 守衛室 倉庫 仮設水槽 便所
囲い塀
（m）

バラック
（1式）

樹木伐採 電柱移設 杭等撤去
工事費小計
（UM）

No. 8 BILAL 4 800,000

No. 9 EL ABASS 5 1,000,000

No. 10 MALECK 6 1,200,000

No. 12 EL HACEN 4 1 820,000

No. 13 EL HOUCEIN 2 400,000

No. 14 EL VAROUGH 2 400,000

No. 16 OUSSAMA IBN ZEID 6 1 1,220,000

No. 17 DHOU NOUREINI 3 2 624,000

No. 23 ALY IBN ABU TALEB 50 7 134,000

No. 25 AMMAR 1 20,000

No. 27 MOUSSAAB 4 2 7 944,000

No. 28 SALAH DINE 2 400,000

No. 32 SEDDIGH 7 1 1,420,000

No. 33 BINTOU JAHCHIN 4 1 1 850,000

No. 35 ZEHRA 2 1 412,000

No. 36 ZEID 1 200,000

No. 43 ANNEXE 2 15 580,000

No. 47 ALY CHENDHOURA 6 72,000

No. 48 LAREIGUIB 3 1 620,000

No. 56 LEWINA 1 1,000,000

No. 58 CREATION ROBINET 3 2 9 188,000

No. 63 COLLEGE ARAFAT 3 54 54,000

No. 65 CREATION COLLEGE ARAFAT 6 1 1,000,000

工事量集計 57 1 2 5 1 104 2 38 2 9

工事単価（UM） 200,000 30,000 30,000 20,000 20,000 1,000 1,000,000 12,000 40,000 12,000

工事費合計（UM） 11,400,000 30,000 60,000 100,000 20,000 104,000 2,000,000 456,000 80,000 108,000 14,358,000

既存建物等の解体撤去 その他

要請番号 学校名
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(3) 囲い塀、門扉の設置 
要請番号 学校名 囲い塀（延長：m） 門扉（箇所） 工事費小計（UM）

No.2 EL MOCTAR O HAMIDOUN 300 1 4,570,000

No.4 CHEIKH SOULEIMANE BALL 310 1 4,720,000

No.6 ARAFAT 2 500 1 7,570,000

No.9 EL ABASS 275 1 4,195,000

No.18 KHATRY O AMAR O ALY 375 1 5,695,000

No.19 SIDI ABDOULLAH OULD EL HADJ BRAHIM 290 1 4,420,000

No.20 MHAMED O TOLBA 430 1 6,520,000

No.21 AHMED ZEROUKH O BELEAMECH 390 1 5,920,000

No.22 TALEB AHMED O. TOUEIR GENNE 300 1 4,570,000

No.23 ALY IBN ABU TALEB 115 1 1,795,000

No.27 MOUSSAAB 240 1 3,670,000

No.29 SIDI OULD MOULAYE ZEIN 300 1 4,570,000

No.30 NAIB MED YEHDHIH 420 1 6,370,000

No.31 KHADIJETOU BINTOU KHOUEILID 315 1 4,795,000

No.32 SEDDIGH 80 1 1,270,000

No.35 ZEHRA 155 1 2,395,000

No.37 ESMA 400 1 6,070,000

No.39 CHEIKH O. ABDOUK 250 1 3,820,000

No.46 ADDA MED MOULOUD O AHMED FALL 225 1 3,445,000

No.56 LEWINA 100 1 1,570,000

No.57 CREATION SALE 135 1 2,095,000

No.58 CREATION ROBINET 3 120 1 1,870,000

No.59 CREATION ROBINET 5 120 1 1,870,000

No.63 COLLEGE ARAFAT 3 115 1 1,795,000

No.65 CREATION COLLEGE ARAFAT 6 340 1 5,170,000

No.66 COLLEGE TOUJOUNINE 4 330 1 5,020,000

No.67 CREATION COLLEGE DE SEBKHA 275 1 4,195,000

No.68 COLLEGE DE T.ZEINA 425 1 6,445,000

No.69 COLLEGE DE TEYARETT 3 420 1 6,370,000

No.70 CREATION COLLEGE DE NDB 3 400 1 6,070,000

工事量集計 8,450 30

工事単価（UM） 15,000 70,000

工事費合計（UM） 126,750,000 2,100,000 128,850,000  
 
(4) 電力と市水の引込み 

要請番号 学校名 電力（延長：m）市水（延長：m） 工事費小計（UM）

No. 65 CREATION COLLEGE ARAFAT 6 500 500 21,000,000

No. 66 COLLEGE TOUJOUNINE 4 500 500 21,000,000

No. 67 CREATION COLLEGE DE SEBKHA 20 20 840,000

No. 68 COLLEGE DE T.ZEINA 150 150 6,300,000

No. 69 COLLEGE DE TEYARETT 3 1,000 1,000 42,000,000

No. 70 CREATION COLLEGE DE NDB 3 90 90 3,780,000

工事量集計（m） 2,260 2,260

工事単価（UM/m） 40,000 2,000

工事費合計（UM） 90,400,000 4,520,000 94,920,000  
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(5) 建築設備 

電話幹線延長と
サイトへの引込み
（m）

電話引込み盤から
技術棟と管理棟へ
の電話配線（m）

No. 65 CREATION COLLEGE ARAFAT 6 1 500 50 20,350,000

No. 66 COLLEGE TOUJOUNINE 4 1 500 50 20,350,000

No. 67 CREATION COLLEGE DE SEBKHA 1 20 50 1,150,000

No. 68 COLLEGE DE T.ZEINA 1 150 50 6,350,000

No. 69 COLLEGE DE TEYARETT 3 1 1,000 50 40,350,000

No. 70 CREATION COLLEGE DE NDB 3 1 90 50 3,950,000

工事量集計 6 2,260 300

工事単価（UM） 200,000 40,000 3,000

工事費合計（UM） 1,200,000 90,400,000 900,000 92,500,000

工事費小計（UM）要請番号 学校名

電話設備技術棟コン
ピュータ室の空
調設備（空調機
組数）

 
 
(6) 機材 

No. 65 CREATION COLLEGE ARAFAT 6 1 1 7,850,000

No. 66 COLLEGE TOUJOUNINE 4 1 1 7,850,000

No. 67 CREATION COLLEGE DE SEBKHA 1 1 7,850,000

No. 68 COLLEGE DE T.ZEINA 1 1 7,850,000

No. 69 COLLEGE DE TEYARETT 3 1 1 7,850,000

No. 70 CREATION COLLEGE DE NDB 3 1 1 7,850,000

工事量集計 6 6

工事単価（UM） 650,000 7,200,000

工事費合計（UM） 3,900,000 43,200,000 47,100,000

工事費小計（UM）要請番号 学校名
理科学実験
学習用機材
（1式）

パーソナル・
コンピュータ（10
台）、周辺機器お
よび結線器具等1式
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資料 10 参考資料／入手資料リスト 
 

No. 
名  称 
（和文・仏文） 

 
型版

 
頁数

オリジナ

ル／ 
コピー 

収集先名称

又は 
発行機関 

 
発行年

1 住民による小学校建設のた
めのマニュアル 

Guide pour la construction de salles 
de classe de l’enseignement 
fondamental 

A4 168 Copy DEF 1991 

2 物理カリキュラム Programme de Sciences Physiques A4 14 Copy DES  
3 中等前・後期自然科学カリ
キュラム 

Programmes de Sciences Naturelles 
pour les 1er et 2nd cycles de 
l’Enseignement Secondaire 

A4 15 Copy DES 1998 

4 2001-2002年度教育統計年
鑑 

基礎教育、中等教育普通化、

技術教育、 

Annuaire des Statistiques Scolaires 
2001-2002 Enseignement 
Fondamental et Enseignements 
secondaire général, technique et 
normal 

A4 94 Copy DPC 2002 

5 万人のための教育の促進活
動報告書 

Rapport National sur l’Initiative 
Accélérée de l’Education Pour Tous 

A4 32 Copy MEN 
MAED 

 

6 モーリタニア国教育システ
ム 

Le Système Educatif Mauritanien A4 88 Copy BM  

7 都市開発プログラム 
（英語版） 

Urban Development Program 
(English Version) 

A4 131 Original BM 2001 

8 モーリタニア教育分野改革
支援計画 

Appui à la réforme du système 
éducatif mauritanien 

A4 77 Copy C/F Projet No
2001-16

9 国民教育省予算
（1999-2003） 

Evolution du Budget de 
Fonctionnement du MEN 1999-2003

A4 1 Copy DPC  

10 国家予算, 主要分野予算、
省別予算 1998-2003 

Budget national, budget des 
principaux secteurs et budget par 
ministère 1998-2003 

A4 1 Copy MDF  

11 事務経費内訳 2002 Compte Administratif 2002 A4 16 Copy NKC 
Commune 

 

12 小学校時間割 Horaires d’enseignement au niveau de 
l’enseignement fondamental 

A4 1 Copy DPC 2003 

13 中等校時間割 Horaires d’enseignement par 
discipline, Enseignement Secondaire

A4 1 Copy DPC 2003 

14 ヌアクショット、ヌアディ
ブ市内小学校・中学校学校

別予算 

Budget des établissements 
Fondamental & Secondaires 

A4 7 Copy MEN 
DPC 

2003 

15 学校基本調査調査票 
（小学校用、中学校用） 

Questionnaire 
(pour écoles fondamentales et 
collèges) 

A4 20 Copy MEN 
DPC 

2003 

16 モーリタニア国 
全国小中学校生徒数データ 

Indicateurs de l’Enseignement 
Fondamental (2001-2002) 

A4 16 Copy DPC 2003 

17 ウィラヤ別・選択言語別小
学校卒業試験・中学校進級

試験合格率 

Statistique sur les Candidats au 
Concours d’Entrée en 1AS 

A4 2 Copy DEF  

18 ヌアクショット、ヌアディ
ブ小中学生就学率算出用デ

ータ 

Données de base pour le calcul de 
nombre d’élèves des écoles 
fondamentales et collèges de 
Nouakchott et Nouadhibou   

  FD DPC  

19 年間統計資料 2000 Annuaire Statistique 2000 A4 174 Original MAED 
ONS 

2002 

20 人口・保健調査 
200０-01 

Enquête Démographique et de Santé 
200０-01 

A4 364 Original MAED 
ONS 

2001 

21 R.G.P.H 市の人口 Population des Communes R.G.P.H 
2000 

A4 6 Original MAED 
ONS 

  

22 Unicefの対モーリタニアプ
ログラム2003-2008 

Programme-Pays Mauritanie-Unicef 
2003-2008 

A4 15 Copy UNICEF 2003 

23 万人のための教育プログラ
ムYE102 

 

Programme Education Pour Tous YE 
102 

A4 33 Copy UNICEF 2003 
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24 万人のための教育プログラ
ム 

Le Programme Education pour Tous 
 

A4 8 Copy UNICEF 2003 

25 政府/ UNICEF基礎教育プロ
グラムの各種手続きに関す

る自習マニュアル 

Guide de auto-formation sur les 
différentes démarches du Programme 
Education de Base Gouvernement 
/UNICEF 

A4 70 Original UNICEF 2000 

26  Education V Project (English Version) A4 84 Copy BM 1995 
27 2015年の万人にための教育
に対する資金：サブサハラ

33カ国に関するシミュレー

ション 

Le financement de l’Education Pour 
Tous en 2015: Simulations pour 33 
pays d’Afrique subsaharienne 

A4 81 Original BM 2003 

28 PAD-BAD Project PAD-BAD Project A4 37 Copy MAED 2003 
29 数字で見るモーリタニア La Mauritanie en Chiffres  53 Original MAED 2001 
30 国家財政集計と社会経済指
数 

Agrégats de la Comptabilité 
Nationale et Indicateurs 
Socio-Economiques 

A4 51 Original MAED 2002 

31 統計年鑑2000 Annuaire Statistique Année 2000 A4 174 Original MAED 2002 
32 都市計画・投資計画に関す
る調査 

Etude Portant sur les Documents 
d’Urbanisme et les Programmes 
d’Investissements 

A3 39 Copy AMEXTIPE 2001 

33 貧困削減戦略 
フレームワーク 

Cadre Stratégique de Lutte contre la 
Pauvreté  (CSLP) 

A4 68 Copy   1991 

34 セメント使用便覧 Guide pratique pour l’emploi des 
ciments 

B4 74 Original EYROLLES 2000 

35 耐震設計規定 
建築に関する規定 PS92 

Règles de Construction parasismique
-règles PS applicables aux bâtiments 
– PS92 

B4 283 Original EYROLLES 1999 

36 建築 
設計、施工、標準化 

Bâtiment, Conception, Mise en 
Oeuvre, Normalisation 

A4 375 Original NATHAN 2002 

37 建築業者のための便覧 Guide du Constructeur en bâtiment B4 239 Original HACHETTE 
Technique 

2003 

38 建築・土木工事用語辞典 
英仏/仏英 

Lexique Anglais-français & Français 
-Anglais du BTP 

B5 227 Original EYROLLES 2003 

39 建築の皮膜の構造 
建設と大規模皮膜 

Anatomie de l’enveloppe des 
bâtiments 
Construction et enveloppes lourdes 

A4 280 Original MONITEUR 1997 

40 仏 鉄筋コンクリート構造
物の設計と計算技術基準 

CC BA-68 

Règles Techniques de Conception et 
de Calcul des Ouvrages et 
Constructions en Béton Arme 
Regles CC BA 68 

A4 439 Copy  1975 

41 仏 耐震設計基準と付録 
PS-69 

Regles Parasismiques 1969 et Annex, 
Regles PS 1969 

A4 445 Copy  1976 

42 小学校実施計画 Projet d’Exécution 
Ecoles Primaires 

A0~A4  Copy ADU  

43 中学校実計画 Projet d’Exécution 
Ecoles Secondaires 

A0~A4  Copy ADU  

44 ヌアクショット・ヌアディ
ブ市街地図データ 

Cartes de Nouakchott et Nouadhibou   CD MET  

45 ダカール港潮位表 
2003年1月 -  2003年4月 

Tables des marées au port de Dakar 
Janvier 2003 - Avril 2004 

A5  Original PNBA  

46 財務書類 
モーリタニア国教育システ

ム開発支援プロジェクト 

中学校７校建設 

 

中学校建設入札用建設資材

数量単価表 

Dossier Financier, 
Projet:d’appui au Développement du 
système Educatif en Mauritanie 
relative a la construction de 7 
Collèges 

A4 25 Copy AMEXTIPE 2002 

47 ヌアクショット小学校改修
計画実施計画図書 

LOT 1 :23 校 

PROGRAMME DE 
REHABILITATRION DE 23 
ECOLES FONDAMENTALES LOT 
1-Dossiers d’Exécution 
 

A0~A4  Original MEN 2003 
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48 ヌアクショット小学校改修
計画入札図書 

LOT 2 :23 校 

PROGRAMME DE 
REHABILITATRION DE 23 
ECOLES FONDAMENTALES LOT 
1-Dossiers d’Exécution 

A0~A4  Original MEN 2003 

49 理化学ワークショップ建設
計画概要書（実施計画図書） 

LABORATOIRE de l’ATELIER 
DES SCIENCES 

A0~A4  Original MEN 2003 

50 ヌアディブ 
小学校改修計画書 

Etude de réhabilitation des écoles 
fondamentales-WILAYA DE 
D.NOUADHIBOU 

A0~A4  Original MEN 2003 
(入手)

51 1997・2000 年の日本国無償
資金協力学校サイト 塀の

建設計画 （実施計画図） 

PROJECT DE CLOTURE 
D’ECOLES JAPONAISES -LOT 1

A0~A4  Original MEN 2003 

52 モーリタニアの地質 Géologie de la Mauritanie A4 321 Original Université de 
Nice  

2003 

53 モーリタニア考古学辞典 Dictionnaire Archéologique de la 
Mauritanie 

B5 164 Original Université de 
Nouakchott 

1991 

54 国民教育省組織図 Organigramme de l’administration 
centrale du Ministère de l’Education 
Nationale 

A3 1 Copy NKC 
Commune 

1999 

55 ヌアクショット市組織図 Organigramme de la Communauté 
Urbaine de Nouakchott 

A4 1 Copy NKC 
Commune 

 

 
凡例 

NKC: Nouakchott  
MEN: Ministère de l’Education Nationale 
DPC: Direction de la Planification et de la Coopération 
DEF: Direction de l’Enseignement Fondamental 
DES: Direction de l’Enseignement Secondaire 
MAED: Ministère des affaires Economiques et du Développement 
ONS: Office National de la Statistique 
MET: Ministère de l’Equipement et des Transports 
ADU: Agence de Développement Urbain 
PNBA: Parc National du Banc d’Arguin 
AMEXTIPE:Agence Mauritanienne d' Exécution de Travaux d' Intérêt pour l'Emploi 
BM: Banque Mondiale 
C/F: Coopération Française  
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資料 11 その他の資料・情報 

 

ヌアクショットとヌアディブの給水状況 

(1) ヌアクショットとヌアディブの水源 

ヌアクショットとヌアディブはサハラ砂漠を後背地とし、水資源に乏しいと言うよりも水

資源を欠くという地理的条件にある。ヌアクショットでは 1980 年に、またヌアディブでは

1968 年に、それぞれ市から約 60km、90km 離れた場所で地下水資源が開発され、現在これら

の水源から送水を受けて市水供給を行っている。現在では両市ともに市街地内での井戸（浅

井戸、深井戸）は飲料水として利用されていない。 

 

(2) ヌアクショットの給水事情 

1) 水源 

現在の首都ヌアクショットの水源は､ 東方約 60km のイディニ（Idini）において 1980 年

頃に中国の援助で開発された地下水であり、約 4 万トン/日が汲み上げられてヌアクショッ

ト市街地に送水されている｡ この地下水脈はアタール付近に始まりブティリミット

（Boutilimit）付近の地下を南西に流れる幅 100km を超える大きな地下水帯で、イディニは

その西端部で塩水との境界部に相当する｡ しかし､ この地区でもすでに､ 地下 300m 以下で

は西（海の方）から塩水が侵入してきている。 

1998 年頃から新しい水源開発の計画が行われており、今回の現地調査の時点では､2007 年

を完了目標とした1万トン／日の拡張計画が進行中であり､イディニのさらに東15km地点の

砂丘間低地において地下水開発のボーリングと導水管の敷設工事が行われている｡ 

 

2) 市街地の給水状況 

ヌアクショット市街地における市水の普及率は約 25％（1995 年）に過ぎない。給水の幹

線近くでは水圧は確保されているが、幹線の末端では水圧が低いため、事務所やホテル等の

大型施設以外でも自家用の貯水槽を設けてポンプで建物内に圧送する方式を一般的に採用

している。給水配管の無い地域には､ 幹線道路に沿った市内各所にムバルケ（mbalka）と呼

ばれる貯水タンクを備えた給水所があり、水道管で地下タンクに貯水されている。このムバ

ルケの地下タンクからロープ付きのバケツで汲み上げられた水がロバの引く荷車のドラム

缶に移され、各家庭に小売されている｡  

本来、ムバルケには高架水槽が設置されているが、揚水装置の故障のためにほとんどが利

用されておらず、上述のロープ・バケツ方式での汲み上げがなされているが、この段階での

汚染が懸念されるところである。揚水方式を改善しようとするプロジェクトも過去に行われ

ており、1994 年に多数設置された風車駆動のポンプは電気を必要としないが､ 短いものは 2

年､ 長くて 7 年でポンプ内部（恐らく多段式の弁）が壊れて現在はほとんど動いていない｡ 

このように原理的に複雑で、機構が頑丈でないものは､ 残骸だけが永く残ることになるため、

揚水方式は十分に注意を要する｡ 

その他､ 水道管が来ていない地区に対して、給水車で水を運搬し、周辺に配水するための

貯水タンクが各所に建設されていたが、SNDE（水道公社）の説明では現在施工中の拡充計画
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（2006 年竣工）で市水が接続される予定であるため、2007 年にはこの設備は閉鎖されると

のことである。なお、市水にアクセスできない建設現場や大きな淡水の需要者は給水車から

購入することとなる。給水車は市が数台を備えるが、他は全て民間所有である｡ 

また､現在の地下水資源が開発される以前の 1970 年代に稼働していた海水脱塩工場は 

Evapo-transpiration system であったが､ 加熱などでコストが高かったので、イディニの

地下水開発の成功とともに運転を取りやめており、設備は錆びたままスクラップ状態であ

る｡ 

 

(3) ヌアディブの給水事情 

1) 水源 

ヌアディブは砂嘴のような幅の狭い半島に位置している｡ この半島は第四紀の海成層か

ら成り､ 固結度の高い石灰質の下部第四系は半島の中央から西部の高地を形成しており､ 

その東側の標高の低い地区には未固結の上部第四系が分布している｡これらは共にほぼ水平

に成層しており、ときに斜交層理が発達している｡サハラを後背地とする半島のため､ 水資

源に乏しいと言うよりも水資源を欠くという地理的条件にあるが､ 1968 年にドイツがヌア

ディブから約 90km 離れた内陸のブレノウ（Boulenouir）で地下水を開発して導水したため､ 

現在は水には不自由していない｡ 

以後この半島では水は一滴にいたるまでブレノウの地下水であり､ 地下水利用のための

井戸はひとつもない｡2000 年になって IDB やアラブ諸国の援助で市街地内に近代的な水処理

プラントが完成した｡水源地については、ヌアディブの SNDE の説明によれば、深さ 150m な

いし 200m の生産井 21 孔で 7,000 トン／日 の水を採取しているとのことであった。設備能

力としては 630m3／時間 で､ 7,000 トン／日の給水には充分な余裕があると説明されたが､ 

地盤が沈下しているとのことであり、これから推定すると、限界揚水量は設備容量よりも小

さいものと推定される｡現在、水資源の拡大に向けた井戸の追加掘削の準備のため、深度 600m

の調査用ボーリングを実施中であるとのことである。 

 

2) 市街地の給水状況 

ヌアディブはヌアクショットと比べて市水の普及率は高く、旧市街地では殆どの住居に水

道がある。給水施設は SNDE が整備するが、使用料金は電気料金とともに SONELEC（電力公

社）が担当し徴収している｡メーター制の場合、使用量の少ない世帯は 93.5UM／m3とし、使

用量の大きい世帯に対しては量に応じて 185UM／m3､ 232UM／m3 というような段階的料金体

系を採っている（ヌアクショットも同様の料金体系である）。 

新市街地で水道が配管されていない家では､ 認可を受けた水売りのロバ､ またはタンク

ローリーで配水されている。料金はドラム缶 1 缶が 500～600UM であるが､ 水道が故障等で

供給不足になると 2 倍以上の価格となる｡ヌアディブの給水車は市が運営している他、民間

の給水車もある。 

 

3) ヌアディブにおける学校給水の課題 

ヌアディブの学校給水に関しては、貯水槽から水を利用する施設までの導水方法と、生徒
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が水を使い易くするための設備の改善が課題となっている。 

先ず第一に、貯水槽の蛇口が地面近くに設けられているために、ほとんどの学校では蛇口

が使用されず、通常、貯水槽の蓋を開け放し、ロープ付きのバケツにより水を手で汲み上げ

る方法が取られている。しかし、この状況は衛生的とはいえない｡ まれに蛇口から水を利用

している例もあるが､その場合、蛇口周辺に 食物の残滓が散乱して蠅が群がっている状態で

あり、この状況も清潔とはいえない｡従って、先ず水を高いところに揚げる必要があり､ ユ

ニセフが計画しているような小型プラスティックタンクで高架水槽を作り、ハンドポンプで

揚水する等の簡便な揚水システムを用いることが必要である。第二に、水飲み場･手洗い場

では通常蛇口が一つとなっているが、生徒の利用が休み時間に集中するため、蛇口を複数個

設置することが必要となる｡ この場合の配水方法としては､ 高架水槽からの配管により自

然流下で配水する方法、あるいは手洗い場設備にタンクを設け、バケツを用いて人力によっ

て運搬する方法か、あるいはビニール管を使用してタンクに給水する等の方法が考えられる。

さらに、一部で菜園や花壇を備えた学校があるものの、多くの学校では全く緑を欠く状況で

あるため、洗い水で花や芝生を育てる等、衛生面のみならず限られた水資源を有効活用する

ための配慮も望まれる｡ 

 

(4) モーリタニアの学校給水についてユニセフの見解 

ユニセフは地方を中心にして学校への給水方式を模索しており、伝統的な水瓶やブリキ製

の可動式タンクを試験的に制作し、学校への水供給を行い学校の衛生向上を行おうとしてい

る。この計画の担当者と学校給水の協議を行った際に、以下の意見を得た。 

・ユニセフでは大雑把に一日当たりの生徒一人に供給する淡水の目標値を 0.5 リットル

程度と考えているが､時にはこの半分でもよいから安全な水を欲しいと思うこともあ

る（日本国では小学校生徒１人当たりの校内生活用水の使用量を約 50リットルを見込

んでいる）。 

・給水は衛生教育の一部でもあり､ 飲料水と手洗いの水を別々に給水したい｡ 

・ロバにより搬送される水は汚染の恐れが多いので､ 学校給水は水道水または給水車の

水にすべきである。 

・校内に設けた貯水タンクは地下タンク方式となるため水を手でくみ取る度にタンクの

水が汚染されることとなる、そのため、タンクの水を揚水して高架水槽とし手を触れ

ることなく水を供給できる方式を考えている。 

・モ国では、水は個人に所属するものでは無く、地域住民全体のものとして認識されて

いる。「水をたくさん持っている人は、無い人に分け与えて当然」との伝統的な慣習が

あるため、学校内に井戸を掘ることは十分に注意すべきである。 

・ヌアクショットでは水道管を配管するにせよ､ 給水車で給水するにせよ､ 大量の水が

学校にあると､ そこが地域住民の給水地点となってしまう｡ そして水料金は父兄会が

負担しているため地域住民に父兄会が給水するようなことになってしまう｡ 

・他方､ ヌアディブにおいては水料金を市が負担していること､ かつ学校にはコンクリ

ートの塀があり、かつガードマンが常駐しているため地域住民が勝手に校内に侵入す

ることはない｡ 
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・手洗水と飲料水を分けて考えることは興味深いが、手洗水でも飲んでしまう恐れがあ

るくらい水へのアクセスが悪い状況にあることに注意し、子供でも判りやすい分類を

するべきである。 

 

(5) ヌアクショットの地下水資源の活用可能性に係る調査 

ヌアクショットの地質はおもに数千年前の海成層であり､ 水理学的には海と一連の塩水

地下水帯である。地下の塩水と淡水の境界は海岸から数 10km の内陸にある。したがって、

海岸近くにあるヌアクショットでは、通常の意味での地下水は塩水であるため、市内で淡水

を安定的に供給できる地下水源を得ることは不可能で

ある。 

ただし、1970 年代に制作された 20 万分の１地形図に

は､ ヌアクショットの周辺に深さが 6m より浅い淡水や

塩水の井戸が約 20 ヶ所記載されており、このことは地

下の塩水の上、つまり地下の浅い所に淡水がレンズ状に

賦存している地区が一部にはあることを示している。従

って、左記浅層の地下水を雑用水や緊急用水（防火用水）

等として利用する可能性は残るため、既存浅井戸の現況

と水質に係る調査を実施し、その活用可能性に係る調査

を行った。 

ヌアクショットおよびその周辺は 4 つの地形区、すなわち砂丘地区（砂丘間低地を含む）､

中間低地､後背湿地､海岸砂丘に分類可能であるが、本調査における既存浅井戸とその水質に

係る調査の結果から、砂丘地区と中間低地の浅層には、地下に浸み込んだ天水（雨水）が塩

濃度の高い地下水の上に淡水のレンズ状水塊として賦存していること、後背湿地の地下水は

海水と淡水の中間的水質であること、さらには上記浅層から得られる淡水には有機物汚染の

恐れがあるため利用に当たっては充分な留意が必要であること等が確認された。調査結果の

詳細は以下の通り。 

 

1) 既存井戸の現況 

今回調査では、上記地形区毎に既存井戸の現状と水質の状況等を把握した。調査結果は以

下の通りである。 

 

・地形図に示されていたヌアクショット付近の約 20 ヶ所の井戸は､ 現在では都市化の

ために全て消滅しており、水質分析のために水を採取できた「活用されている井戸」

は、砂丘地区､ 中間低地および後背湿地に最近掘られた計 4ヶ所の井戸だけであった。 

・上記 4ヶ所の井戸の内、砂丘地区と中間低地の 2ヶ所の井戸ではロープ付きのバケツ

で地下水を汲み出して農業に利用しているが、水質的には淡水に分類される｡ この他､ 

エルミナ地区北端の中間低地に所在する井戸掘削会社（ECM社）では､ 同社の敷地内

の地下 2m に淡水がある旨を聴取した。このことから砂丘地区と中間低地には地下浅

層に淡水が賦存していることが確認された。 

図 ヌアクショット周辺の地形区分図
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・後背湿地の 2 ヶ所の井戸は、塩濃度が 2％程度の brackish water で、家畜の飲料水と

して利用されていた。 

 

上記の通り、調査サンプル数は少ないものの､ これらを分析した限りでは地下水の塩濃度

が地形区分と明確に対応していること、すなわち、砂丘地区と中間低地の浅層には地下に浸

み込んだ天水（雨水）が、塩濃度の高い地下水の上に淡水のレンズ状水塊として賦存してい

ることと、さらに後背湿地の地下水は海水と淡水の中間的水質の brackish water であるこ

とが確認された。 

 

2) 水質分析結果 

ヌアクショットとヌアディブの水道水、およびヌアクショット市街地及びその周辺地の既

存井戸等７ヵ所から得られたサンプルに対し水質分析を実施した。分析結果を表 1、表 2 に

まとめ、概要を以下に示す。 

 

・同一の井戸において晴天時と雨後の 2度サンプルを採取した場合（表 2の No.1と No.7）

の分析結果では、雨後の結果に塩素や電気伝導度に増加が見られるが、これは地表部

に集積した塩類が雨で洗われて溶出したものであるものと推察される。また、これは

雨水の浸透率が大きいことを示唆するものである。 

・全ての井水に関し、極微量（日本の水道水基準値〔NO2:10ppm〕の 100 分の１以下）

ではあるが、亜硝酸が検出されているため、地下水が糞尿等の有機物で汚染されてい

る可能性がある。 

・上記の通り､ 浅層の淡水については有機物汚染の恐れがあり、また地下水の汲み上げ

利用により下位の塩水が上昇してくる恐れもあるので､ 塩濃度の変化と有機物汚染に

ついては十分に留意すべきであろう。 

・セブカ、エルミナ、タブラゼイナの 3地区にわたって分布する後背湿地の既存井戸の

水質分析結果は､  いずれも塩濃度は 2％前後であった（米国の分類では brackish 

water）｡ 

 

表 1 水道水分析結果（ヌアクショットとヌアディブ） 

サンプル 残留塩素

（ppm) 
亜硝酸 
(ppm) 

フッ素 
(ppm) 

塩素 
(ppm) 

pH 電導度 
(µS/cm) 

ヌアクショットの水道

水 
  < 1 なし   0.6   80   7.4   780 

ヌアディブの水道水 検出され
ず 

なし   0.4   100   7.4   740 
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表 2 井戸水分析結果（ヌアクショット市街地及びその周辺地） 

No. サンプル 亜硝酸

(ppm) 
フッ素

(ppm) 
塩素 
(ppm) 

NaCl % pH 電導度
(µS/cm) 

1 病院近くの苗圃の井戸  0.08   none    350 分析せず  7.8  2500 
2 NKCの北 Niaghrejの井戸   0.05   0.2  >2000   2.1 % 7.0  17810 
3 Jreidaの南 2kmの池   none   0.2  >2000  4.2 % 7.5 測定不能 
4 NKC25km南の路傍の井戸   0.03   0.8  >2000   1.8 % 7.3   15550 
5 飛行場南端東 3kmの菜園の井
戸 

 0.04   0.4    280 分析せず 7.6   2030 

6 Idini 東 35kmJICA 村落給水の
水 

 0.01   0.4    200 分析せず 7.7   1220 

7 雨後の No.1  0.08   none    400 分析せず 7.7   2710 
8 海水 なし   0.2  >2000  3.6 % 7.9 測定不能 
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